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１ 大学の概要（平成30年5月1日現在：(4)を除く） 

（１）大学名 

公立大学法人 公立鳥取環境大学 

（２）所在地 

      鳥取県鳥取市若葉台北一丁目１番１号 

（３）資本金の状況 

83億3,683万円（鳥取県50％ 鳥取市50％） 

（４）役員の状況（任期含む）（令和元年5月1日現在） 

     理事長(学長)江﨑 信芳（平成30年4月1日～令和4年3月31日) 

     副理事長  西山 信一（平成30年4月1日～令和2年3月31日) 

     理事    今井 正和（平成30年4月1日～令和2年3月31日) 

   新 理事    田中 洋介（平成31年4月1日～令和2年3月31日) 

      理事    若原 道昭（平成30年4月1日～令和2年3月31日) 

      監事    北野 彬子（平成30年4月1日～任命後４年以内に終了する事業年度のうち最終の財務諸表の承認の日まで） 

     監事    小谷 昇  （平成30年4月1日～任命後４年以内に終了する事業年度のうち最終の財務諸表の承認の日まで） 

 

（５）教職員数 

教員        60人 

職員        42人 

教職員計   102人 

（６）中期目標の期間 

平成30年度から令和5年度まで（6年） 

（７）学部等の構成 

      ＜学部学科、入学定員、在籍者数＞ 

環境学部環境学科      556人  587人 

経営学部経営学科      556人  615人 

環境情報学部 

  環境政策経営学科      －人    0人 

  環境マネジメント学科    －人    2人 

  建築・環境デザイン学科   －人    0人 

  情報システム学科      －人    0人 

 

      ＜附属施設＞ 

      情報メディアセンター 

      サステイナビリティ研究所 

      地域イノベーション研究センター 

   国際交流センター 
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（８）組織図 
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２ 年度に係る業務の実績に関する自己評価結果 

（１） 総合評定及び評価概要 

公立鳥取環境大学は、平成30年度に公立大学法人として7年目となる事業年度を迎えるとともに、第Ⅱ期

中期目標（平成30年度～令和5年度）の初年度であり、中期目標を達成するための中期計画に沿い、「大学

教育の質の向上」や「安定的な経営確保・財務内容の改善」等に積極的な取り組みを行いました。 

  平成30年4月に江﨑新学長が就任し、新たな取り組みを積極的に行いました。 

平成27年9月の国連サミットで採択された持続可能な開発目標（SDGs）の達成に向け、本学では、平成30

年10月に「SDGs取組宣言」を行い、教育・研究の両面からSDGsの取り組みを開始しました。今後、知の拠点

として、ステークホルダーと連携を図りながら、SDGsの達成に貢献していくこととしています。 

他大学との連携を積極的に推進するため、大学間の新たな連携の形として、平成30年6月に中央大学及び

鳥取県との三者による連携協定を締結し、首都圏大学との交流をスタートしたほか、本学では初となる欧州圏

の大学との提携協議を進め、新たにカッセル大学（ドイツ・ヘッセン州）と語学研修プログラムの実施につい

て合意に至りました。 

また、学長裁量による研究費助成枠を拡充し、若手教員の資質向上及び競争的外部資金獲得促進への積極的

な支援を行ったほか、環境学部及び経営学部のそれぞれの学部で、教員が共同執筆する書籍を出版（各学部1

冊ずつ）するなど、研究成果や教育活動を学外へ広く発信しました。さらに、共同研究のための海外大学との

協議や学会発表などに係る旅費を助成し、教員の研究活動を促進しました。 

産官学連携・地域連携においては、本学の研究成果を地域経済に還元するため、平成30年4月から新たに

専任の「産官学連携コーディネーター」を1名配置し、研究シーズと企業ニーズのマッチング活動を開始した

ほか、同年4月に地域活動の拠点として岩美町に「岩美むらなかキャンパス」を開設し、地域と連携した教育

活動や公開講座、学生の地域貢献活動など、多岐にわたる活動に積極的に活用しました。 

本学の環境活動の充実を図るため、環境マネジメントシステムの再構築に着手しました。平成30年7月に

は、学長のトップマネジメントにより「環境方針」を改訂し、鳥取県版環境システム「TEAS」に準拠したシス

テムへの見直しを図り、新たなシステムのもとで、全学を挙げて環境活動を推進しました。この結果をもとに

令和元年度初旬にTEAS1種の認証申請を行うこととしています。 

また、平成30年4月より県内入学者促進コーディネーターを配置し、定期的な高校訪問や意見交換会等を

実施しました。 

平成31年度入試は、募集定員276人に対し、志願者1,643人（志願倍率6.0倍）となり、入学者299人（定

員充足率108.3％、県内入学率15.7%）を確保しました。また、公立化第4期の卒業生の就職内定率は99.1％

（県内就職率23.7％）となり、目標である全国国公立大学の平均値（97.3％）以上を達成しました。 

また、業務運営や財務内容の改善については、引き続き効率的な経費配分や競争的外部資金の獲得などに努

め、年度計画を順調に履行しました。 

 

（２）大項目ごとの状況及び評価 

・大学の教育等の質の向上に関する事項 

平成28年度に策定した本学のアドミッション・ポリシーに基づき、試験方法、入試定員とも平成30年度入

試と同様に入学者の選抜を実施しました。平成31年度入試は、志願倍率が6.0倍（平成30年度6.1倍）と昨

年度と同程度の結果となりました。なお、私費外国人留学生入試の志願者数は21名でした。 

平成28年3月に策定したカリキュラム改革方針（公立鳥取環境大学版リベラルアーツ）を推進するため、
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平成28年度から開始した新カリキュラムを運用し、各学部の専門科目を他学部の人間形成科目として履修（10

科目）できるようにするとともに、教育的効果に配慮して、英語（Intensive English 1～8）の授業時間を45

分×2コマとし、同じ科目を週2回受講する形態としています。また、実践的な教育として、1・2年次配当科

目「プロジェクト研究1～4」、3年次配当科目「プロジェクト研究5・6」の開講やインターンシップ等を実施

しています。 

就職支援については、体系的なキャリア教育と、3年次の学生全員に対し面談を実施するなどのきめ細かな

対応に心がけ、手厚く就職指導を行った結果、平成30年度卒業生の就職内定率は、99.1%（平成29年度98.9%）

となり、目標である全国国公立大学の平均値（97.3％）以上を達成しました。 

   学生支援については、引き続き、資格取得、クラブ活動、また留学など様々な場面できめ細かなサポートを

行いました。また、平成28年度に創設した「鳥取県内出身学生生活支援制度」により、平成30年度入学の県

内出身学生に対し、生活費等の経済的支援を行いました。 

ＣＯＣ事業を推進するため、「プロジェクト研究1～4」において、9課題を地域連携型の課題（麒麟プロジ

ェクト研究）とし、環境学部と経営学部の全学生が、2年生終了までにこの麒麟プロジェクト研究を履修する

システムを構築しています。また、平成28 年度から必修化している「鳥取学」に加えて、新たに「自然環境

保全実習・演習Ａ」などを地域志向科目として開講しました。 

また、地域と連携した教育研究活動等の拠点となる「岩美むらなかキャンパス」の整備を進め、平成30 年

4月に開所しました。 

 

・社会貢献・地域貢献に関する事項 

教育・研究活動において、平成30年6月に本学、中央大学及び鳥取県の三者による包括連携協定を締結し

ました。この協定を基に8月には、両大学の学生参加（11 名）による共同フィールドワークを実施し、また

参加学生が中央大学キャンパスに出向いて成果報告を行うなど両大学の交流が深まりました。 

新たな海外提携大学の拡大を目指し、本学では初となる欧州圏の大学との交渉を進め、新たにカッセル大学

（ドイツヘッセン州）と語学研修プログラムの実施について合意に至りました。令和元年度当初には両大学間

で協定を結び8月～9月の3週間に学生の語学留学を予定しています。このプログラムを英語力向上のインセ

ンティブとするため、中級レベル（ＣＥＦＲ・Ｂ1レベル）以上を条件とする助成制度を設け、学生の意欲向

上に取り組んでいます。 

平成30年4月より、産官学の連携をより一層深めるため、新たに専任の「産官学連携コーディネーター」

を1名配置し、研究シーズ集の作成、各種コンソーシアムでの連携活動、異業種交流会への積極的な参加によ

り、研究シーズと企業ニーズとのマッチング活動に努めました。 

 

・業務運営の改善及び効率化に関する事項 

     大学運営の体制では、運営上の重要事項をはじめ、教学上の案件、人事案件、国際交流に関する案件など様

々な案件に迅速に対応できるよう隔週1回「幹部会議」を開催し、理事長のリーダーシップの下、機動的に運

用しました。 

 また、経営に関する重要事項を審議する「経営審議会」、教育研究に関する重要事項を審議する「教育研究

審議会」をともに 5 回開催し、両審議会とも学外委員から多数の意見をいただき、大学運営に反映させまし

た。 

このような体制の下、理事長のリーダーシップの発揮により、全教職員が団結・協働してスピード感をもっ
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て大学運営に取り組みました。 

地域に開かれた大学となるために、適切な情報提供と公開を心がけ、マスメディアに対しても教員や学生の

教育研究活動の情報を提供しました。 

事務局全体における業務の効率化に資するため、事務職員が鳥取県職員人材開発センター及び公立大学協

会主催の業務分野別協議会等、各種研修機会を積極的に活用し、事務局における職位や経験年数に応じた階層

別研修を計画的に実施することで、職員個々の能力開発を図りました。 

 

・安定的な経営確保・財務内容の改善に関する事項 

安定的な経営を確保するために、教職員一丸となって志願者確保に取り組むとともに、これまで蓄積した高

校訪問で収集した地域の情報や志願者データを分析し、ターゲットエリア毎にメリハリをつけ高校教員説明

会、高校訪問、進学相談会を設定するなど戦略的な広報を展開しました。また、志願者の利便性を向上するた

め、平成30年度入試からインターネット出願を導入しました。 

高校教員説明会は、県内と岡山を除く地域で鳥取大学と共催で実施しました。昨年度より2会場増やした36

会場で実施した結果、442校493名の参加がありました。 

高校訪問は、大阪府、岡山県及び広島県に駐在する参与を中心に近畿、中四国地方の高校を重点的に訪問す

るとともに、他地域においてもより実績が見込める高校を重点的に訪問しました。 

進学相談会は、多くの来場者が見込める都市部で開催される大規模相談会や、本学教員の模擬授業が受講で

きる進学相談会を中心に45会場（昨年度48会場）に参加し、350名（昨年度480名）の来場がありました。 

平成30年4月より県内入学者促進コーディネーターを配置し、県教育委員会と連携した県内高校への働き

かけと、定期的な高校訪問や教員説明会、校長との意見交換会等を実施しました。また県内の高校生に対して

は、高校内ガイダンスや進学相談会を通じて、本学の魅力を伝えるとともに、県内高校に対して、「鳥取県内

出身学生生活支援制度」を周知しました。 

オープンキャンパスについては、高校訪問や高校教員説明会での案内、受験情報誌等による広報、ＤＭ送付

等を行い周知するとともに、今年度新たにテレビ、ラジオでのＣＭを実施し、併せて遠隔地からの無料送迎バ

スを運行し、参加者の増加を図りました。その結果、参加者数は、昨年度に比べて68名増加の1,131名とな

りました。 

県内高校生の志願者確保については、昨年度に引き続き年3回の県内高校訪問の他、高校教員説明会を本

学と西部サテライトキャンパスで各1回、校長との意見交換会などを引き続き実施し、平成28年度に創設し

た「鳥取県内出身学生生活支援制度」の周知も行いました。 

これらの結果、平成31年度入試は、志願者は1,643人（平成30年度1,674人）となり、中期計画の数値

目標である国公立大学平均以上（4.3倍）以上を達成するとともに、入学定員充足率は108.3％となり、同じ

く数値目標である100%を達成しました。 

また、業務運営や財務内容の改善については、引き続き効率的な経費配分や競争的外部資金の獲得などに

努め、年度計画を順調に履行しました。引き続き効率的な経費配分や競争的外部資金の獲得などに注力しま

した。 

 

・点検・評価・情報公開に関する事項 

平成 30 年度も新生公立鳥取環境大学運営協議会はもとより設置者との連絡調整を図り、大学経営や運営

の改善に取り組みました。 
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平成30年度、内部質保証を推進するため新たに「内部質保証推進会議」を設置し、また、教育の質保証に

関する専門的な事項に関する調査、研究を行う組織として「教育質保証推進ユニット」を併せて設置し、組

織体制を構築しました。 

オープンキャンパスの広報にテレビＣＭなどを新たに取り入れると共に、マスコミへの資料提供数の増加

などを行い、更なる広報活動の推進に取り組みました。 

 

・その他業務運営に関する事項 

ハラスメントについては、昨年度に引き続き「ハラスメント防止リーフレット」を作成し、学生・教職員

をはじめ大学関係者に配布するとともに全構成員を対象に研修を定例的に開催しました。また、ハラスメン

ト相談窓口、専用電話・ＦＡＸを設置し、ハラスメント等に起因する問題が生じた場合「ハラスメント防止

・人権委員会」が迅速かつ適切に対応しました。また「ハラスメント防止等に関するガイドライン」に基づ

き、「Campus Guide」に分かり易く記載し学生向けにガイダンスを実施する等、就学上及び学生生活上にお

ける健全で快適な環境を確保する体制としています。 

また、引き続きキャンパス各所に「学生・教職員提案箱」を設置し、学生サービスの向上や、事務の改善

等につながる提案や意見を募り、風通しの良い大学風土作りを行っています。 

その他、昨年に続き環境に配慮した大学としての経費削減とコスト意識の醸成に繋がる省エネルギー、省

資源化の取り組みについては、公立鳥取環境大学環境方針に盛り込むとともに、3年毎に設定する環境目標

の中に、CO2 排出量削減を含む省エネルギー、省資源化に関する具体的な数値を設定し、「環境マネジメン

トシステム」に従って環境保全活動を実施しました。 

 

（３）顕著な成果があった事項 

平成 29 年度当初予算策定時に「予算編成方針」を定め戦略的かつ重点的に取り組む事項を定め、適正な予

算執行に努めたことから、平成30年度決算において、当期総利益を104百万円計上できました。 

志願者確保に向け教職員一丸となった戦略的な志願者広報の展開やインターネット出願の導入などにより、

平成31年度入試では、1,643名の志願者及び299名の入学者を確保することが出来ました。 

平成30年4月に「岩美むらなかキャンパス」を開所し、海辺の立地を活かしたゼミ活動や地域連携・交流

イベント、岩美町の地域課題に係る公開講座などのほか、中央大学との共同フィールドワーク、出張英語村な

ど、本学の教育研究活動の拠点として活用を図りました。 

平成30年4月より県内入学者促進コーディネーターを配置し、県教育委員会と連携した県内高校への働き

かけと、定期的な高校訪問や教員説明会、校長との意見交換会等を実施しました。また県内の高校生に対して

は、高校内ガイダンスや進学相談会を通じて、本学の魅力を伝えるとともに、県内高校に対して、「鳥取県内

出身学生生活支援制度」を周知しました。 

公立化第 4 期の卒業生の就職内定率は 99.1%となり、中期計画の数値目標である全国国公立大学の平均値

97.3％を1.8ポイント上回りました。 

 

（４）昨年度の指摘事項等に対する対応状況 

①（少子化の進展等に対応する将来を見通した大学改革） 

 今後の少子化の進展等に対応するため、第2期中期計画においても志願者数・入学者の確保、安定的な経

営確保のための具体的な数値目標等を定めるなど、引き続き、将来を見通した大学改革に取り組んでいきま
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す。 

 SDGs、TEAS、教育の質保証等の取組により、大学の魅力を高めます。 

 

②（入学者に占める県内出身者の割合） 

4月より県内入学者促進コーディネーターを配置し、鳥取県教育委員会と連携した県内高校への働きかけ

と、定期的な高校訪問や教員説明会、校長との意見交換会等を実施しました。また県内の高校生に対しては、

高校内ガイダンスや進学相談会を通じて、本学の魅力を伝えるとともに、県内高校に対して、「鳥取県内出

身学生生活支援制度」を周知しました。 

令和3年度から始まる新入試については、志願者動向、高校教員・保護者・地域等の要望等を参考にしな

がら専門部会で検討し、概要をまとめ2月に公表しました。詳細については引き続き検討し、決定次第公表

します。 

 

③（県内就職率） 

   第2期中期目標に掲げられた県内就職率の数値目標３０％の達成に向け、インターンシップやキャリア教

育の充実を図りました。「キャリアデザインＢ」では、地域の企業、各種団体、地元の方々を講師として招

き、また、とっとりインターンシップ（地域協働型インターンシップ）を県内企業、県内高等教育機関と協

力して実施し一定の条件を満たす場合には単位を認定しました。 

これらの取組みは令和元年度においても継続実施します。 

 

④（就職支援体制） 

 鳥取県東部・西部に配置した企業開拓担当参与が、企業開拓、企業訪問を拡大しました。また、企業開拓

担当参与が積極的に学生の就職指導に関わり、県内企業の内定獲得を支援しました。 

「キャリアデザインＢ」「鳥取学」等の科目において、地域の企業、各種団体、地元の方々を講師として招

き、県内就職や県内企業の魅力などを周知しました。 

（公財）ふるさと鳥取県定住機構と連携して、学内で合同企業説明会（鳥取県産業・企業紹介フェア）を実

施し、２日間の開催で延べ２００名の学生の参加がありました。参加した学生は、県内就職や県内企業の魅

力を理解しました。 

これらの取組みは令和元年度においても継続実施します。 

 

⑤（学生の夜間の通学における安全確保） 

夜間の通学における安全を確保するため通学路の照明設置工事を着手しました。 

 

 

⑥（ＩＲの推進体制） 

平成31年4月に事務局総務課内にＩＲの推進や大学の内部質保証等に関する事務を所管する総合戦略室

を設置し、大学情報の収集分析及び活用等に取り組むこととしています。 

 

  ⑦（志願者の安定確保・増大、黒字化の維持） 

平成31年度入試は、志願倍率が6.0倍（平成30年度6.1倍）となり、定員充足率も108.3％となり、
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安定的な経営の確保に努めました。平成30年度の自己財源は903百万円（目標7億円以上）、経常的支出

に占める人件費の割合59.3％（目標64.4％以内）、自己財源比率52.1％（目標41.9％以上）となり、い

ずれも中期目標の数値目標を達成しました。 

今後も志願者の安定確保と増大に努めるなど収入の拡大策を常に検討するとともに、経費の縮減を図り

財務的健全性の確保に取り組んでいきます。 

 

  ⑧（大学施設の中長期保全計画） 

法定耐用年数及び効率的な修繕に考慮した10年間の施設保全計画（平成29年度策定）に基づき、魅力

ある施設となるよう、施設の保全・修繕を進めました。 

 

  ⑨（広報活動の推進） 

   学報（TUESレポート年2回）やホームページ等で本学の取組を紹介しました。令和元年度はホームページ

をリニューアルし、より効果的に情報発信します。 

 

  ⑩（第2期中期目標・中期計画の取組） 

第 2 期中期目標、中期計画で定められた内容や数値目標を達成できるように教職員が一丸となって取り

組むとともに、第 2 期中期計画期間を、未来に向けて公立鳥取環境大学の可能性を切り開く期間と位置づ

け、魅力や活気あふれる大学づくり取り組みました。 

 

  ⑪（評価指標・評価基準について） 

   第1期の中期目標・中期計画の成果を踏まえ、第2期に目指すべき指標を設定し、毎年度ごとに年度計画

を設定し取り組みました。  
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（５）平成30年度事業に係る項目別自己点検評価結果表総括 

 

 

 

 

 

総数 1 2 3 4 5 合計 項目平均 項目評価
Ⅰ　大学の教育等の質の向上 94 0 1 52 37 4 326 3.5 B

１　教育
（１）　教育内容等 25 1 12 12 86 3.4
（２）　教育の実施体制 2 2 6 3.0
（３）　教育の質の改善及び向上 6 2 4 22 3.7
（４）　教育環境の整備 5 2 2 1 19 3.8
（５）　就職支援 6 3 2 1 22 3.7
（６）　学生支援 16 12 4 52 3.3

２　研究に関する目標
（１）　研究水準及び研究の成果等 3 1 2 11 3.7
（２）　研究実施体制等の整備 3 1 2 11 3.7

３　社会貢献・地域貢献

（１）　地域社会との連携 16 8 7 1 57 3.6
（２）　地域の学校との連携 4 3 1 13 3.3
（３）　国際交流 8 6 1 1 27 3.4

Ⅱ　業務運営の改善及び効率 19 0 0 15 4 0 61 3.2 B
１　経営体制 2 1 1 7 3.5
２　地域に開かれた大学づくり 6 5 1 19 3.2
３　事務局の組織・人事制度と人材育成 5 5 15 3.0
４　大学運営の効率化・合理化 6 4 2 20 3.3

Ⅲ　安定的な経営確保・財務内容の改善 18 0 1 7 9 1 64 3.6 Ａ
１　安定的な経営確保 5 2 3 18 3.6
２　志願者確保 6 2 3 1 23 3.8
３　自己財源の増加 1 1 3 3.0
４　経費の抑制 3 2 1 10 3.3
５　資産の運用管理の改善 3 1 2 10 3.3

Ⅳ　点検・評価・情報公開 5 0 0 3 1 1 18 3.6 Ａ
１　チェック体制・設置者による評価 1 1 3 3.0
２　自己点検 0 0 0.0
４　情報公開と広報活動 4 2 1 1 15 3.8

Ⅴ　その他業務運営 9 0 0 8 1 0 28 3.1 B
１　コンプライアンス（法令遵守） 4 4 12 3.0
２　人権 1 1 3 3.0
３　施設設備の整備活用等 1 1 4 4.0
４　安全管理 3 3 9 3.0

  全体評価  =  3 .5*0 .5+3.2*0.15+3 .6*0.25+3 .6*0 .05+3 .1*0 .05  =  3 .47

項　　目

【大項目別評価及び全体評価】 
 
評点 

 
評 価 基 準 

 
S 

 
年度計画を十二分に達成 

 
４．３以上 

 
A 

 
年度計画を十分に達成 

 
３．６以上４．２以下 

 
B 

 
年度計画を概ね達成 

 
３．０以上３．５以下 

 
C 

 
年度計画はやや未達成 

 
２．０以上２．９以下 

 
D 

 
年度計画は未達成 

 
１．９以下 
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３ 小項目毎の実施状況           

            

大項目 Ⅰ 大学の教育等の質の向上       

小項目 １ 教育 

人間形成教育・環境学部・経営学部・大学院環境経営研究科の目的 

      

            

中期目標 公立鳥取環境大学では、自然環境保全と人間の経済活動とのバランスを考えた持続可能な社会の構築を目指し、環境と経

営をともに理解し地域の核となるとともに、世界を舞台に活躍できる、実践的な能力を有した人材を育成する。そのためにカ

リキュラムの改善等を含めた教育内容の充実をたゆまず行うと同時に卒業生の質の一層の向上を図る。特に学部教育では、

幅広い知識と基礎学力を身につけさせる「公立鳥取環境大学版リベラルアーツ」の理念に基づいた教育を実践する。 

また、日本初の環境系大学として積み上げてきた蓄積を活かした環境学部、また、山陰初の経営学部を今後もさらに発展さ

せ、山陰の知の拠点としてその存在がより広く周知されるよう努力を続ける。 

 

【人間形成教育の目的】 

  「公立鳥取環境大学版リベラルアーツ」の理念の下、環境学及び経営学それぞれの基礎を含む幅広い教養、自ら学び行動

する力、コミュニケーション能力を高度に育成する。 

 

【環境学部の目的】 

「持続可能な地域社会づくりのための具体的な提案･実践ができる人材の育成」を目指し、以下の観点から総合的に環境

問題に取り組むことによって、環境問題の全体像の理解と同時に、専門的な知識と思考力･行動力や高い教養、応用力を身

につけた人材を育成する。 

①「自然環境保全」：大気、水、土壌、地質及び生物からなる自然生態系を調べ、健全な状態を維持創出する方法を探る。 

②「循環型社会形成」：大量のエネルギーや物質を消費する人間活動が自然生態系に及ぼす影響を調べ、活動が生態系に

ダメージを与えない方法を探る。 

③「人間環境」：人間が、より快適な生活ができるように作り出してきた、居住地をはじめとした人工的環境を調べ、生

態系と共存するあり方を探る。 

 

教職課程（中学・高校理科教諭）では、環境問題に関する基本的理解を持った理科教員を養成する。 

また、人材育成にあたっては、座学での理論的学修と同時に、鳥取の豊かな自然を活かし、地域に存在する環境問題を

題材とするフィールドワークを重視した教育によって、環境問題の理解やその改善のための実践力及び汎用的な問題解

決能力を育成する。 

さらに、理系分野からの環境問題の改善に繋がる能力、あるいは科学的な物の見方の向上には、様々な高度な機器を使
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用した測定や分析の体験が重要であり、新設した実験研究棟や設備を活用し、実習活動を充実することで、対象の構造や

変化の仕組み等を探求できる人材の育成に努める。 

【経営学部の目的】 

「環境と共生する社会の構築に貢献できる人材の育成」を目指し、持続可能な経営のあり方を考え、様々な課題や業務等

について具体的に企画・実行できる幅広い知見と実践力を持つ人材の育成を目指す。 

この目的を達成するため、学問的基礎を発展させ、以下の面で能力を高める専門教育を行う。 

① 高度な経営学の知見を持ち、企業や組織のマネジメントに活用できる能力 

② 会計やファイナンスに関する専門的な知識を持ち、運用できる能力 

③ 地域産業の発展や地域社会の課題解決に経営学の知見を応用できる能力 

④ 情報技術を理解し、企業や組織の問題解決に活用できる能力 

また、持続可能性や多様性への理解や、アジア諸国を含めたグローバルな視点の獲得、データや統計の活用手法など、

現代の企業・組織に共通するスキルの習得を図り、対応力を深める教育を行う。 

さらに、企業や社会を取り巻く状況の変化や経営学の発展に対応し続けるため、上記の内容を含め教育課程及び教育

内容の改善に向けた不断の取組を行う。 

 

【大学院環境経営研究科の目的】 

「人と社会と自然との共生」に基づく持続可能な社会の実現のため、経営の視点を持った環境学、環境を意識した経営が

求められているところである。 

このため、学士課程での環境、経営に関する基礎的知識をもとに、より専門性の高い知識、思考力、実践力の獲得を可能

とするような教育・研究環境を提供する。この研究科に設けられた「環境学専攻」と「経営学専攻」は、相互に他専攻の研

究内容にもより深く触れ、「人と社会と自然との共生」、「持続可能な社会」の構築に向けた、実現可能な提案や、その提案

に基づいた実践的研究ができる人材を育成する。 

まず、本研究科の特色である環境経営科目群において、環境問題に経営的視点からアプローチできるような理論的、実践

的知識を学ぶ。その上で環境学専攻では、持続可能な社会の構築に向けて貢献でき、高度な専門性を持った職業人の育成に

取り組む。 
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中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

自然環境保全と人間の経

済活動とのバランスを考え

た持続可能な社会の構築を

目指し、環境と経営をともに

理解し地域の核となるとと

もに、世界を舞台に活躍でき

る実践的な能力を有した人

材を育成し、世に送り出すこ

とを最重要な目標とします。

そのためにカリキュラムの

改善等を含めた教育内容の

充実をたゆまず行うと同時

に一層質の高い卒業生の輩

出に努めます。 

特に学部教育では、幅広い

知識と基礎学力を身に付け

させる「公立鳥取環境大学版

リベラルアーツ」の理念に基

づいた教育を実践し、公立鳥

取環境大学発の特色ある教

育を確立していきます。   

また、日本初の環境系大学

として積み上げてきた蓄積

を活かした環境学部、山陰初

の経営学部を今後もさらに

発展させることによって、山

陰の知の拠点としてその存

在がより広く周知されるよ

う努力していきます。 

○ 第２期中期計画を着実

に実行していくとともに、

本学の教育目標を達成す

るために、平成 28 年３月

に定めた公立鳥取環境大

学版リベラルアーツを推

進していきます。環境マイ

ンドに基づく自然科学（数

学を含む）、社会科学（経

済、経営、歴史等）、人文科

学（文学、哲学）、外国語

等、深い教養の下地となる

基礎教育をリベラルアー

ツの基礎とし、これを深化

させる教育を進めていき

ます。（No.1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・2015 年９月の国連サミットで採択された持続

可能な開発目標（SDGs）の達成に向け、本学で

は、平成 30 年 10 月に「SDGs 取組宣言」を行

い、教育・研究の面から SDGs の取り組みを開

始しました。今後、知の拠点として、ステーク

ホルダーと連携を図りながら、SDGs の達成に貢

献していくこととしています。 

・学部ごとに定められているカリキュラム・ポリ

シーについては、学生に配布するキャンパスガ

イドに記載するとともに、ホームページで広く

周知しています。 

・平成 28 年度には、大学全体としての３ポリシ

ー（ ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポ

リシー、アドミッション・ポリシー）を定めま

した。 

・大学全体の３ポリシーとの整合性を図るため、

各学部の３つのポリシーを修正しました。 

・平成 28年度から新カリキュラム（16カリキュ

ラム）の運用を開始し、各学部の専門科目を他

学部の人間形成科目として履修できるように

しました（環境学部：経営学入門、現代経済学

入門、統計学入門、国際関係入門、経済史、経

営学部：自然環境保全概論、循環型社会形成概

論、人間環境概論、環境と倫理、環境と文明）。 

・新カリキュラムの編成にあたっては、教育的効

果を考慮して、旧カリキュラムから一部の同等

科目の配当年次や開講時期の変更を行いまし

た（旧カリキュラムのうち科目が読替えになる

ものは、開講時期の変更等を行いました）。  

4 
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【人間形成教育の目的】 

教育課程の中に人間形成

教育科目群として総合教育

科目、環境基礎科目、外国語

科目、情報処理科目、キャリ

アデザイン科目及び総合演

習科目を配置し、幅広い知識

と基礎学力、問題発見から解

決策を導き出す能力や自ら

行動する力など社会で必要

な基礎力を身に付けた人材

を育成することを目指しま

す。 

〔総合教育科目〕 

自らの学部の専門性に留

まらない幅広い分野の基礎

的学力を高めます。また、鳥

取固有の自然や歴史文化な

どを学ぶ科目も配置し、地域

への理解を深めます。 

〔環境基礎科目〕 

環境に関する基礎知識と

様々な環境問題に対し、自

ら行動する意識を深めま

す。           

〔外国語科目、情報処理科

目〕 

英語を中心としたコミュ

ニケーション能力や社会人

として必要な情報処理技術

を活用する基礎的な実践力

を高めます。 

【人間形成教育の目的】 

○ 教育課程の中に配置し

た人間形成教育科目群（総

合教育科目、環境基礎科

目、外国語科目、情報処理

科目、キャリアデザイン科

目及び総合演習科目）の新

カリキュラム科目を含め

引き続き開講し、幅広い知

識と基礎学力、問題発見か

ら解決策を導き出す能力

や自ら行動する力など社

会で必要な基礎力を身に

付けた人材の育成に取り

組みます。（No.2） 

・社会で必要となる基礎力を身に付けた人材を育

成することを目的とし、下記のように人間形成

科目群を開講しました。 

［総合教育科目］ 

・歴史、文化等の幅広い知識や数学の基礎的学力

を涵養する科目や、地元鳥取の自然や歴史文化

を学ぶ「鳥取学」、報告書作成に必要な基礎的な

国語力を養う「文章作成１・２」などの科目に

加え、社会体験学習を含んだ「基礎インターン

シップ」や「特別演習」を開講しました。 

［環境基礎科目］ 

・「環境学概論」を開講しました。 

［外国語科目、情報処理科目］ 

・英語科目として「Intensive English 1〜8」を

必修科目として開講し、第２外国語科目として

中国語、韓国語、ロシア語科目を選択科目とし

て開講しました。その他、選択科目として「発

展英語」や「海外語学実習」などを開講しまし

た。 

・「情報リテラシー」を必修科目として開講しま

した。 

［キャリアデザイン科目］ 

・「キャリアデザインＡ・Ｂ」を開講しました。 

［総合演習科目］ 

・「プロジェクト研究１〜４」を開講しました。そ

れぞれ 36 テーマで開講し、そのうちの４分の１

のテーマについては「麒麟プロジェクト研究」と

位置づけ、地元鳥取に深く関連したテーマとしま

した。 
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〔キャリアデザイン科目〕 

自分らしい生き方や働き

方を、自らが考え探し出して

いくことができる能力を高

めます。 

〔総合演習科目〕 

２年間を通して段階的に、

調査・分析・プレゼンテーシ

ョンの方法、そして問題発見

から解決策を導き出す能力

を育成します。併せてレポー

トのまとめ方、討論の仕方、

共同研究の進め方など社会

で必要な基礎力を高めます。 
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【環境学部の目的】 

「持続可能な地域社会づ

くりのための具体的な提案･

実践ができる人材の育成」を

目指し、以下の観点から総合

的に環境問題に取り組むこ

とによって、環境問題の全体

像の理解と同時に、専門的な

知識と思考力･行動力や高い

教養、応用力を身に付けた人

材を育成することを目指し

ます。    

ア 「自然環境保全」：大気、

水、土壌、地質及び生物か

らなる自然生態系を調べ、

健全な状態を維持創出す

る方法を探る。 

イ 「循環型社会形成」：大

量のエネルギーや物質を

消費する人間活動が自然

生態系に及ぼす影響を調

べ、人間活動が自然生態

系にダメージを与えない

方法を探る。 

ウ 「人間環境」：人間が、よ

り快適な生活ができるよ

うに作り出してきた、居住

地をはじめとした人工的

環境を調べ、生態系と共存

するあり方を探る。 

エ 「教職課程（中学・高校

理科教諭）」：環境問題に関

【環境学部の目的】  

○ 環境学部の全ての教員

が一体となって、「持続可

能な地域社会づくりのた

めの具体的な提案･実践が

できる人材の育成」を目指

し、総合的に環境問題に取

り組むことによって、環境

問題の全体像の理解と同

時に、専門的な知識と思考

力･行動力や高い教養、応

用力を身に付けた人材の

育成に取り組みます。

（No.3） 

 

・公立鳥取環境大学として取り組むこととなっ

た、SDGs 教育についてより深めた議論を行っ

た。各講義科目の SDGs 教育体系における位置

づけを明らかにしたのみでなく、各講義におい

てもより積極的に SDGs 教育の視点を取り入れ

ていくこととした。来年度以降の講義内容に反

映されていく予定である。 

・１，２年では環境問題を「自然環境保全」、「循

環型社会構築」、「人間環境」という３つのプロ

グラムの視点から提示し、問題の全体像をつか

んでもらい、そのうえで、３，４年次では、各々

の学生が興味をもった専門分野に進めるよう

なカリキュラムを設定しており、それに従っ

て、教育を進めてきました。その中に、地域現

場での多くのフィールドワークも含めました。 

・学生たちに対し、持続可能な社会の実現に貢献

する地域の企業やベンチャー団体に関心を持

ちその現場を知ってもらうために学部で検討

し、新しい科目の実施を決定しました。 

・学生たちが、「持続可能な地域社会づくりのた

めの具体的な提案･実践ができる」能力を、実

際にどの程度向上させているかを定量的に

把握するシステムを学部で検討しながらつ

くり、一部の学生について試験的に実施し、

有効に運用できる見通しを得ました。 

・学部での学修の意欲を高めるために、就職に

関して、専門分野を生かすような職種として

どのようなものがあるかを、新入生を中心に

して、年度初め等に「自然環境保全」、「循環型

社会構築」、「人間環境」の各プログラムの教員

から紹介しました。 
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する基本的理解を持った理

科教員を養成する。 

このため、座学での理論的

学修と同時に、鳥取の豊かな

自然を活かし、地域に存在す

る環境問題を題材とするフ

ィールドワークを重視した

教育によって、環境問題の理

解やその改善のための実践

力及び汎用的な問題解決能

力を育成します。 

平成２９年度に竣工した

実験研究棟を有効に活用す

るとともに、計画的に測定機

器及び分析機器等を購入し、

実習活動の充実を図ります。 
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【経営学部の目的】 

「環境と共生する社会の

構築に貢献できる人材の育

成」を目指し、持続可能な経

営のあり方を考え、様々な課

題や業務等について具体的

に企画・実行できる幅広い知

見と実践力を持つ人材の育

成を目指します。 

この目的を達成するため、

学問的基礎を発展させ、以下

の面で能力を高める専門教

育を行います。 

ア 基礎的な経営学の知見

を持ち、企業や組織のマ

ネジメントに活用できる

能力 

イ 会計やファイナンスに

関する専門的な知識を持

ち、運用できる能力 

ウ 地域産業の発展や地域

社会の課題解決に経営学

の知見を応用できる能力 

エ 情報技術を理解し、企業

や組織の問題解決に活用

できる能力 

また、持続性や多様性への

理解や、アジア諸国を含めた

グローバルな視点の獲得、デ

ータや統計の活用手法など、

現代の企業・組織に共通する

スキルの習得を図り、対応力

【経営学部の目的】 

○ 経営学部の全ての教員

が一体となって、「環境と共

生する社会の構築に貢献で

きる人材の育成」を目指し、

持続可能な経営のあり方を

考え、様々な課題や業務等に

ついて具体的に企画・実行で

きる幅広い知見と実践力を

持つ人材の育成に取り組み

ます。（No.4） 

・公立鳥取環境大学として取り組むこととなっ

た、SDGs 教育についてより深めた議論を行っ

た。各講義科目の SDGs 教育体系における位置

づけを明らかにしたのみでなく、各講義におい

てもより積極的に SDGs 教育の視点を取り入れ

ていくこととした。来年度以降の講義内容に反

映されていく予定である。 

・持続可能な経済社会（経営）の在り方を考える

中心的な講義科目として、「環境経営論」、「共生

経営論」、「環境経済学」、「アジア環境論」、「ア

ジア社会論」等を開講しているが、他の講義科

目においても社会・経済の持続可能性を意識し

た講義を展開している。 

・フィールド・ワークを通じて持続可能な地域社

会（経営）の抱える課題に対する理解を深める

ために「ワークショップ」を開講している。 

・持続可能な地域社会(経営)の在り方について

は、「農業経営論」、「地域振興論」、「観光経営

論」、「コミュニテイ・ビジネス」、「地域マーケ

ティング」、「地域産業論」、「地域経営論」、「地

域経済論」等の講義科目において積極的に議論

を展開している。 

・持続可能な経営の在り方を考えてゆく上での

様々な課題について具体的な問題解決能力を

培うために、ゼミを中心とした活発な活動を行

っている。 

  具体例； 智頭の森ブランディングプロジェ

クト活動、ドイツ自動車産業視察、愛知県自動

車産業視察、上海中国企業視察、台湾大学との

国際経営合同ゼミナール、経営学合同ゼミ合宿

（優秀賞受賞）、集落活性化事業への参加（鳥取

県伯耆町）、地域産業視察（姫路市、大山町） 
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を深める教育を行います。 

さらに、企業や社会を取り巻

く状況の変化や経営学の発

展に対応し続けるため、上記

の内容を含め教育課程及び

教育内容の改善に向けた不

断の取組を行います。 
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【大学院環境経営研究科の

目的】 

「人と社会と自然との共

生」に基づく持続可能な社会

の実現のため、経営の視点を

持った環境学、環境を意識し

た経営学が求められていま

す。 

このため、学士課程での環

境、経営に関する基礎的知識

をもとに、より専門性の高い

知識、思考力、実践力の獲得

を可能とするような教育・研

究環境を提供します。この研

究科に設けられた「環境学専

攻」と「経営学専攻」は、相

互に他専攻の研究内容にも

より深く触れ、「人と社会と

自然との共生」、「持続可能な

社会」の構築に向けた、実現

可能な提案や、その提案に基

づいた実践的研究ができる

人材を育成します。 

まず、本研究科の特色であ

る環境経営科目群において、

環境問題に経営的視点から

アプローチできるような理

論的、実践的知識を学びま

す。その上で環境学専攻で

は、持続可能な社会の構築に

向けて貢献でき、高度な専門

性を持った職業人の育成に

【大学院環境経営研究科の

目的】  

○ 大学院経営環境研究科

の全ての教員が一体とな

って、学士課程での環境、

経営に関する基礎的知識

をもとに、より専門性の高

い知識、思考力、実践力の

獲得を可能とするような

教育・研究環境を提供しま

す。この研究科に設けられ

た「環境学専攻」と「経営

学専攻」は、相互に他専攻

の研究内容にもより深く

触れ、「人と社会と自然と

の共生」、「持続可能な社

会」の構築に向けた、実現

可能な提案や、その提案に

基づいた実践的研究がで

きる人材の育成に取り組

みます。（No.5） 

・環境学専攻で１年生５名、２年生３名（内１名

は９月修了）、経営学専攻で２年１名が在籍し、

学部教育を基礎に、より高度な教育を通して

の、それぞれの専門分野からの「人と社会と自

然との共生」、「持続可能な社会の構築」に必

要な能力の育成に努めました。 

・環境分野と経営分野が両立する「環境経営科

目群」については２科目（４単位）以上を必

修とし、両分野の知識を踏まえた提案や実践

力を育てる努力を行いました。 

・教員が授業の改善を効果的に行えるよう、学

生からの授業評価が得られ、それに対応する

改善策を教員が示し専攻長がチェックしア

ドバイスを行うシステムをつくりました。 

 

3 
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取り組みます。 

経営学専攻では、経営学の

基幹的な知識と分析力や仮

説構築力を身に付けた上で、

地域課題に正面から取り組

むための理論的、実践的知識

及び情報基盤の戦略的活用

に求められる知識を身に付

けた職業人の育成に取り組

みます。 

①教育方針  

ア 学位授与方針（ディプ

ロマ・ポリシー）に基づい

た教育の実施 

大学、各学部及び大学院が

定める学位授与方針（ディプ

ロマ・ポリシー）に基づき、

教育到達目標を目指した教

育と評価により、社会に対し

て本学を卒業（修了）する学

生の質を保証します。授業の

成績評価項目・基準は、あら

かじめシラバス（授業計画） 

に明示します。成績評価は、

シラバスに示した成績項目

及び評価基準に基づき厳正

に評価します。キャップ制を

導入し、過度な履修や安易な

履修を避けるために学期ご

とに履修できる授業の数の

上限を設定します。 

各学期終了後保護者に対

①教育方針  

ア 学位授与方針（ディプロ

マ・ポリシー）に基づいた

教育の実施 

○ 各学部及び研究科が定

める学位授与方針（ディプ

ロマ・ポリシー）に合致す

る到達目標及び成績評価

方法を設定し教育を行い

ます。なお、教育内容につ

いては、ディプロマ・ポリ

シーに照らし随時点検を

行い、必要な場合はその改

訂を行います。（No.6） 

・新カリキュラムを含め各学部のディプロマ・ポ

リシーに従い、学位を授与するための教育内容

の検討を随時行っています。 

3 

    

○ 各授業の成績評価方法

は、引き続きシラバス（授

業計画）に明示し、成績を

厳正・公正に評価します。

（No.7） 

・各授業の成績評価項目・基準は、あらかじめシ

ラバス（授業計画）に明示し、学生に配付する

とともに、学外ホームページに掲載していま

す。 

・新カリキュラム（16カリキュラム）の運用に伴

い、平成 29 年度にシラバスの様式を一部変更

し、「先修科目」と「他学部履修」の項目追加を

行いました。この変更により、科目階層の意識

4 
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して成績を通知するととも

に、学修意欲が少ないと判断

される学生には、教員、事務

局及び保護者が連携して早

期解決に取り組みます。 

学生の成績及び授業アン

ケートにより、教育の成果を

明確にすることに努め、より

高水準の知識習得に向けて、

教育内容や指導方法を改善

します。また、ＦＤ（ファカ

ルティ・ディベロップメン

ト：授業内容・方法を向上さ

せるための取組）等を通して

授業の実施方法や評価方法

の研鑽を行い、大学としての

評価の統一化を図ります。 

づけがなされるとともに、他学部履修の手続き

が明確になりました。 

・シラバスに記載する成績評価項目に従い各教員

が採点を行います。引き続き、適正に評価する

ための手法の検討と、シラバスへの標記方法に

ついて検討を進めます。 

・卒業要件に対し自己の履修状況を正しく把握す

ることができるように、平成 29 年度に作成し

た「成績通知書の見方」をガイダンス等で配布

し、また、成績通知書とともに学生及びその保

証人へ配付しました。 

・成績通知書の配付、履修指導等は、前期及び後

期のガイダンスで実施し、その他、チューター・

ミーティング等でも説明と指導を行いました。 

○ 各学期終了後、個人情報

の適正な管理に配慮の上、

引き続き保護者に対して

も成績を通知します。

（No.8） 

・前年度に引き続き、個人情報の適正な管理に配

慮の上、前期（９月)、後期（翌年度４月）の２

回、成績通知書を保証人に送付しました。 3 

    

○ 欠席状況や成績状況を

基に学習意欲が少ないと

判断される学生には、引き

続き教員、事務局及び保護

者が連携して、履修指導、

生活指導を行います。

（No.9） 

・進級要件が適用される 16 カリキュラムの 1・2

年生に対し、前期単位修得状況により、9月に

「進級不可予告（5名)」、「警告（16名）」、「注

意（19名）」の計 40名について文書で通知しま

した。 

・注意喚起を通知した学生には、自分の将来につ

いて十分検討し、保証人とよく話し合ったうえ

で「修学状況調査票」を記入し、チューター面

談を受けて今後の修業意思を確認するよう指

導しました。また、作成した「修学状況調査票」

は学務課に提出させるようにしました。 

・１年生については、前期・後期について必修科

目から２科目を選択して、２年生については、

4 
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前期について必修科目のうち、１科目を選択し

て、講義４回終了時に３回以上欠席している学

生を対象に、チューターと学務課がフォロー面

談（〔前期〕８人、〔後期 15 人〕）を実施しまし

た。（平成 29 年度〔前期〕８人、〔後期〕15人） 

・１年生のフォロー対象者は、前期０人、後期 11

人で平成 29 年度と比較して、変化はありませ

んでした。（平成 28 年度〔前期〕０人、〔後期〕

11 人） 

今後も引き続き学生フォローを続けていきま

す。 

○ 引き続き科目毎の学生

成績情報や授業評価アン

ケート結果等を活用し、授

業の改善につなげるとと

もに、FD（ファカルティ・

ディベロップメント＝授

業内容・方法を向上させる

ための取組）研修等を通じ

て授業の実施方法や評価

方法を高めます。（No.10） 

・授業評価アンケートを、平成 30 年度も前期・

後期とも期末（15 回目）においてそれぞれ実施

しました。結果は各教員へフィードバックし、

教育方法向上のための参考としました。 

・平成 30 年度は、内部質保証システムの構築に

関して（外部講師を招聘）、プロジェクト研究や

授業支援システムの活用に関して FD を実施し

ました。FD及びＳＤ研修会を実施したほか、学

内 FD 推進委員を担う教員あるいは職員が、学

外研修会等に積極的に参加しました。 

3 

    



24 

 

イ 教育課程の編成・実施方

針（カリキュラム・ポリシ

ー）の明確化 

教育目標を実現するため

に、授業科目を系統的に編成

します。効果的な授業を実施

する方針を明確にし、専門知

識の修得とともに幅広い教

養を身に付け、社会に対応で

きる能力の養成を図ります。 

定期的に学生の状況や授

業アンケートや社会的要請

を踏まえて教育課程の点検

を行い、必要な改訂を行いま

す。 

学生に有意義となる科目

等については、現在行ってい

る他大学との単位互換制度

の更なる充実を図ります。  

イ 教育課程の編成・実施方
針（カリキュラム・ポリシ
ー）の明確化 

○ 各学部のカリキュラム・

ポリシーに基づいて、引き

続き教育課程を編成し、学

生の専門知識の修得とと

もに幅広い教養を身に付

け、社会に対応できる能力

の養成を図ります。なお、

教育課程については、学生

の状況や授業アンケート

あるいは社会的要請を踏

まえて随時点検を行い、必

要な場合はその改訂を行

います。（No.11） 

・各学部のカリキュラム・ポリシーに基づいた検

討を行い、新たな科目を設定してカリキュラム

の補強を行ったり、授業の開講年次、学期を再

調整したりするなど、カリキュラムを最適化に

努めました。また、学期末には授業評価アンケ

ートを実施し、教員の授業改善に役立てていま

す。 

3 

  

○ 学部毎に定めたカリキ

ュラム・ポリシーに基づい

て編成された授業科目に

ついて、各学部の専門科目

を他学部の人間形成教育

科目として数科目（平成27

年度に定めたカリキュラ

ム改革である公立鳥取環

境大学版リベラルアーツ

科目として）を開講し、さ

らに充実した教育を展開

します。（No.12） 

 

・学部ごとに定められているカリキュラム・ポリ

シーについては、学生に配布するキャンパスガ

イドに記載するとともに、ホームページで広く

周知しています。 

・平成 28年度から新カリキュラム（16カリキュ

ラム）の運用を開始し、各学部の専門科目を他

学部の人間形成科目として履修できるように

しました（環境学部：経営学入門、現代経済学

入門、統計学入門、国際関係入門、経済史、経

営学部：自然環境保全概論、循環型社会形成概

論、人間環境概論、環境と倫理、環境と文明）。 

・新カリキュラムの編成にあたっては、教育的効

果を考慮して、旧カリキュラムから一部の同等

科目の配当年次や開講時期の変更を行いまし

た（旧カリキュラムのうち科目が読替えになる

ものは、開講時期の変更等を行いました）。 

4 
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○ 引き続き指導教員（チュ

ーター）が個々の学生の履

修相談に応じ、支援しま

す。（No.13） 

・平成 30年度も引き続き指導教員（チューター）

が個々の学生相談に応じ支援しました。 
3 

    

○ 教育目標の達成について

は、成績調査や授業評価ア

ンケート等により引き続き

毎学期検証を行います。平

成 29 年度に実施した授業

評価アンケート結果等を参

考に、授業方法の改善を行

います。授業評価アンケー

トの内容や運用方法につい

ては、必要に応じて見直し

を行い、教育方法の向上に

役立てます。（No.14）  

・授業評価アンケートを、平成 30 年度も前期・

後期とも期末（15 回目）においてそれぞれ実施

しました（1科目に対し複数クラスがあるもの

は 1科目として計上、前期 168 科目、後期 163

科目のアンケート回収）。結果は各教員へフィ

ードバックし、教育方法向上のための参考とし

ました。 

 

 

  

3 

    

○ 単位互換制度について、

COC+事業及び鳥取県４大

学間単位互換協定をはじ

めとする大学間連携事業

を通じて、他大学との単位

互換を引き続き推進しま

す。（No.15） 

・環境教育における４大学連携をはじめとする大

学間連携事業を通じて、他大学との単位互換を

推進しました。 

【４大学連携事業（「大学学部教育における『環境

教育』共通カリキュラム開発のための戦略的大

学連携事業」）】 

＜共同フィールドワーク＞（単位認定：人間環

境大学(他大学)、本学学生は本学で「特別演習」

科目にて単位認定） 

前期集中： 

・「鳥取砂丘と浦富海岸（本学実施）」 

（本学単位修得者５名、他大学単位修得者

21 名） 

・「京都大学公開森林実習」（人間環境大学） 

（本学履修希望者 17 名、西日本豪雨による

演習林被害のため実習中止） 
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【鳥取県内４大学単位互換制度】 

本学提供科目数及び他大学受講希望者： 

（前期）提供科目２科目、受講者なし 

（後期）提供科目 14 科目、受講者なし 

他大学提供科目数及び本学受講希望者： 

＜鳥取大学＞ 

（前期）提供科目計13科目、本学受講者な 

    し 

（後期）提供科目11科目、本学受講者３名 

（２科目） 

＜鳥取短期大学＞ 

前期・後期とも提供科目なし（本学履修登録

期間に案内なし） 

＜鳥取看護大学＞ 

前期・後期とも提供科目なし 

【放送大学】 

第１期（前期） 単位修得者なし（履修者１名） 

第２期（後期） 履修者なし 

○ 平成 31 年度に実施され

る新教職課程の対応に向

け、平成 29 年度中に教職

課程科目を見直し、新課程

認定の申請を行いました。

本年度は、文部科学大臣の

認定を受けるとともに、学

内諸規程の改訂手続き他、

新教職課程の開始に向け

た 準 備 を 進 め ま す 。

（No.16） 

・平成 29 年度中に文部科学省に認可申請を行っ

た新教職課程について、課程認定委員会の審査

を経て、平成 31年 1月 25 日付文部科学大臣認

定を受けました。 

・新教職課程のカリキュラムに対応する学内諸規

程への改訂手続きを行い、平成 31 年４月より

教職課程を開始する準備を整えました。 
3 

    

 ○ 引き続き教職を目指す

学生に適切な教育を行い、

教育実習時期・受入校を検

・「環境教育の専門」の理科教員を養成するため、

学部専門科目と連携してより高い専門知識の

修得を図りました。 
4 
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討し依頼します。（No.17） ・教育職員免許法に基づく「教職に関する科目」

を適切に実施し、教員として必要な知識や技能

を養成しました。 

・介護等体験など学校等で実習を行う際には事前

ガイダンスや事後学習会を実施し、教員として

必要な資質の向上を図りました。 

・教育実習の履修にあたっては、定期的な個別面

談で各学生の教員としての基本的姿勢を確認

するとともに、「教育実習事前事後指導」や「教

職実践演習（中・高）」により、学校現場での実

践的な指導力を養成しました。  

・教育実習の実施時期や受入先については、中学

校及び高等学校の状況を確認したうえで適宜

依頼を行い、平成 31 年度教育実習先として、

鳥取県内中学校９校、高等学校１校、計 10 校

10 名の受入内諾をいただきました。 

・教員採用模試の受験促進のため、受験料の一部

助成を導入しました。 

ウ 入学者受入方針（アドミ

ッション・ポリシー）に基

づいた入学者選抜 

入学者受入方針（アドミッ

ション・ポリシー）を本学の

教育目的や教育内容に基づ

いて定め、本学が求める人物

像や大学入学までに学んで

欲しい科目を明確に示しま

す。この入学者受入方針（ア

ドミッション・ポリシー）に

基づき、多様な入試を実施

し、入学者の選抜を行いま

す。 

ウ 入学者受入方針（アドミ

ッション・ポリシー）に基

づいた入学者選抜 

○ アドミッション・ポリシ

ーに基づき、入学者の選抜

にあたっては、平成 30 年

度入試と同様に一般入試

と特別入試（AO、推薦）を

引き続き実施します。推薦

入試については、専門高校

枠・地域枠のあり方につい

て検討します。また、私費

外国人留学生入試、社会人

特別入試も引き続き実施

・入学者受入方針（アドミッションポリシー）を

定め学生募集要項等に記載するとともにホー

ムページで広く周知しています。 

・平成 31 年度入試は前年と同様の入試方法でア

ドミッションポリシーに基づいた入学試験を

実施しました。 

・ＡＯ入試の志願倍率は 7.0 倍（+0.4 ポイント）

と増加し、推薦入試は 1.9 倍（昨年と同率）と

倍率を維持しました。一般入試は、経営学部の

隔年現象の影響はありましたが、環境学部の倍

率が改善し一般入試全体で 7.7 倍（-0.2 ポイ

ント）と微減でした。平成 31 年度入試全体で

は 6.0 倍（-0.2 ポイント）となりましたが、5

倍以上の倍率を維持しました。 
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高大接続改革の進展に合

わせ、必要な入学者受入方針

（アドミッション・ポリシ

ー）の改定を行うとともに、

入学者の選抜方法について

は、筆記試験結果を指標とし

て選抜する一般入試と、志願

者の学修意欲等を含めた学

力を総合的に評価する特別

入試に区分し、それぞれに適

切な定員を配分します。留学

生及び社会人については、別

途留学生入試や社会人入試

を実施することとし、学修意

欲の高い学生の確保に努め

ます。 

選抜方法の詳細について

は、入学者の追跡調査、志願

者動向、高校教員・保護者・

地域等の要望及び意見を参

考にしながら検討します。 

します。（No.18）  ・地域枠について検討を行い、県内限定の共通テ

ストを利用する推薦入試を 2021 年度から実施

することとしました。 

・私費外国人留学生入試の志願者は 21 名で、志

願者の数が安定してきました。 

・鳥取県内志願者は、両学部とも減少しました。

また、推薦入試の地域枠について、環境学部は

志願者数が少なかったため、合格基準に達する

受験生がおらず充足しませんでした。一方、経

営学部は県内志願者数が微減となったものの、

合格者は地域枠の定員を充足しました。 

○ 平成３２年度から始ま

る新入試について、入学者

受入方針（アドミッショ

ン・ポリシー）の改定を検

討するとともに、選抜方法

の詳細については、入学者

の追跡調査、志願者動向、

高校教員・保護者・地域等

の要望及び新たな意見を

参考にしながら検討しま

す。（No.19） 

 

・平成 32 年度から始まる新入試については、志

願者動向、高校教員・保護者・地域等の要望

等を参考にしながら専門部会で検討し、地域

枠について、県内限定の共通テストを利用する

推薦入試を 2021 年度から実施する概要をまと

め２月に公表しました。 

 詳細については引き続き検討し、決定次第公表

します。 4 
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②教育内容 

ア 学部教育 

環境学と経営学の基礎を

幅広く理解し、問題解決能力

を涵養する「公立鳥取環境大

学版リベラルアーツ」の理念

を実現するため、指定された

他学部の学部基礎科目を人

間形成教育センター科目と

して受講できるようにしま

す。 

平成２７年９月に文部科

学省から「地（知）の拠点大

学（ＣＯＣ事業）に認定され

たことを踏まえ、これまで以

上に地域連携を進めるとと

もに、「鳥取学」等の地域志

向科目の充実を図り、地域に

愛着を持ち、発展に寄与する

地域志向の人材育成に取り

組んでいきます。 

１，２年生の必修科目であ

る英語の授業については、国

際化に対応した語学力やコ

ミュニケーション能力を養

うことができるよう、授業形

態等の改善を検討します。 

英語教育の充実について

は、中期目標期間内に CEFR

②教育内容 

ア 学部教育 

○ 環境学と経営学の基礎

を幅広く理解し、問題解決

能力を涵養する「公立鳥取

環境大学版リベラルアー

ツ」の理念を実現するた

め、引き続き、他学部専門

科目の履修、及び人間形成

科目として認められてい

る他学部科目の履修を可

能とする教育課程を配置

します。（No.20） 
 
 
 
 
  

・環境学部生には経営学部の「経営学入門」、「現

代経済学入門」をはじめとした５科目を、経営

学部生には環境学部の「自然環境保全概論」、

「循環型社会形成概論」をはじめとした６科目

を人間形成科目として設定し、「公立鳥取環境

大学版リベラルアーツ」の理念を実現していま

す。 

4 

    

○ 英語教育については、引

き続きコミュニケーショ

ン に 重 点 を 置 い た

「Intensive English１～

８」により、実践的な英語

力を養成するとともに、学

習意欲や能力等を踏まえ

たクラス編成を検討しま

す。（No.21）  

・１年次の「Intensive English １～４(16)」で

は、英語による表現力や論理的思考力を養うと

ともにコミュニケーション能力などを集中的

に養成しました。更に、２年次の「Intensive 

English ５～８(16)」では、英語によるディス

カッションやディベートを行う能力など、より

高度で実践的な英語力を養成しました。 

・大学内に英語村を設け、学生の実践的な英語力

の更なる向上、外国人とのコミュニケーション

能力や異文化に対する理解力の養成に努めて

います。 
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の B1 レベル以上のスコアを

持つ学生を年間 30 人以上出

すことを目指し、合格者の段

階的な増加を図ります。 

【数値指標の年次的目標等】 

・学生の英語能力 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

※ＣＥＦＲにおけるＢ１レ

ベル：ＴＯＥＩＣ６００点

相当、ＴＯＥＦＬ５０点相

当又は英検２級相当。 

 

 

○ 英語の授業以外にも

TOEIC等の資格取得につい

て、外部専門学校等と連携

し講座を開催し、CEFRにお

けるB１レベル以上の者を

中期計画期間内に年間３

０人以上を達成すること

を目指します。（No.22） 

・平成 30 年度は、外部専門学校と連携し、TOEIC

対策講座を開講しました。 

【CEFR における B1レベル以上】 

・TOEIC 600 点以上 730 点未満 ７名 

・TOEIC 730 点以上 ３名 

・英検準１級 ２名 

 

（参考） 

「Intensive English」のプレイスメントテス

ト（クラス分けテスト）（主に 1～2年生）等で

利用している VELC テストには、当該成績とは

別に"TOEIC 相当"指標があり、2019 年 1 月 31

日実施分でTOEICの550点以上に相当する学生

は 30名。 

 

2 

    

中期計画期間内に、ＴＯＥ

ＩＣ、ＴＯＥＦＬ、英検等

の英語検定試験において、

ＣＥＦＲ（様々な外国語検

定試験の評価結果を達成

度別にランク分けする国

際標準規格。）におけるＢ

１レベル（※）以上の者を、

年間３０人以上達成する

ことを目指します。 
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イ 大学院教育 

主として自然科学を軸と

する「環境学専攻」と、社会

科学に軸をおく「経営学専

攻」、そして、両専攻分野を

横断した融合的科目として

「環境経営科目群」を設置

し、より専門性の高い知識、

思考力、実践力の獲得を目指

すとともに、実現可能な提案

や、その提案に基づいた実践

的行動ができる高度専門職

業人の育成を進めていきま

す。 

イ 大学院教育 

○ 「環境学専攻」、「経営学

専攻」及び両専攻分野を横

断した融合的科目である

「環境経営科目群」を設置

し、より専門性の高い知

識、思考力、実践力の獲得

を目指すとともに、実現可

能な提案や、その提案に基

づいた実践的行動ができ

る高度専門職業人の育成

に取り組みます。（No.23） 

・平成 30 年度は、新規科目として「環境学専攻」

は２科目、「経営学専攻」は３科目を追加しまし

た。 

新規科目の担当教員及び退職した教員の後任

について、「環境学専攻」は５名、「経営学専攻」

は７名の教員資格審査を行い、開講計画通りカ

リキュラムを実施することが出来ました。 

・平成 30 年度から、１年次に実施する中間発表

会を専攻別に開催するなどして、より専門性を

高めるような指導に努めました。 

・授業のシラバスを改善し、学生が各々の授業の

到達目標を理解できるような様式をつくり運

用しました。 

3 

  

 入学前教育 

ＡＯ入試及び推薦入試の

合格者に対して、入学後の学

修が円滑に進めることがで

きるよう、入学までの期間に

取り組むべき課題を課す入

学前教育を行います。 

ウ 入学前教育 
〇 ＡＯ入試及び推薦入試

の合格者に対して、学部ご

とに必要な学力を入学ま

でに身に付けることを目

的として、数学等の入学前

教 育 を 実 施 し ま す 。

（No.24） 

ＡＯ入試及び推薦入試の合格者に対して、入学

前教育を実施しました。 

実施科目 

環境学部：英語、数学、物理 

経営学部：国語、数学 
3 

  

エ リメディアル教育（基礎

学力を補うために行われる

教育） 

入学前に十分な教育時間

を受けていない科目がある

学生や、特定の科目について

基礎学力が不足している学

生については、大学の専門教

育を受ける前提となる基礎

学力を補うリメディアル教

エ リメディアル教育（基礎
学力を補うために行われる
教育） 
○ 平成 29 年度、環境学部

は数学、物理の２科目、経

営学部は数学について、リ

メディアル教育を実施し

ましたが、平成 30 年度は、

人間形成教育センターで

英語のリメディアル教育

を試験的に実施する他、さ

・リメディアル教育の実施内容については各組織

において検討しました。 

・環境学部は希望者を対象とし、数学（前期 33 名、

後期 27 名）、物理（前期 53 名、後期 20名）が

学外講師による授業を受講しました（人数は１

回以上参加した学生数）。 

・経営学部は入学直後に数学の試験を実施し、学

部が設定する基準を満たしていない学生 57 名

が学外講師による授業を受講しました（人数は

１回以上参加した学生数）。 

4 
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育を行います。 

 

らに各学部に必要な基礎

学力の内容について検討

し、リメディアル教育の内

容を改善します。（No.25） 

・平成 30 年度から入学直後に実施する英語のク

ラス分け試験の結果を踏まえ、新たに人間形成

教育センターの専任教員が英語リメディアル

教育を試験的に実施し、前期開始時に対象者 40

名でスタートし、前期 31 名、後期に７名が受

講しました（人数は１回以上参加した学生数）。 
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大項目 Ⅰ 大学の教育等の質の向上       

小項目 １ 教育 

（２）教育の実施体制 

      

            

中期目標 ① 人事制度は教育・研究活動を効果的かつ効率的に推進することを旨に運用し、常に優秀な人材を確保・活用して教育の

質的向上を図る。 

② 教員の意欲を向上させ、教育・研究活動の活性化が図られるよう、教員評価制度及び任期制を運用するとともに、ＦＤ

（ファカルティ・ディベロップメント。授業内容・方法を向上させるための取組）等の教員の資質向上を図るための取組

を充実させる。さらに、優れた教育実績・研究実績を正当に評価するように教員評価制度を運用する。 

            

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

（２）教員評価制度・任用制

の適切な実施 

教員の適正な配置や教員評

価制度を実施するとともに、

教員の質的向上を図るための

ＦＤ（ファカルティ・ディベ

ロップメント：教員が授業内

容・方法を向上させるための

組織的な取組）及びＳＤ（ス

タッフ・ディベロップメント。

大学教職員を対象とした管理

運営や教育・研究支援等を含

めた資質向上のための組織的

な取組）を充実します。 

①教員の適正な配置等 

大学専任教員数、教授数を

それぞれの学部、人間形成教

育センター及び大学院に適正

に配置するとともに、特に力

を入れる分野には、重点的な

（２）教員評価制度・任用制

の適切な実施のための措置 

①教員の適正な配置等 

○ 文部科学省に提出した

計画に基づく教員配置に

加え、公立鳥取環境大学版

リベラルアーツの推進に

必要な教育・研究体制を整

備するため、適切な教員配

置を行います。（No.26） 
 

・教員は環境学部、経営学部及び人間形成教育セ

ンターに大学設置基準に基づき適正に配置し

ています。 

・教員の採用については、「公立大学法人公立鳥

取環境大学教員採用及び昇任の手続きに関す

る規程」に基づき公正、公平かつ厳格に実行し

ています。 

・平成 30 年度は退職者の後任９名の教員を配置

しました。 

3 
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教員配置も検討します。  

また、年齢構成や専任教員

と非常勤教員の比率にも配慮

しつつ、主要科目については

専任教員が担当します。 

 教員の採用は公募を原則と

し、一般社会からも広く応募

を受け付け、採用にあたって

は教育業績、研究業績、その

他活動及び人物について厳正

に審査し採用を決定するな

ど、常に優秀な人材を確保・

活用し、教育の質的向上を図

ります。 

新規採用時に任期制を導入

し、任期期間中の評価結果等

により更新の判断を行いま

す。 
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②教員評価制度 

教員評価制度は、教育、研

究、社会貢献、大学運営等か

ら多面的かつ厳正に評価を実

施するとともに、定期的にＦ

Ｄを開催します。教員は、年

度当初に評価項目に応じて目

標と計画を立て、その目標に

向かって取り組みます。学長、

学部長等の評価者は、各教員

の目標達成度、活動実績等に

より評価を実施します。 

なお、評価項目、評価方法

等については、大学の教育・

研究等の目標に沿って適宜見

直しを行うとともに、評価制

度の信頼度が高まった段階

で、その結果を研究費の優先

配分等の優遇制度、昇任や給

与等の処遇に活用します。 

②教員評価制度 
○ 教員は年度当初に教育・

研究・社会貢献等の分野ご

とに目標を定め、その目標

に向かって努力していく

教員評価制度を引き続き

実施します。また、任期満

了を迎える教員について

は、適正な審査の上、任期

の 更 新 を 行 い ま す 。

（No.27） 

・平成 30 年度についても、教員評価を実施しま

した。 

・教員の任期更新に係る判断基準や手続きにつ

いて周知を図るとともに、制度に沿って平成

30 年度末に任期の終期を迎える教員の再任審

査を行いました。 

3 
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大項目 Ⅰ 大学の教育等の質の向上       

小項目 １ 教育 

（３）教育の質の改善及び向上 

      

 
          

中期目標 ① 教育課程、学部構成について絶えず点検を行うとともに、学生による授業評価制度などの活用により、カリキュラム・ポ

リシーに合致した授業内容となっているかどうかの見直しや、時代の変化に適合した見直しを行い、継続的に教育内容の

質的向上に取り組む。 

② 教育・研究活動の進展及び社会の要請等に対応していくため、教育・研究組織の必要に応じた適切な見直しを行う。 

③ 学修効果を高め、学生の理解度を深めるための継続的な教育方法の改善に取り組むとともに、専門科目の少人数化など

丁寧な教育環境の実現に努める。 

④ 地域の優れたノウハウや地域資源を教育に活かす仕組みを構築するとともに、フィールドワーク等を含む実践的な教育

の質の向上を図る。 

  

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

（３）教育の質の改善及び向

上に関する目標達成のた

めの計画 

①教育内容の質の点検 

半期ごとに学生の授業ア

ンケートを実施し、教育の質

の点検を行います。また、高

校訪問や高校教員説明会等

で集めた要望・意見、地元経

済界からの要望等を参考に

しながら、時代に適合した魅

力ある学部や教育課程につ

いて検討・見直しを行いま

す。 

②授業改善の取組  

授業アンケートを実施し、

学生の理解度を深めるため

（３）教育の質の改善及び向
上に関する目標を達成す
るための措置 

①教育内容の質の点検 

○ 教員は授業評価アンケ

ート結果に対し、「授業の

反省と改善」に関するレ

ポートを FD委員会に提出

し、より一層の改善に取

り 組 ん で い き ま す 。

（No.28） 
 

・教員の授業評価アンケートを、前期末（15回目）

に実施し（１科目に対し複数クラスがあるもの

は１科目として計上、168 科目のアンケート回

収）、結果を教員にフィードバックしました。各

教員は授業評価アンケートを実施した科目に

ついて、「授業の反省と改善」レポートをＦＤ推

進委員長宛てに提出し、改善の取り組みを進め

ました。 

・後期も学期末（15回目）に実施（１科目に対し

複数クラスがあるものは 1 科目として計上、

163 科目のアンケート回収）しました。今後、

同様の対応を行う予定です。 

・授業評価アンケートの結果を受け、各教員が自

己分析を行い教育の改善方法を検討していま

す。授業に対する学生の意見に対して、個々の

教員が内容を検討し、様々な工夫を行うように

なりました。 

3 
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の教育方法の更なる改善に

取り組みます。授業アンケー

ト結果は、客観性、信頼性を

確保するため、大学ホームペ

ージに公開します。また、他

大学の事例等も研究を重ね、

ＦＤ等で更なる授業改善に

取り組みます。 

・学生の満足度の向上のため、１週間前に学内

Web に講義テキストを公開し、事前に学生に提

示することで学習意欲を高める取り組みも行

いました。 

○ 認証評価制度に関する

省令の改正（平成 30 年４

月改正予定）に伴い、第三

期認証評価において大学

における教育研究活動等

の見直しを継続的に行う

仕組み（内部質保証の機

能）に関して重視されるこ

とから、内部質保証を推進

していく責任体制及び組

織体制の構築に向けた検

討を行います。 

（No. 29） 
 
 

・内部質保証を推進するため、特命学長補佐を任

命するとともに、内部質保証推進会議を設置し

ました。今後、全学的な内部質保証は、学長の

責任の下、内部質保証推進会議が主体となって

推進します。 

また、内部質保証推進会議が各部局の PDCA サ

イクルのマネジメントを行います。 

なお、教育の質保証に関する専門的な事項に関

する調査、研究を行う組織として教育質保証推

進ユニットを併せて設置し、組織体制を構築し

ました。 

 

4 
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②授業改善の取組 

○ 教員は授業評価アンケ

ート結果に対し、「授業の

反省と改善」に関するレポ

ートを FD 委員会に提出

し、より改善に取り組んで

いきます。（再掲 No.28） 
 

・教員の授業評価アンケートを、前期末（15回目）

に実施し（1科目に対し複数クラスがあるもの

は 1科目として計上、168 科目のアンケート回

収）、結果を教員にフィードバックしました。各

教員は授業評価アンケートを実施した科目に

ついて、「授業の反省と改善」レポートをＦＤ推

進委員長宛てに提出し、改善の取り組みを進め

ました。 

・後期も学期末（15回目）に実施（１科目に対し

複数クラスがあるものは１科目として計上、

163 科目のアンケート回収）しました。今後、

同様の対応を行う予定です。 

・授業アンケートの結果を受け、各教員が自己分

析を行い教育の改善方法を検討しています。授

業に対する学生の意見に対して、個々の教員が

内容を検討し、様々な工夫を行うようになりま

した。 

・学生の満足度の向上のため、１週間前に学内

Web に講義テキストを公開し、事前に学生に提

示することで学習意欲を高める取り組みも行

いました。 

 

 

3 
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○ 本学主催の FD 研修会を

複数回開催する他、他大

学、機関が実施する研修会

への参加やワークショッ

プ等を通じて教員間の連

携を深め、大学全体として

授業改善に取組んでいき

ます。（No.30） 

・教員を対象に、学外から講師を招致して「内部

質保証等を重視した評価－３つのポリシーに

基づく教学マネジメントシステムの構築に向

けて－」の FD研修会を 11 月に実施したほか、

本学の教職員が講師となり、プロジェクト研

究、授業支援システムの活用に関する FD を複

数回開催するなど教育の質向上に努めました。

また、公立大学協会が実施する「教育改革分科

会」等に代表の教員が参加するなどして、授業

改善に取り組みました。 

3 

    

地域の企業や関係団体との

連携 

企業、各種団体等との関係

を深め、また、地域で活躍す

る人々の情報を集め、地域の

企業、各種団体、地元の人々

を講師として招くなど優れ

たノウハウを教育に活かし

ます。 

③地域の企業や関係団体と

の連携 

○ 「キャリアデザインＢ」

「鳥取学」等の科目におい

て、地域の企業、各種団体、

地元の方々を講師として

招きます。（No.31） 

・「キャリアデザインＢ(16)／Ⅱ(12)」では外部

講師５コマを地元の企業等から招聘しました。 

 5 月 11 日 大江ノ郷自然牧場（サービス） 

 5 月 18 日 株式会社山陰合同銀行（金融） 

 6 月 8 日 島根県邑南町役場（公務） 

6 月 22 日 中国電力株式会社（エネルギー） 

 7 月 6 日 株式会社 SC鳥取（ﾍﾞﾝﾁｬｰ起業） 

・「鳥取学(16 カリ)／鳥取学Ⅱ(12 カリ)」では  

本学の専任教員と非常勤講師の計 6名が講義 

を行いました。そのうち、鳥取県知事による特

別講義では、受講した学生たちは、地域の魅力

や課題について知見を広めました。 

4 

    

④実践的な教育の展開 

鳥取をフィールドとして

積極的に活用した演習や、卒

業研究のテーマとして地元

を取り上げるなど、身近でか

つ実社会と繋がる実践的な

教育を展開します。 

④実践的な教育の展開 

○ １・２年次開講科目であ

る「プロジェクト研究１～

４」で、地域における具体

的な課題などをテーマと

した PBL（Project Based 
Learning）に、フィールド

・平成 28年度より、COC 事業「麒麟の知（地）」

による学生教育プログラムとして鳥取県東部

の課題とその解決策をテーマとし、プロジェク

ト研究（１，２年次配当）の一部を「麒麟プロ

ジェクト研究」として設定し、プロジェクト研

究１・３（前期）は各々9テーマ（合同実施あ

り）で受講者１，２年生 618 名、プロジェクト

4 
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 ワークの要素も加え演習

を行います。また、「環境

学フィールド演習」を開講

し環境についての幅広い

専門知識の全体像を、体験

を通じて理解したうえで、

各学部の専門を踏まえ「環

境学ゼミ・演習１、環境学

ゼミ・演習２（環境学部）」

「専門演習１、専門演習２

（経営学部）」を行います。

（No.32） 
 

研究２・４（後期）も 9テーマ（合同実施あり）

１，２年生 617 名で実施しました。 

・前期に「環境学フィールド演習」（１年次配当）

を開講し、受講者は 148 名でした。 

・各学部の専門を踏まえ、３年次配当科目「環境

学ゼミ・演習 1、環境学ゼミ・演習 2（環境学

部）」「専門演習 1、専門演習 2（経営学部）」を

開講しました。 

 ○ 地域の企業や各種団体

等の協力のもと、長期のイ

ンターンシップを正規科

目として実施します。ま

た、鳥取県インターンシッ

プ推進協議会が行うとっ

とりインターンシップ（地

域協働型インターンシッ

プ）を引き続き県内企業、

県内高等教育機関が協力

して実施し、これも正規科

目として単位認定の対象

とします。（No.33） 

・環境学部、経営学部共に「インターンシップ」

（配当年次３・単位数２）を選択科目として設

けました。平成 30 年度に長期のインターンシ

ップに参加をした学生は 3名で、いずれも 2週

間以上の実習に参加しましたが、当該科目の履

修（単位申請）はありませんでした。 

・人間形成科目に「基礎インターンシップ」（選択

科目・配当年次１・単位数１）を設け、とっと

りインターンシップに参加した学生が単位を

取得できるようにしました。平成 30 年度のと

っとりインターンシップの参加学生数は、夏季

休暇中は 42 名（平成 29年度は 54名）、春季休

暇中は 13 名（平成 29 年度は 20 名）でした。

うち、3年生 8名、2年生 7名、1年生 2名が当

該科目を履修（単位取得）しました。 

・とっとりインターンシップ（地域協働型インタ

ーンシップ）は、鳥取県の地域社会と産業を担

う中核的な人材の育成と定着を目指して、鳥取

県、県内の高等教育機関、産業界（経済団体、

4 
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企業）が連携し平成 27 年５月に発足した鳥取

県インターンシップ推進協議会が実施するも

のです。鳥取県主導の下、平成 30 年度も、鳥

取県インターンシップ推進協議会及び同連絡

会が複数回開催され、本学も参画しました。 

○ 毎期実施する授業評価

アンケート等により、引き

続き授業の改善に取り組

みます。（再掲 No.14） 

 

・授業評価アンケートを、平成 30 年度も前期・

後期とも期末（15 回目）においてそれぞれ実施

しました（1科目に対し複数クラスがあるもの

は 1科目として計上、前期 168 科目、後期 163

科目のアンケート回収）。結果は各教員へフィ

ードバックし、教育方法向上のための参考とし

ました。 

3 
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大項目 Ⅰ 大学の教育等の質の向上       

小項目 １ 教育 

（４）教育環境の整備 

      

            

中期目標 公立鳥取環境大学の基本理念、目的、各学部・研究科の目的を実現するため、学生が学修に打ち込める環境づくりに取り組

み、地域の知の拠点として研究活動を促進する環境や条件を整備する。 

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

①ＩＣＴ環境等の充実 

新しい時代に対応したＩ

ＣＴ環境や学術研究の高度

化・多様化・国際化に伴う学

術情報基盤の整備について

は、学生が学修に打ち込むこ

とができ、教育成果・研究成

果が挙げられるよう、点検・

充実します。 

※ＩＣＴ・・・情報通信技術

のこと。 Information＆

Communications 

Technology の略。  

①ＩＣＴ環境等の充実 

○ 大学全体の情報ネット

ワークシステムの機器等

を新しく更新することに

より、新しい時代に対応し

たＩＣＴ環境や学術研究

の高度化・多様化・国際化

に伴う学術情報基盤を整

えます。また、新しい情報

ネットワークシステムを

運用しながら保守及び改

善等を行うことにより、学

生が学修に打ち込むこと

ができ、教育成果・研究成

果が挙げられるよう情報

ネットワークシステムの

充実を図ります。（No.34） 

・大学全体の情報ネットワークシステムの機器等

を更新しました。また、その後、運用しながら

保守及び改善等を行いました。 

・その結果、さらに安定したネットワーク環境を

提供することにより、学生が学修に打ち込むこ

とができ、教育成果・研究成果がより挙げられ

るようになりました。 
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○ 情報環境の整備・充実を

図るため、平成 28 年度か

ら推進している情報シス

テム運用のアウトソーシ

ングを完全運用します。更

に、大学全体の情報ネット

ワークシステムの機器等

を新しく更新することに

より、安定した情報環境を

整えます。（No.35） 

・大学全体の情報ネットワークシステムの更新整

備を完了しました。 

・来年度に大学全体のサーバシステムの更新整備

を計画しており、そのための準備等を進めてい

ます。 

・情報システム運用管理のアウトソーシングをほ

ぼ完全運用しました。委託業者に一部弱い部分

があるため、そこの部分を補完するため来年度

に委託業者の体制を更に充実させる予定です。 

3 

    

○ 平成 29 年度に構築した

講義資料の配付やレポー

ト提出をパソコンから行

える授業支援システムを

用い、教育活動の支援・効

率化を行います。（No.36） 

・平成 29年度に構築し、平成 30 年度より本運用

を開始した授業支援システムを前期 35 科目、

後期 41 科目で利用しました（科目数はコース

数として、プロジェクト研究やゼミ系科目は担

当教員ごとに計上されている。また読み替え科

目は１科目として計上されている）。 

・後期プロジェクト研究発表会において、各種レ

ポートの提出を授業支援システムを用いて提

出する試行を複数テーマの教員及び学生の協

力で実施し、平成 31 年度より導入する予定と

しています。 

 

3 

  

②研究用図書等の充実 

教育・学修及び研究用図書

資料については、現在所蔵し

ている自然環境系及び経営

系の蔵書に加え、更にその周

辺分野も加え幅広く収集し、

充実を図るとともに、企業や

官公庁が発行する刊行物や

報告書についても収集しま

す。また、山陰初の経営学部

②研究用図書等の充実 

○ 本学の教育・学修及び研

究用図書資料の充実を図

るため、教員による専門書

の選書を強化するととも

に、学生によるブックハン

ティングを実施します。ま

た、「情報メディアセンタ

ーだより」の定期発行や

「図書館ツアー」を開催す

・図書整備については、学部用図書の整備継続に

加え、平成 29 年度に引き続き、新研究科用図

書の充実を図りました。整備実績は平成 31 年

2 月末現在で 3,515 冊、10,258 千円となり、こ

のうち新研究科用図書が 324 冊、1,548 千円と

なりました。 

・平成 28 年度に初めて取り組んだ学生によるブ

ックハンティングを平成 29 年度は年 2 回実施

し、平成 30 年度は年 3 回に拡充して、学生目

線の選書による図書の充実を図りました。（第

4 
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として、専門書の整備も進

め、地域における経営学の研

究拠点となるよう経営系の

資料の充実を図ります。 

社会人としての豊かな感

性等を身に付けるため、図書

やレファレンス機能をより

充実するとともに、電子情報

資源の充実や電子情報を有

効に活用するために、情報環

境の整備を図ります。 

るなど、学生が主体的に図

書資料に触れる機会を提

供し、レファレンス機能の

充実を図ります。（No.37） 
 

１回 116 冊、第２回 113 冊、第３回 100 冊、計

329 冊整備） 

・電子データベースの利用促進を図るため、平成

29 年度に初めて実施した利用講習会を、平成

30 年度は年 2 回開催し、さらなる利用促進に

努めました。（教員７人、学生 57 人が参加） 

・全１・２年生を対象とした図書館利用説明会を

初めて実施し、図書館サービスの周知を行いま

した。（１年生 217 人、２年生 150 人、計 367 人

参加） 

・新入生全員を対象とした図書館ツアーを実施す

るとともに、情報メディアセンターだよりを年

２回発行し、図書館の利用促進を図りました。 

 

③教育研究環境の充実 

「まちなかキャンパス」、

新たに岩美町に開設する「む

らなかキャンパス（仮称）」

をはじめ、鳥取県内をフィー

ドとしてより一層の教育、研

究ができるよう環境整備に

努めます。 

 

③教育研究環境の充実  

○ 中山間地域の活動拠点

として、平成 30 年４月に

「岩美むらなかキャンパ

ス」を開設します。「岩美

むらなかキャンパス」と鳥

取駅前にある「まちなかキ

ャンパス」を活用して、鳥

取県内をフィールドとし

てより一層の教育、研究に

取り組みます。（No.38） 

 

・平成 30年４月に「岩美むらなかキャンパス」 

を開所し、海辺の立地を活かしたゼミ活動や地 

域連携・交流イベント、岩美町の地域課題に係 

る公開講座などのほか、中央大学との共同フィ 

ールドワーク、出張英語村など、本学の教育研 

究活動の拠点として活用を図りました。（延べ 

367 人利用） 

・また、鳥取駅前の「まちなかキャンパス」では、 

里山生物の展示などの学生によるユニークな

活動、他大学との学生交流会、就職相談会、社

会人のキャリアアップ講座、まちなか英語村、

地元中高生への学習支援「環境大学スタディ

（略称：環スタ）」の実施など（延べ 3,837 人

利用）多岐にわたる活用により教育活動の充実

を図りました。 

5 

  

  



45 

 

大項目 Ⅰ 大学の教育等の質の向上       

小項目 １ 教育 

（５）就職支援 

      

            

中期目標 ① 入学から卒業まで、一貫した就職等支援を行うための体制を強化し、全教職員あげて、学生の進路に関する適切な支援を

実施する。 

ア 学生のキャリア支援を行うため、カリキュラムの充実を図る。 

イ 体系的な就職指導の促進を図るため、学内体制を強化する。 

ウ 地元企業・自治体との連携やインターンシップ等を活用し、県内企業への就職率の向上に重点的に取り組む。 

   達成すべき数値目標等  

・県内就職率 … 設置者、産業界と協働して取り組み、中期目標期間内に、県内就職率３０％以上を目指す。 

・就職率 … １００％を目指し、就職状況調査大学平均以上を達成する。 

② 学生の進路選択を有利にさせるための資格取得や講座への参加を促進する。 

   達成すべき数値目標等  

・資格受検 … 学生全員の就職に役立つ資格の受検を推奨し、中期目標期間内に延べ５５０人の検定取得を達成する。  
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中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

（５）就職支援に関する目標

達成のための計画 

①キャリア教育方針の明確

化と学生への就職活動支

援 

大学が基本理念の下に育

成した人材が、社会で活躍し

貢献するため、体系的なキャ

リア教育ときめ細かい進路

指導等により、学生が描く目

標を実現するための支援を

行います。 

〔キャリア教育〕 

職業観・勤労観、進路選択

に必要な能力や心構えにつ

いて、キャリアデザイン科目

を通じて修得するとともに、

（５）就職支援に関する目標

を達成するための措置 

①キャリア教育方針の明確

化と学生への就職活動支

援 

○ 体系的なキャリア教育

の実施ときめ細かな指導

により、引き続き学生が描

く目標の実現を支援しま

す。（No.39） 

〔キャリア教育〕 

・１年次科目として「キャリ

アデザインＡ」（フレッシ

ャーズセミナーを含む）を

必修科目として開講しま

す。また、２年次科目とし

て「キャリアデザインＢ」

〔キャリアデザイン科目〕 

・「キャリアデザイン A(16)／Ⅰ(12)・  

キャリアデザイン B(16)／Ⅱ(12)」を開講しま

した。 

・「キャリアデザイン B(16)／Ⅱ(12)」では外部講

師５ｺﾏを地元の企業等から招聘しました。 

 5 月 11 日 大江ノ郷自然牧場（サービス） 

5 月 18 日 株式会社山陰合同銀行（金融） 

6 月 8日 島根県邑南町役場（公務） 

6 月 22 日 中国電力株式会社（エネルギー） 

7 月 6日 株式会社 SC鳥取（ﾍﾞﾝﾁｬｰ起業） 

〔就職支援体制〕 

・鳥取県東部・西部、岡山、関西に企業開拓担 

当参与を配置し、企業訪問や学生の就職活動指

導を行いました。 

 ４月～1月の活動状況 

 県東部 企業訪問のべ 19 社、学生指導のべ 
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実際に企業・団体等での就業

体験を通し、将来の職業選択

に活かすインターンシップ

を推進します。インターンシ

ップでは、単位化を推進する

とともに地域の企業や各種

団体等の協力の下、様々な形

態のインターシップを経験

することで、就業体験を積

み、社会で働くことの意義や

実際の企業等の活動内容を

修得させます。 

〔就職支援体制〕 

入学から卒業まで、一貫し

た就職等支援を行えるよう

に、相談窓口「就職支援セン

ター」など学内体制の充実に

取り組んでいきます。 

併せて、企業開拓員を県

内・県外に配置して積極的に

企業開拓を行うとともに、企

業訪問を通して求人情報等

を収集し、学生に情報をタイ

ムリーに提供します。特に鳥

取県内に複数の企業開拓員

を配置し、山陰エリアの就職

情報をきめ細かく収集し、県

内企業への就職率の向上を

図ります。また、就職情報に

精通した人材を招き、きめ細

やかな就職支援を行います。 

さらに、定期的な就職ガイ

を開講し、担当教員による

講義の他、各界からゲスト

スピーカーを招き、様々な

職業に触れ学生自らのキ

ャリアについて考えるき

っかけを作ります。 

・地域の企業や各種団体等

の協力のもと、長期のイン

ターンシップを正規科目

として実施します。また、

鳥取県インターンシップ

推進協議会が行うとっと

りインターンシップ（地域

協働型インターンシップ）

を引き続き県内企業、県内

高等教育機関が協力して

実施し、これも正規科目と

して単位認定の対象とし

ます。 

〔就職支援体制〕 

・平成 30 年４月に就職相談

窓口として「就職支援セン

ター」を新たに設けて、卒

業まで一貫した支援を行

います。 

・鳥取県東部・西部、関西、

岡山に配置した企業開拓

担当参与が、企業開拓、企

業訪問を拡大します。ま

た、各地の参与も積極的に

学生指導に関わり内定獲

得を支援します。 

349 名 

 県西部 企業訪問のべ 203 社、学生指導のべ 

27 名 

 関西  企業訪問のべ 290 社、学生指導のべ 

42 名 

 岡山  企業訪問のべ 271 社、学生指導のべ 

29 名 

・就職担当職員により３年次生との面談を行い

ました。 

 夏（７～8月）：178 名  

冬（１～２月）：93名 

・就活実践個人指導（毎週木曜日と金曜日）と

キャリアカウンセリング（隔週月曜日、毎週

火曜日）を行いました。（延べ利用人数  

155 名） 

・進路、就職ガイダンスを行いました。 

 １、２、４年生 年２回前期の初めに実施 

 ３年生 年間 44回実施 

・３年生に対して就職活動対策集中講座を開講 

しました。 

   ９月 19日～21 日 参加学生数 29 名  

 ・学生の企業訪問や採用試験受験に要する交通 

費等の一部助成を行いました。 

   鳥取-大阪間、鳥取-岡山間バス回数券   

（1,650 円で販売）580 枚販売 

   交通費補助 113 名、500,000 円 

   宿泊費補助 20 名、81,700 円 

 ・学内個別企業説明会を 4月より随時開催しま 

した。（延べ 31社開催） 

・企業懇談会を開催しました。 

  岡山会場  10 月 29 日 参加 43社 55名 

  大阪会場  11 月 29 日 参加 55社 61名 
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ダンスの開催のほか、就職活

動に対する経済的支援制度

の導入、学内合同企業説明

会、同窓会と連携した就職相

談会、企業懇談会等を実施し

ます。 

 就職率については、中期目

標期間内の各年度とも、１０

０％の就職率を目指すとと

もに、県内の企業、行政機関

や設置者等と協力して、県内

の就職率を次の数値目標以

上とすることを目指します。

【数値指標の年次的目標等】 

・就職率 … １００％を目

指し、就職状況調査大学

平均以上を達成する。 

・県内就職率 … 中期計画

期間内に３０％以上を目

指す。   

・関西オフィス及び岡山オ

フィスを活用し、関西エリ

ア、山陽エリアの企業開

拓、学生の就職活動支援を

強化します。 

・就職担当職員が３年生全

員と面談し、個々の進路希

望等を把握し、就職支援を

実施します。夏休み直前の

７月及び就職活動に入る

前の１～２月の２回実施

し、より的確に学生の状況

を把握します。 

・企業の採用コンサルタン

ト経験を持つ講師による

個人就職指導、及び専門の

キャリアカウンセラーに

よるカウンセリングを継

続して実施します。 

・１、２年生対象の進路ガイ

ダンス、３年生対象の就職

ガイダンスを開催し、就職

に対する意識向上と就職

活動スキルを高めます。 

・学生の企業訪問や採用試

験受験に要する交通費等

の一部助成等、経済的な支

援を行います。 

・鳥取労働局（ハローワーク

鳥取）との共催により学内

就職面接会を開催し、卒業

予定者の就職活動を支援

  名古屋会場 12 月 13 日 参加 23社 29 名 

鳥取会場  2 月 9日  参加 39社 47 名 

鳥取会場については、同日に３年生対象の学内

合同企業セミナー（合同企業説明会）を開催し、

約 200 名の学生の参加がありました。 

・学内合同企業説明会（県と連携）を開催しま 

した。 

  11 月 28 日 鳥取県共催 産業企業紹介フ 

ェア（30 社参加、学生 127 名 

参加） 

   12 月 5日 鳥取県共催 産業企業紹介フ 

ェア（30社参加、学生 73 名 

参加） 

〔インターンシップ〕 

 ・鳥取県の地域社会と産業を担う中核的な人材 

として育成し、定着させるため、県内の高等

教育機関、産業界（経済団体、企業）、鳥取県

が連携し、鳥取県インターンシップ推進協議

会を平成 27 年５月に立ち上げました。 

・鳥取県インターンシップ推進協議会が行うと

っとりインターンシップ（地域協働型インタ

ーンシップ）は、協力企業が約 150 社以上に

増えましたが、このインターンシップに参加

する学生数は、夏季休暇中に 42 名（平成 29

年度は 54名）、春季休暇中は 12名（同 15名）

と昨年度よりも減少しました。このインター

ンシップでは事前学習で課題や目標を明確

にし、事後学習で実施内容のふり返りをしっ

かり行うことで、効果的な学習を実施しまし

た。 

・本学では平成 28年度から人間形成教育科目 

に「基礎インターンシップ」（16）を設けてお

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



49 

 

します。 

・学内合同企業説明会（県と

連携）、同窓会と連携した

就職相談会、企業懇談会等

を実施します。 

・インターンシップの内容

の充実に努め、鳥取県イン

ターンシップ推進協議会

と連携し参加学生の増加

を図ります。 

・ＣＯＣ＋事業において、大

学と企業・行政が平成２８

年３月に締結した協定に

基づいて、地元への就職が

進むようインターンシッ

プの方法等について、企

業・行政と一緒になって検

討していきます。 

・学内個別企業説明会の開

催回数を増やし、学生と企

業の接触機会を増やしま

す。 

 

○ 卒業生の就職内定率は

100％を目指し、就職状況

調査大学平均以上を達成

します。（No.40） 

 

 

 

○ 県内の企業や各種団体

等の協力の下、県、鳥取市、

り、このインターンシップに参加した１年生

18 名が単位修得しました。 

・その他に、鳥取県内のインターンシップに  

12 名、鳥取県外に 16 名が参加しました。（29

年度 26 名） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・平成 31 年３月卒業生（環境学部・経営学部）

の就職内定率は 99.1%で、平成３０年３月卒業

生より 0.3 ポイント増加しました。 

・全国国公立大学平均値は 97.3%で、全国国公

立大学平均値より1.8ポイント高い就職内定率

でした。 

 

・県内の企業や各種団体等の協力の下、県、鳥取

市、ハローワーク等の行政機関と連携し、様々
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ハローワーク等の行政機

関と連携し、様々な形態の

インターンシップやキャ

リア教育を実施して、卒業

生の県内就職率は、中期計

画期間内に 30％以上を目

指します。（No.41） 

 

な形態のインターンシップやキャリア教育を

実施した結果、平成 31 年３月卒業生（環境学

部・経営学部）の県内就職率は 23.7％で、平成

30 年３月卒業生より 13.6 ポイント増加しまし

た。 

・インターンシップ（№33） 

・キャリアデザイン科目（№31） 

・県内・市内就職アドバイザー配置（就職支援セ

ンター内） 

  毎週月曜日：吉田社会保険労務士事務所 

毎週火曜日：ハローワーク鳥取 

  ※時間は両日ともに 13：00～17：00 

・県定住機構との共催により、就職活動支援集中

講座（9/19～21）で県内・市内企業の見学会を

実施 

【平成 30年度実績】 

  日本電産マシナリー株式会社 

  株式会社ＬＡＳＳＩＣ 

  マルサンアイ鳥取株式会社 

・県内・市内で活躍する OB・OG（就活サポーター）

による学生との交流会開催 

 6 月 27 日（水）16：20～17：50（21 名参加） 

 参加企業：大山乳業協同組合、鳥取信用金庫、

大江ノ郷自然牧場、美保テクノス 

・県主催の鳥取県産業企業紹介フェア（学内合同

企業セミナー）の実施 

 11 月 28 日（水）、12月 5 日（水） 

延べ参加人数 200 名、県内企業合計 60 社が参

加 

・講義における県内企業からの講師招聘 

 「経営学特別講義」（経営学部） 

  県内・市内金融機関により、地域金融ビジネ

3 
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スに関する講義 

 「キャリアデザインＢ」（№31） 

・鳥取県経済同友会東部地区主催「学生と経営者

が語る地元企業の魅力発信 2019」（3/15（金））

に学生参加 

②就職に役立つ資格取得の

支援 

学生の進路選択を有利に

させるとともに、目標を立て

②就職に役立つ資格取得の

支援 

○ 簿記、ファイナンシャル

プランナー資格取得や公

〔資格取得支援〕 

・平成 30 年度は、クレアール、ＬＥＣ東京リー

ガルマインドと提携し、各種資格取得支援講座

を開講しました。 

3 
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て自主的に学ぶことで「意

欲」や「積極性」のある学生

を養成するため、資格取得支

援担当職員を配置するとと

もに、就職活動に有利となる

資格取得及び公務員試験対

策について、外部専門学校等

と提携して講座を開設する

など、キャリアディペロップ

メントプログラムを引き続

き実施します。併せて、本学

が指定する資格・検定を対象

に、受検料（検定料）の一部

を助成するなど、資格取得の

人数を次の数値目標以上と

することを目指します。 

【数値指標の年次的目標等】 

・資格取得学生数 

H30：75 人 

H31：75 人 

H32：100 人 

H33：100 人 

H34：100 人 

H35：100 人 

務員試験対策について、外

部専門学校等と提携して

講座を開設し、また、合格

者には、検定料の半額（上

限 3,000 円）を補助しま

す。（No.42） 

・検定合格実績は、簿記 3級 7名、FP3 級 6名で

した。 

・検定合格者には、検定料の半額（上限 3,000 円）

を補助しました。 

 

○ 学生の英語能力増進を

支援するため、引き続き対

策講座を開講し、CEFRにお

けるB１レベルを獲得した

学 生 を 表 彰 し ま す 。

（No.43） 

・平成 30 年度は、専門学校と連携し、TOEIC 対策

講座を開講しました。 

・実績は、TOEIC600 点以上 10名、英語検定準１

級 2名を表彰しました。 3 

  

○ 資格取得学生数は、本年

度７５人以上を目指しま

す。（No.44） 

平成 30 年度は、118 名の学生が様々な資格や検

定に合格しました。 

【取得した資格や検定】 

・eco 検定（環境社会検定） 42 名 

・TOEIC(IP 含む) 12 名 

・英語検定準 1級 2 名 

・日商簿記 3級 7名 

・ＦＰ3級 6名 

・秘書検定準 1級 1 名 

・秘書検定 2級 12 名 

・秘書検定 3級 2名 

・潜水士 6 名 

・環境測定分析士 3級 9 名 

・その他の資格 19 名 

 

 

5 
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大項目 Ⅰ 大学の教育等の質の向上       

小項目 １ 教育 

（６）学生支援 

      

            

中期目標 学生が安心して充実した学生生活を送られるよう、学生の修学、生活に関する適切な支援を実施する。 

① 学修支援  

ア 学生の自主的な学修活動や課外活動の支援と活動実施にあたって必要な相談体制、設備環境の整備 

 イ 正課教育に連動する正課外教育の整備 

 ウ 学生に応じた補充教育等の実施、成績不振者等の状況把握・指導体制の充実 

② 多様な学生の支援 

ア 留学生等の多様な学生に対する修学支援 

イ 障がいのある学生に対する修学支援体制及び設備・環境の整備 

③ 経済的支援 

県内出身学生生活支援制度、授業料減免等の経済的支援 

④ 健康等の支援 

ア ハラスメント防止のための体制の整備 

イ 学生の心身の健康、保健衛生及び安全・衛生への配慮 

 達成すべき数値目標等  

・年度当初の在校学生のうち当該年度内に退学した学生の割合 

… 国公私立大学の平均退学（除籍を含む。）率以下を目指す。 

・留学経験  … 留学経験学生を中期目標期間内で２７０人を目指す。 
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中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

①学修等支援 

学生の学修活動や学生生

活に対する個人的な相談に

応じ、適切な指導と助言を行

い、学生が充実した大学生活

を送ることができるよう、指

導教員（チューター）制度を

充実します。また、授業への

出席率が悪い、あるいは学修

意欲が低い学生に対しては、

副学長の下、指導教員と事務

局が一体となって保護者と

連携し、早期指導・解決に取

り組みます。 

スポーツ活動等を積極的

に行うクラブに対して経済

的な支援を実施するととも

に、学生表彰制度を設け、学

業成績が優秀な学生や、課外

活動等で顕著な成果を挙げ

①学修等支援 

○ 指導教員（チューター）

がオフィスアワーなどで

学生の相談に応じ、学習活

動等を支援します。また、

学生フォロー制度で欠席

の多い学生を早期に把握

し、当該学生に対し、早め

にフォローアップしてい

きます。（No.45） 

・各教員が毎期週 2回オフィスアワーを実施して

います。 

・１年生については、前期・後期について必修科

目から２科目を選択して、２年生については、

前期について必修科目のうち、１科目を選択し

て、講義４回終了時に３回以上欠席している学

生を対象に、チューターと学務課がフォロー面

談（〔前期〕14人、〔後期 9人〕）を実施しまし

た。（平成 29年度〔前期〕8人、〔後期〕15人） 

・１年生のフォロー対象者は、前期 3人、後期 9

人で平成 29 年度と比較して、大きな変化はあ

りませんでした。（平成 29 年度〔前期〕2人、

〔後期〕15 人） 

今後も引き続き学生フォローを続けていきま

す。 
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た学生、社会に貢献した学生

を表彰し、更なる活動の活発

化に繋げます。 

学生アンケートの実施や

学生団体と定期的に意見交

換会を開き、常に学生の意見

や要望・提案を聞く体制を作

り、安全で充実した大学生活

を送ることができる環境を

整備していきます。 

○ 学生団体強化支援の認定

及び強化支援に関する要綱に

基づき、本学独自の強化部育

成対策など、クラブ活動に対

する支援を行います。（No.46） 

・平成 30年度は、6団体（体育系 5団体、文化系

1団体）を強化支援しました。（平成 29年度強

化支援団体、体育系 3団体、文化系 1団体） 

・鳥取マラソン一般の部で 2年連続優勝者が出ま

した。 

3 

  



56 

 

○ 学業成績が優秀な学生

や、課外活動等で顕著な成

果を上げた学生、各種資

格・検定に合格した学生を

表彰し、学修意欲の向上や

課外活動の充実につなげ

ます。（No.47） 

・平成 30 年度は表彰対象者が 50 名以上ありまし

た。 

【表彰対象者】（ ）内は平成 29 年度実績 

学業成績優秀者 2名（2名） 

簿記 2級 0 名（3名） 

TOEIC（IP 含む）600 点以上 7名（5名） 

TOEIC（IP 含む）730 点以上 3名（4名） 

英語検定準 1級 2名（0名） 

ECO 検定 42 名（43 名）  

3 
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○ 学友会との意見交換会

の実施や、学生・職員提案

制度などから、学生、教職

員の意見・要望・提案を聞

き大学運営に活かします。

（No.48） 
 

・学友会との意見交換会については、前期及び後

期に、学友会への確認をしましたが、特に意見

交換会を要望することはありませんでした。な

お、相談事があれば、必要に応じて相談できる

ようにしています。 

・学生・職員提案制度については、施設やスクー

ルバスに関するものなど計 11 件の提案があり

ました。提案に基づきスクールバスの時刻表や

乗車マナー改善の掲示、来客者向け案内看板の

増設、多目的トイレ内への荷物架けフック設置

などの改善を図りました。 

3 

    

○ 休講情報、気象情報、防

犯情報、その他緊急を要す

る情報を学内 WEB や掲示

板、デジタルサイネージを

活用し学生へ迅速に伝達

します。（No.49）  

・気象情報、その他緊急を要する情報等を、11講

義室前の掲示板に掲示するとともに、必要に応

じて Web 掲示板、本部講義棟 1階・学生センタ

ー1階・情報メディアセンターギャラリー、教

育研究棟 1階・2階のデジタルサイネージ、全

学生への一斉メール等で迅速な情報伝達を行

いました。 

・休講情報については 11 講義室前の掲示板への

掲示を行い、気象警報等発令に伴う全学休講に

関しては、学外ホームページに掲載しました。 

3 
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○ 学生生活実態アンケー

ト、学友会との意見交換会

や、学生・職員提案制度な

どから、学生・教職員等の

意見・要望・提案を集め、

環境整備やアメニティの

向 上 に 活 か し ま す 。

（No.50）  

・学生生活実態アンケートは、２、３年生は４月

に、４年生は２月に、実施し、集計を進めてい

ます。 

（再掲）学友会との意見交換会については、前期

及び後期に、学友会への確認をしましたが、特

に意見交換会を要望することはありませんで

した。なお、相談事があれば、必要に応じて相

談できるようにしています。学生・職員提案制

度については、施設やスクールバスに関するも

のなど計 11 件の提案がありました。提案に基

づきスクールバスの時刻表やマナー改善の掲

示、来客者向け案内看板の増設、多目的トイレ

内への荷物架けフック設置などの改善を図り

ました。 

3 
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○ 路線バスとスクールバ

スを連携させた学生生活・

学外学修交通システムが、

より利便性の高い学生の

通学手段となるように内

容の改善に努めます。ま

た、路線バスを利用するこ

とで、学生と地域の連携や

公共交通機関の活性化に

公立大学として寄与しま

す。（No.51） 

・平成 29 年度に引き続き、日本交通と契約を締

結し、日本交通の路線バスを利用した通学と授

業時間に合わせた専用便（スクールバス）を運

行することにより、学生の通学手段を確保しま

した。路線・便数については、平成 29 年度と

同じく鳥取駅南口と本学間に、内吉方・雲山・

桜谷経由を 8便、市立病院経由を 4便運行しま

した。 

・日本交通が平成 30 年５月に実施した路線バス

の乗降調査によると、平日は約 500 人の学生が

利用していました。また、専用便については、

同年７月及び 11 月に実施した乗降調査による

と、約 300 人の学生が利用していました。 

3 
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②学生一人ひとりの活動記

録（ポートフォリオ）の作

成 

学生一人ひとりの活動記

録（ポートフォリオ）を作成

し全教員が必要な情報を共

有することで、学生が入学し

て卒業するまでを見守り、適

時に適切な指導ができるよ

うな仕組みの構築について

検討します。 

②学生一人ひとりの活動記

録（ポートフォリオ）の作

成 

○ 学生一人ひとりの活動

記録（ポートフォリオ）を

作成し全教員が必要な情

報を共有することで、学生

が入学して卒業するまで

を見守り、適時に適切な指

導ができるような仕組み

の構築について検討しま

す。（No.52） 

・平成 31 年２月に教育質保証推進ユニット会議

を立ち上げ、検討を行いました。 

・授業支援システムを利用するラーニングポート

フォリオ（学修成果の蓄積、学生の文章による

振り返り、教員からのコメント）を４月から１

年生を対象に実施します。 
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③多様な学生の支援 

授業料減免等の経済的支

援制度や学修・生活支援のた

めの相談窓口「学生支援セン

ター」など、安心して大学生

活を送ることができる体制

を整備します。また、国際交

流センターを通じ外国人留

学生の支援の充実を図りま

す。 

平成 28 年 4 月 1 日から施

行された「障害を理由とする

差別の解消の推進に関する

法律」（いわゆる「障害者差

別解消法」）を遵守するよう

に取り組みます。また、障が

いのある学生も他の学生と

同様に学修活動を行うこと

ができるよう、施設のユニバ

ーサルデザイン化や個々の

障害特性に応じた学修環境

を整備するとともに、個別の

相談や支援を行う体制を整

えます。 

③多様な学生の支援 

○ 国際交流推進のための

組織体制を引き続き整備

するとともに、外国人留学

生の受け入れを行うため、

引き続き教育環境の整備

や奨学制度の実施、相談窓

口の設置など、安心して大

学生活を送ることができ

るよう外国人留学生を支

援します。（No.53） 
 

・国際交流センターが行う国際交流活動を通じて

大学の国際化を推進しました。 

・国際交流センターに、韓国語・中国語圏担当専

門職員1名及び英語圏担当の専門職員を2名配

置して、外国人留学生や海外大学からの受入学

生の学習面や生活面の相談に対応しました。 

・本学独自の私費外国人留学生の入学料・授業料

減免制度を利用して、平成 30 年度は２人の授

業料減免を行いました。 
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○ これまでも、障がいのあ

る学生等への要約筆記を

実施しており、入試を含め

て入学前の対応、入学後の

常勤の臨床心理士による

定期的なカウンセリング

の実施、バリアフリーに対

応した施設整備及び学生

に対しての教育（あいサポ

ート研修の受講）等のイン

クルーシブ教育に取り組

みます。（No.54）  

・障害者差別解消法への対応のひとつとして、鳥

取大学の学生支援センターが主催する、鳥取県

内の高等教育機関の情報交換会に参加しまし

た。 

・「公立鳥取環境大学における障がいを理由とす

る差別の解消の推進に関する教職員対応要領」

を定めて公開しました。 

・障がいのある学生から合理的配慮について申請

があった場合には、平成 30 年度に学務課内に

設置された「学生支援センター」が窓口になり、

当該学生の所属する学部の長やチューター等

に配慮や対応を依頼するなどの支援を行いま

した（平成 30年度２名の申請あり）。 

・常勤の臨床心理士１名を配置し、カウンセリン

グなどの対応をしています。平成 30 年度４月

～３月の相談件数は 300 件（学生 242 件、教職

員 55 件、保護者 3件）でした。（再掲） 

・学校医による健康相談（メンタル）は月１回の

相談（４～３月）を実施し、12 件の相談があり

ました。（再掲）  
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○ 平成 28 年 4 月 1 日から

施行された「障害を理由と

する差別の解消の推進に

関する法律」（いわゆる「障

害者差別解消法」）を遵守

し、教職員対応要領を作成

し、あわせて対応要領留意

事項の検討を行います。ま

た、障がいのある学生も他

の学生と同様に学修活動

を行うことができるよう、

施設のユニバーサルデザ

イン化や個々の障害特性

に応じた学修環境を整備

します。なお、平成３０年

４月に保健師、臨床心理士

等で構成される「学生支援

センター」を新たに設置し

ます。学生から配慮申請が

あった場合には、学生支援

センターの下に逐次設け

る特別支援チームにおい

て個別の相談に応じ支援

を行います。（No.55） 

・平成 30年度に学務課内に「学生支援センター」

を設置し、配慮申請に対しての検討及び対応を

行いました。（平成 30 年度２名の申請があり、

当該学生の所属する学部の長やチューター等

に配慮や対応を依頼するなどの支援を行いま

した。） 
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④経済的な支援 

厳しい経済的状況にあっ

ても学生が学業に専念でき

る環境を整備するため、授業

料減免制度等の経済的支援

策を引き続き実施します。 

また、経済上の理由でやむ

を得ずアルバイトを必要と

する学生に対して、学生に相

応しい職種の仕事を紹介し

ます。学内においても、学業

にかかわりの深い授業補助、

図書業務補助、大学内イベン

ト補助業務等、学生をアルバ

イトとして活用します。 

費用対効果を十分見極め

ながら、県内出身の学生の経

済的な負担を軽減する支援

制度を運用していきます。 

○ 生活保護世帯や住民税

非課税世帯を対象として

授業料減免制度（半免・全

免）を実施し経済的に恵ま

れない学生を支援します。

（No.56） 

・授業料減免制度として、以下の制度を導入して

います。 

＜授業料半額免除制度＞同一生計の世帯全員が

住民税非課税であること（学業成績について 1

年次は前期 16 単位以上、2 年次は 1 年次に 32

単位以上、3年次は 2年次に 64単位以上、4年

次は 3 年次までの全ての必修科目と 96 単位以

上の修得条件あり） 

＜授業料全額免除制度＞上記半額免除対象者の

うち成績上位者または生活保護世帯が対象（但

し、家計急変の場合は個別対応） 

【実績】 

・平成 30年度半額免除 32 名、全額免除 14名 

（平成 29年度半額免除 29 名、全額免除 20名） 
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○ 平成 29 年度に創設した

「鳥取県内出身学生生活

支援制度」を継続実施し、

本県出身学生の、生活に係

る費用の一部を支援しま

す。（No.57） 

・「鳥取県内出身学生生活支援制度」を継続し、申

請した本県出身の入学生に対して給付金を支

給しました。 

【申請者数】 

・前期 91 人（平成 29 年度入学 46 人、平成 30

年度入学 45 人） 

・後期 91 人（平成 29 年度入学 46 人、平成 30

年度入学 45 人） 
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○ 学生の経済的支援の一

助として、引き続き学内で

発生する教育研究補助等

の作業に学生をアルバイ

トとして活用します。

（No.58） 

・危険を伴う環境整備作業を避け、ヘルプデスク、

授業アシスタント、資料印刷や受付等、学内で

行う作業等で学生アルバイトの活用に努めま

した。 

・授業補助作業の他、他大学との連携事業、公開

講座等でもアルバイトを雇用し、学業と関わり

の深い分野において作業対象が広がりました。 
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⑤健康等の支援 

学生が健康的な生活を送

ることができるよう、保健師

及び臨床心理士を配置し、医

療機関との連携により、心身

の相談に親身に対応すると

ともに、より専門的な見地か

らの健康相談、メンタルヘル

ス相談を定期的に実施しま

す。さらに、契約医師を随時

紹介するなどの健康管理体

制の充実に取り組みます。 

退学率を減少させるため、

常に授業への出席状況等を

把握し、副学長の下、指導教

員、事務局及び保護者が連携

しながら、その原因を調査

し、面談等を通じて早期退学

者対策を実施していくこと

により、退学率を次の数値指

標以下とすることを目指し

ます。 

【数値指標の年次的目標等】 

・退学率（年度当初の在校学

生のうち当該年度内に退

○ 保健師・臨床心理士が常

駐し、学生、教職員の健康相

談に的確に対応するととも

に、心の悩みを個別にカウ

ンセリングし、医療機関へ

の引き継ぎを行うなどメン

タルヘルス対策を充実して

いきます。また、医療機関と

の連携により、健康相談、メ

ンタルヘルス相談を月１回

実施します。（No.59） 

〔保健室〕 

・常勤の保健師 1名を配置し、応急処置などの対

応をしています。平成 30年年度の対応件数は、

586 件（学生 465 件、教職員 115 件、その他 6

件）、救急搬送 2件（学生）でした。 

・学校医による健康相談は月２回の相談（４～３

月）を実施し、21 件（学生 14件、教職員 7件）

の相談がありました。 

〔こころの相談室〕 

・常勤の臨床心理士１名を配置し、カウンセリン

グなどの対応をしています。平成 30 年度４月

～３月の相談件数は 309 件（学生 249 件、教職

員 57 件、保護者 3件）でした。 

・学校医による健康相談（メンタル）は月１回の

相談（４～３月）を実施し、12 件の相談があり

ました。 

〔保健室・相談室共通〕 

・ストレスマネジメントとして、グループワーク

を複数回実施しました（料理教室、お弁当教室、

座禅体験）。 

・鳥取市保健所と共同で「ストレス測定」イベン

トを実施しました。 

・新入生全員を対象に UPI 健康調査を実施しまし

た。結果から気になる学生には個別面談を実施

しました。 
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学した学生の割合） 

国公私立大学の平均退

学（除籍を含む。）率以下を

目指します             

 

○ 副学長（学生生活・就職

担当）の下、指導教員（チ

ューター）、事務局及び保

護者が連携しながら、学生

支援を行うことにより、年

度当初の在学生のうち当

該年度内に退学した学生

の割合を国公私立大学の

平均退学（除籍を含む）率

以 下 を 目 指 し ま す 。

（No.60） 

・平成 30 年度中に退学した学生（除籍を含む）

は 28人で、退学率としては 2.32％（新基準）

で国公私立大学の平均退学（除籍を含む）率

（2.65％）以下となりました。（平成 29 年度

1.94％） 
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大項目 Ⅰ 大学の教育等の質の向上 
   

小項目 ２ 研究 

（１）研究水準及び研究の成果等 

   

      

中期目標 大学全体の研究水準を向上させ、社会課題や地域課題に取り組むため、共同研究等の実施件数などについて明確な数値目標

を掲げ、それを達成するための取組を推進し、共同研究等の積極的な実施を図る。 

また、持続可能な社会を構築し、地域の豊かな生活実現を目指すため、サステイナビリティ研究所、地域イノベーション研

究センターにおいて、環境保全、地域社会等に係る研究を推進する。 

 達成すべき数値目標等  

 ・環境又は経営に関するシンポジウム等 … 毎年度実施する。       

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

２ 研究に関する目標達成の

ための計画 

（１）研究水準及び研究の成

果等に関する目標達成のため

の計画    

サステイナビリティ研究所で

は、持続的な循環型社会の形

成等に向けた調査研究を継

続・発展させ、循環型社会の

形成に関する調査・研究をリ

ードする研究機関としてその

役割を果たします。 

地域イノベーション研究セン

ターでは、固有の自然環境を

基盤とする本県の地域社会や

文化、産業について、調査・

研究を行い、その地域の特

２ 研究に関する関する目標

を達成するための措置 

（１）研究水準及び研究の成

果等に関する目標を達成する

ための措置 

○ サステイナビリティ研究

所では、引き続き循環型社会

形成等の先進的研究を発展さ

せ、事例報告や研究成果発表

のためのシンポジウムや講演

会を開催します。（No.61） 

サステイナビリティ研究所では、各分野で第一

戦で活躍する専門家や研究者を招いたシンポジ

ウムを開催し、循環型社会形成に向けた先近的

な取組や研究成果の報告・発表を行いました。 

・平成 30年 6月 29 日（金） 

  特別企画シンポジウム「低炭素社会に向け

て～廃棄物処理施設の変革（川崎市）」 

参加者：239 名 

・平成 30年 10 月 15 日（月） 

特別企画シンポジウム「持続可能な社会と地域

づくりを考える（第４回）～持続可能な社会の

実現に向けて～」 

参加者：175 名 

・平成 30年 11 月 27 日（火） 

国際シンポジウム「世界の廃棄物処理 ～プラ

スチックをめぐる環境問題～」 

  参加者：232 名 
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性、特徴を把握するととも

に、行政や産業界、関係機関

と連携し、地域の活性化等に

取り組む研究機関として役割

を果たします。 

また、研究発表会やシンポジ

ウムを開催するとともに、人

的ネットワークの活用や産学

官懇談会等で交流を深め、受

託研究や共同研究を積極的に

実施します。 

【数値指標の年次的目標等】 

・シンポジウム等の開催 

環境又は経営に関するシンポ

ジウム等を毎年度実施します 

○ 地域イノベーション研究

センターでは、地域をフィー

ルドとした調査・研究の充実

を図り、学生とともに地域各

界との連携を深めます。

（No.62） 

 

・平成 30年度の地域イノベーション研究とし

て、再生エネルギー、廃棄物処理、水産資源、

気象、コミュニティ、中小企業振興など、さま

ざまな分野で地域課題に基づく８テーマの研究

活動に取り組みました。 

・また、４団体に対し、「地域連携活動助成金」

を交付し、学生による地域での調査研究活動や

地域連携活動の促進を図りました。 

・「とっとり麒麟地域活性化プラットフォーム   

地域連携推進会議（平成 30 年 11 月 13 日開

催）」では、若桜町の地域協力隊員などを経て、

地域に定着している本学の卒業生が、現在の活

動内容や課題などについて発表を行い、麒麟地

域（鳥取県東部と新温泉町）の自治体担当者及

び各種団体と若者の地元定着について、意見交

換を行い、課題の共有を図りました。 
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○ 研究発表会、シンポジウ

ム、産学官懇談会等で交流を

深め、引き続き受託研究や共

同研究を推進します。

（No.63） 

 

・受託研究や共同研究を推進し、産官学連携を

より深めるため、専任の産官学連携コーディネ

ーターを新たに配置し、研究シーズ集の作成、

関係機関のコンソーシアムによる連携活動、県

内経済団体が開催する異業種交流会等への積極

的参加などにより、企業ニーズと研究シーズの

マッチング活動を推進しました。 

・「公立鳥取環境大学を支援する会 定期総会

（平成 30年７月 24日開催）」にて学生の地域活

動研究内容を発表したほか、「公立鳥取環境大学

との産学官連携に関する懇談会（平成 31 年２月

19 日開催）」においても、教員及び学生による研

究成果の発表を行い、公立鳥取環境大学を支援

する会の会員企業や鳥取県、鳥取市との意見交

換を行いました。 
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大項目 Ⅰ 大学の教育等の質の向上       

小項目 ２ 研究 

（２）研究実施体制の整備 

      

 
          

中期目標 研究活動の活発化を図るため、競争的外部資金の獲得などについて、明確な数値目標を掲げ、教員による研究費の申請を促

し、研究活動の促進を図る。また、活発で積極的な申請を実現するため、事務的なサポート体制を構築し、申請数の拡大と

質の向上を図る。 

 達成すべき数値目標等  

・競争的外部資金の申請  … 全教員が申請に関わり、同規模（教員数）公立大の平均新規申請数以上を達成する。 

・競争的外部資金の採択率 … 近県公立大学平均以上の採択率（継続課題を含む。）を目指す。  
            

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

若手研究者の育成及び学長の

リーダーシップによる学内プ

ロジェクト研究の機動的実施

のために、学内に競争的研究

費を設けます。また、教員評

価制度において、研究実績を

評価項目の一つに掲げ、全教

員が研究に取り組み、研究活

動の活性化に繋げる意識を高

めます。 

また、大学全体の研究水準の

向上や更なる地域活性化を図

るため、組織やその機能の在

り方について、検討を進めま

す。 

 

○ 学内競争的研究費助成制

度（特別研究費助成）による

研究支援や、各種研究費の募

集情報の迅速な提供などによ

り、若手研究者の育成及び研

究の活発化を図ります。

（No.64） 

・学内競争的研究費助成制度（特別研究費助

成）については、平成 30年４月に「若手研究者

助成」「学外研究費獲得助成」「地域連携特別助

成」の３区分で学内公募を行い、応募のあった

課題から 22 課題を選定して研究費を配分しまし

た。各種研究費の募集情報は、年間を通じて学

内 Web やメール等で迅速に教員に情報提供しま

した。 

・競争的外部資金申請の増加を図るため、その

準備として学長裁量による特別研究費の予算を

前年より増額し、積極的な取組を進めました。 
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【数値指標の年次的目標等】 

・競争的外部資金の申請件数 

全教員が申請に関わり、同規

模（教員数）公立大学の平均

新規申請数以上を目指します  

・競争的外部資金の採択率 

  近県公立大学平均以上の

採択率（継続課題を含む。）

を目指します                

○ 教員評価制度において、

引き続き研究実績を評価し、

全教員が研究に取り組み、研

究活動の活性化につなげる意

識を高めます。（No.65） 

 

・平成 24年度から教員評価制度に取り組んでお

り、研究活動についても評価しています。 

3 

    

○ 競争的外部資金は同規模

（教員数）公立大学の平均新

規申請件数以上、近県公立大

学平均採択率以上を目指しま

す。（No.66） 

 

・平成 30年度の競争的外部資金の申請件数は、

科学研究費、鳥取県環境学術研究等振興事業等

の合計で 34 件（新規 28件、継続６件）、そのう

ち採択件数は９件(新規５件、継続４件）でし

た。科学研究費の新規申請数は、23 件で、これ

は、中国地方の同規模（教員数）公立大学の平

均新規申請数（18.4 件）を上回る数です。新規

採択率は 17.4%となり、中国地方の公立大学の採

択率平均(18.6%)にほぼ並ぶ状況となりました。

今後も大学全体で外部資金の獲得に向けた対策

を継続していきます。 
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大項目 Ⅰ 大学の教育等の質の向上 
   

小項目 ３ 社会貢献・地域貢献 

（１） 地域社会との連携 

   

      

中期目標 ① 平成２７年９月に認定を受けた「地（知）の拠点大学（ＣＯＣ）」として、地域の研究、地域の協力者と行う研究等の

充実により、地域に根ざした文化、経済、暮らし方など「麒麟の地（知）」への理解を深め、地域に愛着を持つ地域志向の

人材の育成を図る。また、地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（ＣＯＣ＋事業）やインターンシップ等の取組を推

進し、地元企業、自治体等との連携を図ることにより、学卒者の地元定着率の向上に取り組む。 

② 地域社会と大学との連携を密にし、県内の地域に学生等が出かけるとともに、まちなか・むらなかキャンパスや西部サ

テライトキャンパス等を中心に効果的な活用策を講じるなど、県内全域にわたり地域貢献活動への取組を推進する。 

③ 各種の連携活動や公開講座などの地域社会に対する大学の教育・研究成果の還元に積極的に取り組む。 

 達成すべき数値目標等  

  ・公開講座等の開催回数等 … 毎年度１，１００人の参加者数を達成する。 

  ・地域活性化・地域貢献に関する研究  … 毎年度研究３５件、成果発表３０件を達成する。 
      

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

３ 社会貢献・地域貢献に関

する目標達成のための計画 

（１）地域社会との連携に関

する目標達成のための計画 

①地域社会との連携  

平成２７年９月に文部科学省

の認定を受けた「地（知）の

拠点大学事業」（COC 事業）

に基づき、本県東部地域を中

心にその現状と課題について

把握し理解を深めるため、本

学、関係市町村や企業等で構

成する「とっとり麒麟地域活

３ 社会貢献・地域貢献に関

する目標を達成するための措

置 

①地域社会との連携 

○ 事業協働地域である鳥取

県東部地域を中心に「とっと

り麒麟地域活性化プラットフ

ォーム」との連携・協働を深

めつつ、地域の現状と課題に

ついて把握し、理解を深める

ための教育研究活動を目指し

ます。（No.67） 

 

・「とっとり麒麟地域活性化プラットフォーム   

地域連携推進会議（平成 30 年 11 月 13 日開

催）」では、若桜町の地域協力隊員などを経て、

地域に定着している本学の卒業生が、現在の活

動内容や課題などについて発表を行い、麒麟地

域（鳥取県東部と新温泉町）の自治体担当者及

び各種団体と若者の地元定着について、意見交

換を行い、課題の共有を図りました。  
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性化プラットホーム」会議に

係る取組の活性化を図りま

す。また、産官学連携の充実

を図るため産官学連携コーデ

ィネーターを配置して、更な

る連携を進めます。併せて、

必修科目である「鳥取学」の

ほか地域志向科目群の充実を

図るとともに、少人数のクラ

スを編成し実際に地域に出か

け、実践的な問題発見・解決

力を養う地域連携型少人数Ｐ

ＢＬ※科目である「プロジェ

クト研究」の充実により、地

域に愛着を持つ地域志向の人

材の育成に努めます。 

※ＰＢＬ・・・課題解決型学

修のこと。Project-Based 

Learning の略。 

 

○ 地域志向科目の充実など

のカリキュラム改革を進める

ことにより、科目群の充実や

実際に地域に出かけ実践的な

問題発見・解決力を養う少人

数ＰＢＬである「プロジェク

ト研究」を行い、その中で特

に鳥取県東部地域をフィール

ドとする「麒麟プロジェクト

研究」を実施し、学修効果を

高めます。（No.68） 

・少人数制 PBL である「プロジェクト研究１・

２・ 

３・４(16)」において、９課題を地域連携型の

課題（麒麟プロジェクト研究）とし、環境学部

と経営学部の全学生が、2年生終了までにこの麒

麟プロジェクト研究を履修するシステムを構築

しました。また、全学生が履修する「鳥取学（2

単位、必修）」をカリキュラムに加え、平成 28

年度後期より開講しています。 

・さらに、環境学部 1年生配当の「環境学フィ

ールド演習」を地域志向科目とし、鳥取県東部

の自然、社会、文化およびそれぞれの課題など

を学習しています。 

・「特別演習(16)／特別実習・演習(12)（地域社

会体験学習）」（１年次配当）を地域志向科目と

して設定し、ＳＣ鳥取が運営するプロサッカー

チーム・ガイナーレ鳥取のホームゲームに関わ

る会社業務の一環を体験実習しました（平成 30

年度単位修得：前期７名、後期 11名）。 

・平成 29年度からは環境学部 2年生配当の「自

然環境保全実習・演習 A」「循環型社会形成実

習・演習 A」「人間環境実習・演習 A」を地域志

向科目として開講し、地域をフィールドとし

た、より専門的かつ実践的な内容の実習・演習

を行っています。 

・16カリキュラムでは、平成 30 年度から、より

地域試行科目を充実させ、環境学部専門 14科

目、経営学部専門８科目、人間形成４科目とな

りました。  
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○ これらと並行し、「岩美

むらなかキャンパス」を開設

して、地域研究や地域活動の

拠点利用を促進するととも

に、「ＴＵＥＳ麒麟マイスタ

ー」の導入に向け、資格認定

の制度構築を進めます。

（No.69） 

 

・平成 30年４月に「岩美むらなかキャンパス」

を開所し、海辺の立地を活かしたゼミ活動や地

域連携・交流イベント、岩美町の地域課題に係

る公開講座などのほか、中央大学との共同フィ

ールドワーク、出張英語村など、本学の教育研

究活動の拠点として活用を図りました。（延べ

367 人利用） 

・「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業

（COC＋事業）」に基づく地域志向科目を修了

し、かつ地域活動への貢献意欲を有すると認め

られる学生に対する資格認定制度として「ＴＵ

ＥＳ麒麟マイスター」を設けました。平成 31 年

２月から４月にかけて申請があった学生に対し

て審査により資格認定を行うこととしていま

す。  
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②「地（知）の拠点大学によ

る地方創生推進事業（COC＋

事業）」の取組 

平成２７年９月に文部科学省

の認定を受けた「地（知）の

拠点大学による地方創生推進

事業」（COC＋事業）に基づ

き、鳥取大学、鳥取短期大

学、鳥取看護大学及び国立米

子工業高等専門学校と連携し

て、より一層の学卒者の県内

就労や地域定着に努めます。 

 

○ 幹事校である鳥取大学、

参加校である鳥取短期大学、

鳥取看護大学および国立米子

工業高等専門学校と連携し

て、ＣＯＣ＋事業を推進する

とともに、地域に愛着を持つ

地域指向の人材育成を通じた

卒業生の県内就職や地域定着

の増加を目指します。また、

平成２７年度に、まちなかキ

ャンパスで開始した学習支援

事業（公立鳥取環境大学スタ

ディ）を引き続き実施しま

す。（No.70） 

 

・平成 31年 3月 15 日には、県経済同友会共催

のセミナーに本学の学生が参加し、若者の地域

定着・定住対策について、地域の経営者と充実

した情報交換を行うとともに、関係構築に努め

ました。これに加え、引き続き学務課を中心と

して、鳥取県内の企業等と情報交換・収集を行

い、卒業予定者の就職支援充実を図っていま

す。 

・本学の教職課程を履修している学生が地域の

中高生の学習を支援する「環大スタディ」は、

平成 30 年度も毎週水曜日に「まちなかキャンパ

ス」にて開催し、延べ 352 人の中・高校生が参

加しました。  

 3 
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③地域連携の拠点 

地域イノベーション研究セン

ターは、地域の豊かな生活実

現に貢献するとともに、地域

振興を担う人材を育成する役

割を担い、地域経済・制度、

中心市街地や中山間地域の活

性化等の地域社会を対象とし

た調査研究・地域連携活動や

情報収集提供活動等を展開す

る、地域連携活動の拠点とし

ます。 

研究活動を幅広く行うため、

県内の産業界、行政、高等教

育機関との連携強化を図るこ

とが必要であり、地域イノベ

ーション研究センターは地域

と大学を結ぶ窓口の一つとし

て役割を果たします。 

③地域連携の拠点 

○ 地域イノベーション研究

センターは、引き続き地域の

豊かな生活実現に貢献するた

め、地域をフィールドとした

調査研究・連携活動や情報収

集提供活動等を学生とともに

積極的に展開していきます。

（No.71） 

 

・地域イノベーション研究センターでは、地域

の豊かな生活実現に貢献するため、地域課題に

関する研究や地域活性化に資する事業を行って

います。平成 30 年度の地域イノベーション研究

として、再生エネルギー、廃棄物処理、水産資

源、気象、コミュニティ、中小企業振興など、

さまざまな分野で地域課題に基づく８テーマの

研究活動に取り組みました。 

・また、これらの研究成果は、令和元年５月に

「研究発表会」を行うほか、成果をまとめた年

次報告書「地域イノベーション研究」を発行

し、広く社会へ還元することとしています。  
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  ○ 地域イノベーション研究

センターは、引き続き地域と

大学を結ぶ役割を果たしま

す。また、とっとり麒麟地域

活性化プラットフォーム並び

にその活動拠点としてのまち

なかキャンパスを運営し、地

域の窓口としての機能を果た

します。（No.72）  

・地域イノベーション研究センターでは、砂丘

ごぼうを活かした商品開発と販売促進活動、八

頭町日下部の古民家を活用したイベント、鳥取

市の中心市街地の空き家等の調査など、地元企

業や地域との連携による４件の活動に対し、「地

域連携活動推進助成金」を交付し、学生の活動

意欲の向上と地域活性化に貢献しました。 

・まちなかキャンパスは、地域の方々への交流

空間としての“場の提供”のみではなく、社会

人のキャリアアップのための公開講座、まちな

か英語村（毎週木曜日開催）、科学教室などを開

催して、生涯学習や子どもたちへの学習の機会

提供を行いました。 

・ＣＯＣ＋事業として教職課程を履修する学生

が環大スタディ」を毎週開催し、地域の中高生

たちに学習支援を行っています。 

・まちなかキャンパスは、前年度と同様、住

民、教員、学生の延べ 3,837 人が利用し、交

流、学習、語らいの場として利活用されていま

す。 
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④地域社会に対する大学教

育・成果の還元 

大学が保有する知識・情報・

教育資源及び研究成果を積極

的に地域社会に還元するた

め、地域社会のニーズを把握

するとともに、企業・団体等

との連携を図りながら、県民

への多様な学修機会の提供を

図ります。 

○ 公開講座は、引き続き広

く一般を対象としたもののほ

か、夏期休業中の小・中・高

校生を対象にしたものなど、

多様な講座を開設し、受講者

がより受講しやすい時間帯・

場所で講座を開講します。ま

た、新たに「岩美むらなかキ

ャンパス」で開催するととも

に、引き続き中部地区及び西

・広く一般向けの講座のほか、小中学生向け科

学教室や社会人向けキャリアアップ講座など多

様な参加者層を意識したテーマを設けて開催

し、平成 30 年度は計 19回 397 名が参加されま

した。 

また、従来からの鳥取、倉吉、米子会場に加

え、あらたに開設した岩美むらなかキャンパス

でも初めて講座を開催し、多数の地域住民の方

に参加していただきました。 

・小中高校生を対象とした講座 

平成 30 年８月６日（火）７日（火）、夏休み期
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広く一般の者を対象としたも

ののほか、社会人のキャリア

アップを目的として知識を体

系的に修得できるセミナー、

夏期休業中の小・中・高校生

を対象にしたもの、教職課程

を履修する学生及び指導教員

による学習支援事業「環大ス

タディ」など、内容、対象、

時間にマッチした参加しやす

い多様な講座、催しを開設し

ます。 

また、県民の知的好奇心の向

上や地域活性化に資するた

め、関係団体や地域と連携し

た公開講座の実施を検討して

いきます。 

なお、開催場所については、

本学、まちなかキャンパス、

西部サテライトキャンパスの

ほか、新たに岩美町に開設す

る「むらなかキャンパス(仮

称)」など、本学の地域連携

拠点を活かして開催します。 

 

 

部サテライトキャンパスでも

開催します。（No.73） 

 

 

間中の小・中学生を対象とした夏休み科学教室

を開催し、計 35 名が参加。 

・社会人キャリアアップ講座 

平成 30 年９月 18 日（火） 

10 月２・９･16 日（いずれも火曜日） 

11 月 21 日（水）に社会人のキャリアアップを目

的とした内容の講座を実施し、計 42 名が参加。 

・広く一般を対象とした講座 

東部地区（むらなかキャンパス１回を含む）で

７回実施し、156 名が参加。 

中部地区では、２回実施し、計 22名が参加。 

西部地区では、５回実施し、計 82名が参加。  
○ 通常授業の中でも、地域

課題をテーマとした講義や外

部講師による特別講義等につ

いては引き続き可能な限り一

般県民に公開します。

（No.74） 

 

・後期 「特別講義Ａ(16)／特別講義Ⅰ(12）」

を鳥取県との連携事業（とっとり消費者大学

「くらしの経済・法律講座」）として実施しまし

た。 

一般受講者は 622 名（計 15 回の参加者数、重複

あり）。 

3 

    

○ 公開講座等は、受講者数

1,100 人以上を目指します。

（No.75）  

・平成 30年度公開講座では、一般向け講座のほ

か、社会人対象の「TOEIC 講座」、小・中学生対

象の「夏休み科学教室」などあらゆる受講者層

を対象に計 19回開催し 397 名の来場がありまし

た。 

・また、サステイナビリティ研究所国際シンポ

ジウムや経営学部特別公開講演会、ジオパーク

科学実験教室等の大規模行事においては数百人

単位の来場者がありました。 

・その他のイベント等も含め、全体での受講者

は 2,398 名となり、目標を達成しました。 

5 
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○ 教職課程を有する公立大

学として地域に貢献するた

め、引き続き平成３０年度も

教員免許状更新講習を実施し

ます。（No.76）  

・教員免許状更新講習について、受講対象者の

増加に対応するため、昨年度より講座数と定員

を増設し、以下のように実施しました。 

期間 平成 30年 7月 21 日（土）～8月 10 日

（金） 

必修科目１科目 定員 60名 受講者数 59 名 

選択必修科目４科目 定員 90名 受講者数 84 名 

選択科目８科目 定員 170 名 受講者数 161 名 

4 

    

○ まちなかキャンパスの立

地を活かした学習支援事業

「環大スタディ」や「岩美む

らなかキャンパス」など本学

の地域連携拠点を活かした地

域連携活動を推進します。

（No.77） 

・まちなかキャンパスは、地域の方々への交流

空間としての“場の提供”のみではなく、社会

人のキャリアアップのための公開講座、まちな

か英語村（毎週木曜日開催）、科学教室などを開

催して、生涯学習や子どもたちへの学習の機会

提供を行いました。 

・ＣＯＣ＋事業として教職課程を履修する学生

が「環大スタディ」を毎週開催し、地域の中高

生たちに学習支援を行っています。 

・岩美むらなかキャンパスでは、海辺の立地を

活かしたゼミ活動や地域連携・交流イベント、

岩美町の地域課題に係る公開講座などのほか、

中央大学との共同フィールドワーク、出張英語

村など、本学の教育研究活動の拠点として活用

を図りました。 

4 
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⑤地域との連携 

地域連携に関する相談窓口と

なる地域連携コーディネータ

ーを配置し、広く地域から要

望や意見を聴取するととも

に、これらのニーズに基づく

公開講座や各種セミナーの開

催、調査・研究を行い、大学

の知の財産を地域社会に還元

します。 

 図書館については、県内外

の大学図書館や県内の公共図

書館等と連携し、資料の充実

を図るとともに、学生・教職

員の利用にとどまらず、広く

一般に利用されるよう環境整

備に努めます。 

 西部サテライトキャンパス

○ 地域連携に関する相談窓

口であるまちなかキャンパス

で、引き続き広く地域から要

望や意見を受け付けます。ま

た、新たに「産官学コーディ

ネーター」を配置し、「地域

連携コーディネーター」との

連携により、本学の知の財産

を積極的に地域社会に還元す

ることを目指します。

（No.78） 

・まちなかキャンパスでは地域の相談窓口とし

て、学生ボランティアの派遣や専門知識を持つ

教員の紹介など、さまざまな依頼や相談に対応

しています。 

・受託研究や共同研究を推進し、産官学連携を

より深めるため、平成 30年度より専任の産官学

連携コーディネーターを配置し、研究シーズ集

の作成、関係機関によるコンソーシアムによる

連携活動、県内経済団体が開催する異業種交流

会等への積極的参加などにより、企業ニーズと

研究シーズのマッチング活動を推進しました。 

4 
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では、公開講座や講演会、研

究成果発表会等を開催、また

高校や企業・団体等との連携

窓口としての機能を果たしな

がら、鳥取県西部地区に対す

る地域貢献を実施します。 

【数値指標の年次的目標等】 

・公開講座等の開催回数等 

毎年度 1,100 人以上の参加者

数を目指します                

・地域活性化・地域貢献に関

する研究 

毎年度、研究テーマ数 35テ

ーマ、成果の発表回数 30回

以上を目指します      

 

 

○ 図書館については、公立

大学協会中国四国地区図書館

協議会、鳥取県大学図書館等

協議会及び鳥取地区図書館実

務者連絡会と連携し、情報共

有を図りながら利用者ニーズ

の把握に努め、相互の利用促

進に資する取組を進めます。

また、地域住民への一般開放

により、市民・県民の利用促

進を図ります。（No.79） 

  

・情報メディアセンターの利用促進方策とし

て、鳥取市報や本学 Web サイト等を通じて、利

用者カードの無料発行や開館情報等を掲載し、

広報・周知を図りました。なお、平成 30 年度の

新規利用者は 52 人でした。 

・地域の方への一般開放イベントとして、８月

18 日には「小林先生の身近な動物のはなし ― 

実験を見ながら考えよう」を開催するととも

に、爬虫類とその関連図書の展示を通年行い、

爬虫類に給餌する様子を見て頂く「公開給餌」

を年４回行うことで、大学図書館になじみのな

い小・中学をはじめとした地域の方に大学図書

館を利用して頂くことができました。 

（公開講座・公開給餌参加者計 44人） 

・この他、一般利用促進の一環として図書館運

営の学生協働に取り組み、平成 30年４月～平成

31 年３月に「チーム SDGｓ」や「ヤギ部」の活

動紹介を館内で行い、その周りに関連図書を展

示することで、地域の方に学生活動の一部を紹

介しました。 

3 

    

○ 西部サテライトキャンパ

スでは、引き続き高校や企

業・団体等との連携窓口とし

ての機能を果たしながら、県

西部地区における地域交流事

業を実施します。 

また、県民を対象とした公開

講座や講演会も実施します。

（No.80） 

・34 校の高校を訪問し、延べ 59 回の訪問を実施

するとともに ６回の進学ガイダンス・進学相

談会に参加した。 

・31年１月には直前進学相談会を西部サテライ

トキャンパスで実施した。 

・公開講座を５回実施。 

・西部総合事務所、市町村役場を訪問し地域交

流の取組を促進した。また、「伯耆町地方創生推

進会議」「鳥取県西部地域振興協議会地方創生有

識者会議」「米子市中心市街地活性化協議会」

4 

    



81 

 

・鳥取県西部総合事務所及び

近隣市町村と連携をとりなが

ら、学生を主体とした地域交

流事業に積極的に取り組みま

す。 

・平成２５年度より実施して

いる「伯耆町日光地区協議会

との交流事業」については、

平成 26 年に伯耆町並びに伯

耆町日光地区協議会と締結し

た協定に基づき、引き続き積

極的に交流するとともに、伯

耆町との交流も推進します。 

・鳥取県民チャンネルコンテ

ンツ協議会のコンテンツを有

効利用し、平成 29年度に続

き、「未来への授業」を制

作・放映し県民に対し公立鳥

取環境大学の魅力を広報しま

す。 

・平成 29年度前期の「自然

環境保全実習･演習Ａ（環境

学部２年授業科目）」で実施

したように、鳥取県西部地区

を研究フィールドとし、教員

や西部地区の行政、企業等と

連携した活動に取り組みま

す。 

 

「角盤町エリア活性化プロジェクト」などの委

員として参画した。 

・学生を主体として、伯耆町添谷地区との地域

交流を積極的に展開した。 

・西部地区で実施された「伯耆国「大山 1300 年

祭」」の行事に実行委員代理として積極的に参加

した。 

・第３回山の日記念全国大会 in 鳥取歓迎フェス

ティバル里の恵み感謝祭に大学としてポスター

セッションと伯耆町の朝採れ野菜の販売を出店

した。 

・中海テレビ放送において、「未来への授業」を

引続き制作、放映した。 

・大山町教育委員会と共催で「出張英語村 in 大

山町」を昨年度に続き開催した。 

・「循環型社会形成実習・演習Ｂ」の授業で西部

地区の自然エネルギー施設見学と西部サテライ

トキャンパスで地域電力会社について企業とデ

ィスカッションを実施した。 
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○ 引き続き地域活性化・地

域貢献に関する研究 35テー

マ以上、成果の発表 30回以

上を目指します。（No.81）  

・平成 30年度には、23件の地域活性化に関する

研究・受託調査を行いました。 

・また、成果発表については、学外講義や公開

講座等により 30 件の成果発表を行いました。 3 

    

○ 地域住民等が気軽に英語

村を利用することができるよ

う、引き続きまちなかキャン

パスでの「まちなか英語村」

を定期的に開催するととも

に、東・中・西部の市町村に

も出向いて「出張英語村」を

開催します。（No.82）  

・毎週木曜日（祝日、年末年始などは除く）

に、まちなかキャンパスで「まちなか英語村」

を実施しました。合計で 950 人が参加されまし

た。 

・また、東部・中部・西部地域の各市町及び兵

庫県の新温泉町で出張英語村を開催し 433 名が

参加しました。 

①鳥取市 平成 30年 8 月 17 日 17 名 

      平成 30年 9 月 19 日 102 名 

       平成 30 年 9 月 21 日 30 名 

②米子市  平成 30年 9 月 5 日  19 名 

      平成 31 年 3 月 12 日 26 名 

③倉吉市  平成 30年 9 月 1 日  15 名 

④岩美町  平成 30年 9 月 12 日 96 名 

      平成 31年 3 月 13 日 11 名 

⑤湯梨浜町平成 30年 8 月 22 日 21 名 

⑥大山町 平成 30年 8 月 18 日 34 名 

⑦新温泉町平成 30年 8 月 1 日  24 名 

     平成 30年 8 月 20 日 38 名   

3 
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大項目 Ⅰ 大学の教育等の質の向上 
   

小項目 ３ 社会貢献・地域貢献 

（２）地域の学校との連携 

   

中期目標 子どもたちの知的好奇心を高める「学びの場」として活用されるよう、県内全域の小中学校、高校との連携を強化する。 

また、出前授業や英語村等の積極的な実施によって、本学への関心を高める。 

 達成すべき数値目標等  

  ・小中学校、高校への出前授業回数 … 毎年度２８回以上実施する。 

・小中学校、高校の公式行事としての利用回数 … 毎年度２５回以上の利用を目指す。 

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

⑥地域の学校との連携 

現在、教員派遣や受入れ、出

前授業等を行っている高・大

連携の更なる充実を目指すた

め、県下の小・中・高校への

教員の派遣、夏期休業中のセ

ミナーや出張英語村の開催な

ど、教育支援に取り組みま

す。 

【数値指標の年次的目標等】 

・小中学校、高校への出前授

業回数  

 毎年度 28 回以上の実施を

目指します                      

・小中学校、高校の公式行事

としての利用回数 

毎年度 25回以上の利用を目

指します                       

○ 鳥取県教育委員会との協

定に基づき、引き続き県下の

小中学校、高校への教員の派

遣や、教育支援に取り組みま

す。（No.83）  

・平成 30年度の高大連携は、５高等学校、10 テ

ーマについて、９名の教員を派遣しました。 

・県内の小中学校等から依頼のあった学習支援

ボランティアに学生 24名（６件）が参加しまし

た。 

3 
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○ ホームページで出前授業

の一覧を公開し、近隣県での

利用を薦めます。（No.84） 

・出前授業の内容及び一覧をホームページで公

開し、近隣県の高校訪問等の際に紹介するな

ど、周知に努めました。 3 

    

○ 小中学校、高校への出前

授業 28 回以上、英語村など

の施設の小中学校、高校の公

式行事としての利用回数 25

回以上を目指します。また、

西部サテライトキャンパスで

も「出張英語村」「科学教

室」を開催します。（No.85）  

・30 年度の実績は出前授業の 11 件、出張英語村

13 件の計 24 件と目標を達成できませんでした。 

・高校、小中学校の大学見学は 11回、英語村の

来村が 8件の計 19件実施しました。 

・西部サテライトキャンパスでも、次のとおり

実施しました。 

９月と３月の計２回一般向けの英語村を開催し

ました（参加者 45名）。 

12 月に小学生を対象とした英語村を開催しまし

た（参加者 22名）。  

3 

    

⑦ＴＵＥＳサポーターの任命 

○ 大学の運営に対して、意

見や提案を行う TUSE サポー

ターについて、配置方法等を

検討します。（No.86） 

 

・地域で活躍する青年、高校ＰＴＡ関係者及び

本学学生保護者計 15 名をＴＵＥＳサポーターに

任命しました。本学役職員との意見交換会（Ｔ

ＵＥＳ青年懇話会）を開催し、学生の人材育成

や大学の魅力向上などについて貴重な意見を伺

いました。 

4 
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大項目 Ⅰ 大学の教育等の質の向上 
   

小項目 ３ 社会貢献・地域貢献 

（３）国際交流 

   

      

中期目標 ① 海外大学との連携をスムーズに展開するための体制を整備し、一層の大学相互間での教育・研究の進歩、発展がなされ

る交流となるための取組を推進する。 

② グローバルに活躍できる人材を育成するため、留学機会を提供するための方策の充実を図るとともに、積極的な派遣や

受入れのための取組を推進する。 

達成すべき数値目標等  

  ・海外大学との学生交流・文化交流 … 毎年度学生数５０人、交流回数１０回以上を目指す。 

・海外大学との教員交流・学術交流 … 連携大学数を増加し、共同研究を実施する。 

      

      

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

（２）国際交流に関する目標

達成のための計画 

①海外大学との交流推進と環

境整備 

国際交流センターを通じて、

海外大学等との交流を推進す

るとともに、県内外の国際交

流に関する団体等との連携を

強め、大学の国際化を図りま

す。 

 現在協定を締結している大

学とは、学生交流をはじめ、

交換留学や研究交流等の実績

を重ねるとともに、協定締結

（２）国際交流に関する目標

を達成するための措置 

①海外大学との交流推進と環

境整備 

○ 平成 30 年度も引き続き

清州大学（韓国）との間で相

互に留学を実施するととも

に、清州大学、ウラジオスト

ク国立経済サービス大学（ロ

シア）及びミドルベリー大学

（米国）等との交流を継続し

ます。（No.87）  

平成 30 年度は、次のとおり協定校等との交流事

業を実施し、概ね計画通りの結果となりまし

た。 

【派遣】 

  ①清州大学校（韓国） 

研修交流 12 名 

  平成 30 年８月７日～８月 10 日 

②ユニテック工科大学（ニュージーランド） 

 研修交流２名  

平成 30 年８月 17 日～９月 17日 

 ③ウラジオストク国立経済サービス大学（ロ 

シア） 

研修交流８名 

   平成 30年９月２日～９月９日 

3 
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大学数の拡大に向けた取組を

進めながら、更なる大学相互

間での教育・研究の推進を図

ります。 

また、海外からの留学生の住

居や研修できる施設の整備に

ついて検討します。 

【数値指標の年次的目標等】 

・海外大学との学生交流・文

化交流 

毎年度、学生 50 人以上、交

流回数 10回以上を目指しま

す。 

・海外大学との教員交流・学

術交流 

  中期計画中に連携大学数

を増加させるとともに、共同

研究を実施することを目指し

ます。 

【受入】 

  ①清州大学校（韓国） 

   交換留学４名 

   研修交流 15名  

平成 30 年８月 14 日～17日 

 ②ユニテック工科大学（ニュージーランド） 

  研修交流２名  

平成 30 年 11 月 26 日～12 月 25 日 

  ③ウラジオストク国立経済サービス大学

（ロ 

シア） 

  先方の都合により中止 

 ④ミドルベリー大学（米国） 

   研修交流 11 名  

平成 30 年 10 月 13 日～10 月 15 日 

○ これまでの海外大学との

教員交流の実績を踏まえ、共

同研究の実施に取り組みま

す。（No.88） 

・海外の大学との共同研究を推進するために海

外出張する場合の旅費の一部を助成する制度を

設け、5名の教員が教員同士の交流を行いまし

た。そのうちタイの大学と本学環境学部との連

携協定を進めており、この協定の実現と共同研

究の実施に取り組んでいくこととしています。  

3 

    

○ 海外大学との学生交流・

文化交流について、参加学生

数 50人以上、交流回数 10 回

以上を目指します。（No.89）  

・新たな海外大学との連携を目指し、本学では

初となるヨーロッパ圏の大学との交渉を進め、

カッセル大学（ドイツ・ヘッセン州）への語学

留学プログラムの実施について合意に至りまし

た。 

令和元年 5月には、両大学で MOU を締結し、8月

～9月の 3週間に留学派遣を実施することとして

います。 

4 
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・平成 30年度は、次のとおり海外大学との学生

交流・文化交流を実施しました。本学の参加学

生数は 52人、交流回数は９回となりました。 

【派遣】25 人 

 ①清州大学校（韓国）：12 人 

 ②ユニテック工科大学（ニュージーランド） 

  ：２人 

 ③ウラジオストク国立経済サービス大学（ロ  

シア）：８人 

④平昌オリンピック 1周年記念青少年交流事業

（江原道）：３人 

【受入時】27人 

 ⑤ユニテック工科大学（ニュージーランド） 

  参加学生は、派遣時と同じ。 

⑥ミドルベリー大学（米国）：11 人 

⑦吉林省青少年交流（鳥取県主催）：６人 

⑧ウラジオストク国立経済サービス大学 

観光専攻団（２回）：10人 

②海外留学の促進 

学生の海外留学を促進するた

め、外国人スタッフとの英会

話等を通じて、楽しみながら

異文化体験や基礎的な英語コ

ミュニケーション能力を身に

○ 英語村では、スタッフと

会話しながら英語を理解する

力や伝える力をより高めるた

めに、活動内容の充実強化を

図ります。（No.90） 

 

・英語村スタッフとのチャットによる学生の英

語力の向上に努めたほか、学生の意見を踏まえ

タレントショーや語学留学体験の発表など、学

生主体のアクティビティを充実させることによ

り、学生の参加意欲を高めました。 

3 
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付けることが出来る「英語

村」の充実を図るとともに、

語学の資格取得に対して受検

費用の一部を助成することに

より語学力の更なる向上を支

援します。また、海外留学を

行う学生に対し、渡航費の一

部助成の支援を引き続き行い

ます。 

【数値指標の年次的目標等】 

・留学経験学生数 

 H30:40 人 

 H31:40 人 

 H32:45 人 

 H33:45 人 

 H34:50 人 

 H35:50 人 

 

○ 英語村の利用による異文

化体験、学生への情報発信及

び海外の学生との交流等を通

じ、引き続き海外留学に対す

る興味を高めます。（No.91） 

・英語村の活動を通じた異文化の紹介、国際交

流センター職員のカウンセリング、海外留学を

経験した学生による体験談など、あらゆる機会

を捉えて留学意欲の向上を図った結果、平成 30

年度に海外留学をした学生は、30人（前年 19

人）となり、前年の 1.57 倍となりました。 
3 

    

○ 留学を促進するため、留

学先での取得単位を本学の単

位として認定する制度を、検

討します。また、海外語学実

習科目については、今後の実

施方法、実施校等について検

討します。（No.92） 

 

・学術交流協定等を締結している海外の大学へ

の留学を利用して「海外英語実習(12)」「海外語

学実習(16)で単位認定する仕組みを整えてお

り、海外語学実習(16)で 15 名が単位修得しまし

た。 

・清州大学との交換留学においては、帰国後に

韓国語担当教員の評価により「韓国語」の単位

認定する仕組みも整えています。 

・今後も引き続き、より学生が留学しやすい制

度設計について検討します。                 

3 

    

○ 留学経験学生 40 人以上

を目指すとともに、引き続き

留学を促進するための経済的

支援制度を実施します。

（No.93） 

・平成 30年度の在籍学生のうち、留学経験（交

換留学、語学研修）をした学生の数は、90人

（交換留学２人、語学研修 88人）となりまし

た。また、平成 30年度に語学研修に参加した学

生 30人に経済的支援を行いました。 

＜語学研修＞ 

① メリルハースト大学（アメリカ、英語)

１人 

平成 30 年８月４日～９月３日 

 ②ボンド大学（オーストラリア、英語）14 人 

平成 31 年２月 15 日～３月 11日 

5 
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③ユニテック工科大学（ニュージーランド、英

語）３人 

平成 31 年２月 22 日～３月 18日 

④トリニティ・ウエスタン大学（カナダ、英

語)12 人 

平成 31 年２月 28 日～３月 30日 

 

③国際交流窓口機能の充実 

国際交流の窓口である本学の

国際交流センターを通して、

鳥取県国際交流財団、鳥取大

学国際交流センター及び

JICA 中国国際センター等と

連携を図り、外国人留学生の

受入れや留学生の派遣、留学

支援に関する情報を収集する

とともに、情報交換等を通じ

て大学の国際化等を図ってい

きます。 

○ 鳥取県国際交流財団、鳥

取大学国際交流センター、鳥

取県留学生交流推進会議等と

の意見交換等を通じ、引き続

き外国人留学生の受入れや留

学生の派遣、留学支援に関す

る情報の収集、検討を行いま

す。（No.94） 

 

・外部団体の諸会議への参加や日頃の情報連携

を通じて、外国人留学生の受入や生活支援など

を充実させるよう取り組みました。 

・本学で受入している留学生の学生生活を支援

するため、国際交流センターの複数の職員が相

談にあたっています。 

・留学支援に関しては、国際交流センターと英

語村が、留学情報の発信だけに留まらない総合

的な相談窓口となり、学生の不安解消や動機付

け等を行うとともに、一人ひとりの状況や希望

に合わせて相談に応じています。 

  

3 
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 ○ 国際交流推進のための組

織体制を引き続き整備すると

ともに、外国人留学生の受け

入れを行うため、引き続き教

育環境の整備や奨学制度の実

施、相談窓口の設置など、安

心して大学生活を送ることが

できるよう外国人留学生を支

援します。（再掲 No.53） 

 

・国際交流センターが行う国際交流活動を通じ

て大学の国際化を推進しました。 

・国際交流センターに、韓国語・中国語圏担当

専門職員 1名及び英語圏担当の専門職員を２名

配置して、外国人留学生や海外大学からの受入

学生の学習面や生活面の相談に対応しました。 

・本学独自の私費外国人留学生の入学料・授業

料減免制度を利用して、平成 30 年度は２人の授

業料減免を行いました。 

3 
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大項目 Ⅱ 業務運営の改善及び効率化 
   

小項目 １ 経営体制 
   

      

中期目標 健全かつ強固なガバナンスを構築し、将来にわたって安定的で持続可能な大学経営を行うため、学生や地域のニーズを把握

するとともに、機動的で積極的な運営が可能となる体制を整備し、理事長（学長）がリーダーシップを十分に発揮した経営

を行う。 

このため、理事長（学長）のもとで、県民の意見を十分把握し、外部の有益な意見を積極的に取り入れ、教職員が一致団結

して、継続的に大学の経営改善に取り組む体制を構築する。 

 達成すべき数値目標等  

 ・全学的な大学行事への参画率 … オープンキャンパス、出前授業等の教職員参加率８０％以上を目指す。  
      

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

１ 経営体制に関する目標達

成のための計画 

理事長（学長）の下に教職員

が一丸となって大学運営に取

り組むために、幹部会議等に

おいて、法人及び大学の運営

全般及び重要事項について協

議し、情報を共有するととも

に、学外理事及び経営審議

会、教育研究審議会の学外委

員の意見を大学運営に十分反

映する体制を構築します。 

さらに、理事長がリーダーシ

ップを発揮できるよう、事務

局体制を整備し、健全な大学

運営を行っていきます。  

○ 引き続き幹部会議等を適

切に運営し、学内での情報共

有と意思決定の迅速化を図り

ます。また、経営審議会、教

育研究審議会の学外委員の意

見を大学運営に反映します。

（No.95）  

・幹部会議は、引き続き定例的に開催し予算、

決算などの財務情報や大学運営に関係する重要

な事案（今後の SDGs の取組に係る協議、入試改

革、内部質保証の検討）など、大学の新たな取

組について、協議、情報共有を行った。（平成 30

年度 21 回開催） 

・平成 30年度は、経営審議会を４回、教育研究 

審議会を４回開催しました。年度計画や予算編

成、重要規程の制定等に係る審議を通じて学外

委員の意見を反映しています。 3 
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○ 教職員一人ひとりが大学

運営に対する意識を高めるこ

とにより、引き続きオープン

キャンパス等全学的行事への

教職員参加率 80％以上を目

指します。（No.96） 

・全教職員のうち 98％が参加しました。職員は

運 

営スタッフとして、教員はイベント(模擬授業、

研究室公開)を担当しました。 
4 
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大項目 Ⅱ 業務運営の改善及び効率化       

小項目 ２ 地域に開かれた大学づくり        
          

中期目標 大学の教育・研究や地域連携の諸活動、大学運営状況等に関する情報の積極的な周知、情報公開を行う。 

また、行政、県内企業、団体と連携した取組を推進するとともに、外部との迅速かつ円滑な意思疎通を図り、大学運営に参

画する外部有識者等の優れた知見を的確に取り入れるなど、連携活動を効果的に実施するとともに、地域社会の要請に応え

大学運営に反映されるよう、諸活動の点検・評価を行い、改善・向上に向けた取組を推進する。 

 達成すべき数値目標等  

  ・高校、保護者等との意見交換 … 県内高校や経済界等との意見交換、保護者会を毎年度開催する。  

            

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

２ 地域に開かれた大学づく

りに関する目標達成のための

計画 

教育・研究や社会貢献の成

果・実績やイベント情報をマ

スメディアに情報提供すると

ともに、「県政だより」や

「鳥取市報」を活用して大学

をアピールします。また、大

学ホームページを使いやすく

分かりやすい中身に刷新する

など、積極的な情報発信を行

います。 

県内高等学校長及び県内経済

団体との意見交換の場を毎年

度設定するとともに、高校の

進路指導担当教員との連絡調

整を密に行うことにより、高

○ 引き続きホームページの

コンテンツの充実や本学の

様々な活動について積極的に

マスメディアに情報提供する

とともに、「県政だより」や

「とっとり市報」を活用して

活動内容をアピールします。

（No.97） 

 

 

・本学主催で開催した講演会、シンポジウム等で大

学案内、公開講座等のチラシ配布を行うなど情報発

信に努めました。 

・鳥取市報にイベント告知等を掲載し、参加促進を

図りました。 

・マスコミ資料提供件数 58 件、そのうち 29件が掲

載されました。 

・公式ホームページでは「ＴＵＥＳレポート」72

件、「お知らせ」81件を掲載しました。 

・情報収集体制強化のために、毎月１回全教職員に

対して、情報提供を依頼するメールを送信するな

ど、学内の情報収集に努めるとともに、定期的に広

報を意識してもらえるよう努めました。 

・各種ＳＮＳを活用し、即時性のある情報発信や、 

オープンキャンパスにおいてイベント情報の随時発

信などを引き続き行いました。また、学部がＳＮＳ

を利用するにあたり、必要に応じて運用支援を行い

ました。 

4 
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校の大学教育に対する期待や

要望を聞き取ります。併せ

て、教育委員会とも緊密な関

係を構築し、県・市と連携し

ながら大学の運営・教育の改

革を進めます。在学生の保護

者会を毎年度開催し、大学を

取り巻く社会環境をはじめ、

本学の教育、研究及び社会貢

献活動に関する報告を行い、

大学に対する理解を深めると

ともに、保護者からの要望や

意見を基に、その後の学生支

援等に活かします。 

【数値指標の年次的目標等】 

・全学的な大学行事への参画

率  

毎年度、オープンキャンパ

ス、出前講座等の全学的行事

への教職員参加率 80％以上

を目指します 

・高校、経済団体、保護者等

との意見交換会の実施 

毎年度、県内高校及び経済団

体との意見交換会並びに保護

者会の開催を目指します。 

○ 引き続き、講演会、シン

ポジウム等の機会を活用し、

案内、説明、チラシ配布等情

報発信を積極的に行います。

（No.98） 

・本学主催で開催した講演会、シンポジウム等で大

学案内、公開講座等のチラシ配布を行うなど情報発

信を行いました。 

3 

    

○ 設置者の協力を得なが

ら、大学活動に関する県民の

認識や要望についてのアンケ

ートを実施します。（No.99）  

・県政参画電子アンケートにおいて、大学の活動等

に関する県民の認識や大学が取り組むべきこと等に

ついてのアンケートを実施しました。 3 

    

○ 県内高等学校長との意見

交換会、進路指導担当教員説

明会を開催し、引き続き本学

の教育に対する期待や要望を

聞き取ります。（No.100） 

・県内高等学校長との意見交換会を９月 14日

（木）に倉吉で開催し、34 校の出席をいただきま

した。 

・６月に高校教員対象説明会を本学と米子で開催

し、大学説明を行いました。(23 校、39名参加) 

3 
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○ 在学生の保護者に対し、

学報や成績表等を送付し、本

学や学生の現状を報告すると

ともに、必要に応じて保護者

と教職員が面談を行うなど、

引き続ききめ細かく学生を支

援します。また、保護者会の

開催時期、開催場所、内容等

を検討します。（No.101） 

・前年度に引き続き、個人情報の適正な管理に配  

慮の上、前期（９月)、後期（翌年度４月）の２

回、成績通知書を保護者に送付しました。 

・進級要件が適用される 16 カリキュラムの学業成

績不振者及びその保証人に対し、前期・後期に書面

により注意喚起を行いました。また、12 カリキュ

ラム以前の学業成績不振者及びその保証人に対し、

後期に書面により注意喚起を行いました。 

・注意喚起を通知した学生には、自分の将来につい

て十分検討し、保護者とよく話し合ったうえで「修

学状況調査票」を記入し、チューター面談を受けて

今後の修業意思を確認するよう指導しました。ま

た、作成した「修学状況調査票」は学務課に提出さ

せるようにしました。 

・保護者懇談会を 2019 年 11 月に開催することを目

指し、その企画原案を検討しました。 

3 

    

 ○ また、公立鳥取環境大学

を支援する会等を通じて、経

済界等と意見交換を実施しま

す。（No.102） 

 

・「公立鳥取環境大学を支援する会 定期総会（平成

30 年７月 24 日開催）」にて学生の地域活動研究内

容を発表したほか、「公立鳥取環境大学との産学官

連携に関する懇談会（平成 31年２月 19日開催）」

においても、教員及び学生による研究成果の発表を

行い、公立鳥取環境大学を支援する会の会員企業や

鳥取県、鳥取市との意見交換を行いました。 

・また、平成 30 年度は、「鳥取県商工会連合会との

意見交換会（平成 30 年 10 月 23 日開催）」を開催し

ていただき、本学の幹部と連合会の役員のみなさん

と大学との連携方策について意見交換を行いまし

た。 

3 
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大項目 Ⅱ 業務運営の改善及び効率化 
   

小項目 ３ 事務局の組織・人事制度と人材育成 
   

      

中期目標 （１）教職員の資質向上を図るため、研修への参加促進や研修内容の改善などによるＳＤ（スタッフ・ディベロップメン

ト。大学職員の能力開発）の充実、また、他大学や他機関との人事交流などの具体的な取組を実施し、多彩で有能な教職員

養成を行う。 

（２）人事評価制度の内容を常に見直しながら、効果的に活用することで、職員の意欲や熱意を高めるとともに公立大学の

職員としての人材育成を考慮した人事を行う。  
  

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

３ 事務局の組織・人事制度

と人材育成に関する目標達成

のための計画 

（１）多彩で有能な事務職員

養成 

大学職員としての基本的知識

や、大学を取り巻く環境、他

大学の先進的な取組を学び、

その知識等を学内に活かせる

よう、外部で開催される研修

会等への参加やＳＤを計画的

に実施します。 

 また、他大学の先進的な大

学運営業務や運営方法につい

て調査・確認することによっ

て、本学での展開や応用を通

しての業務改善に繋げるとと

もに、他大学職員との交流を

通じて、事務職員間のネット

ワークを構築していきます。 

 中期計画期間内には、設置

３ 事務局の組織・人事制度

と人材育成に関する目標を達

成するための措置 

（１）多彩で有能な事務職員

養成 

○ ＳＤ（スタッフ・ディベ

ロップメント）に関する大学

設置基準等の改正に対応し、

引き続き職員の研修計画・体

制整備を進めます。

（No.103） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・平成 29年度から事務職員に加え教員が SDの

対象となったことから、平成 31 年度に向けて SD

推進委員会委員の構成を見直しました。 

H30.9.19…AED を使用した心肺蘇生法研修 

H30.9.21…メンタルヘルス研修 

H31.3.1…コンプライアンス研修（個人情報 保

護） 

H31.3.8…救命救急講習 

H31.3.19…人権研修  

3 
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者との連携を図り、企画提案

力・実行力を兼ね備えた人材

の育成を目指して、設置者へ

の派遣研修を引き続き実施し

ます。  

 

○ 公立大学協会主催の研

修、鳥取県職員人材開発セン

ター主催の研修等に参加し、

引き続き事務職員としての能

力開発を行います。また、外

部のノウハウを活用し、人材

育成について、体系的なプロ

グラムを実施します。さら

に、設置者との交流人事を実

施し、長期研修を行います。

（No.104） 

 

・公大協及び県主催の研修に引き続き参加して

います。 

○県主催 

 新任課長補佐級研修、新任係長級研修、ほか 

能力開発研修多数 

○公大協主催 

 公立大学職員セミナー、教務系実務者研修、 

教育改革分科会、国際課分科会、研究促進分 

科会、入学者選抜分科会 

○人材育成 

所属長面談等を通じて職員のキャリアビジョン

の形成や業務目標に対する意識の向上等を図り

ました。 

・平成 27年度から鳥取県と交流人事を継続し 

て実施しており、平成 29年度から１名研修派遣

しています。 

3 
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○ 公設民営大学から公立大

学化した大学（高知工科大

学、名桜大学、静岡文化芸術

大学、長岡造形大学ほか）と

の研修会に参加し意見交換を

することにより、他大学の優

れた業務遂行方法や仕組み等

を吸収し、他大学職員との交

流も同時に深めます。

（No.105） 

・平成 30年 11 月 19 日及び 20日に、公立大学

法人山陽小野田市立山口東京理科大学において

開催された実務研修会に、本学職員４名が参加

し、それぞれ担当業務に関する分科会等を通

じ、参加大学との交流を深めるとともに、業務

内容に関し理解を深めました。 

3 

    

（２）事務職員人事評価制度

の導入 

新しく導入した事務職員人事

評価制度を活用により、職務

遂行能力と成果を踏まえた評

価を行い、評価結果を給与や

昇任に反映させ、活力に満ち

た職員組織を目指します。ま

た、年齢構成にも配慮し、若

手事務職員の採用を計画的に

行うとともに、定期的・計画

的な人事異動により、組織の

流動化を図り、組織を活性化

します。  

○ 引き続き評価結果を昇任

や昇給、異動等に反映させる

とともに人材育成に活用する

評価制度に取り組みます。

（No.106） 

・事務職員に対する人事評価を行っており、評

価結果を定期昇級時の昇給数に加味していま

す。 

 

 

  

3 

    

○ 業務の繁忙を勘案し７月

異動を基本としつつ、必要に

応じて人事異動を行い組織の

活性化を図ります。

（No.107） 

・平成 30年 10 月に担当制から係制に組織を改

め、係長を配置する等の人事異動を行いまし

た。 

・２名の新規採用職員を総務課、企画交流推進

課に配置し、組織の活性化を図りました。 3 
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大項目 Ⅱ 業務運営の改善及び効率化 
   

小項目 ４ 大学の効率化・合理化 
   

中期目標 限られた財政、人的資源で効率的に大学運営が行える体制を整備し、常に点検・見直しがなされるための具体的な策を講

じ、効率的、合理的な業務運営を図る。 

教員、職員の定員規模についても、質の高い教育環境の維持を担保しつつ、効率的な運営が図れるスリムで合理的な体制を

目指し、点検・見直しを行う。  

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

４ 大学の効率化・合理化に

関する目標達成のための計画 

限られた財政資源、人的資源

で効率的に大学運営を行いま

す。収入の安定化・拡大を図

るためには、志願者数や入学

者数の安定的な確保や学納金

の確保等が重要であり、授業

料未納の状況等の年々の課題

を分析し、具体的な対策を講

じます。予算は、大学運営の

優先順位に基づき、全学的、

戦略的に配分します。 

理事長の迅速な意思決定を補

佐するため、役員をメンバー

とした幹部会議等で検討し、

理事長（学長）のリーダーシ

ップの下、教職員が一丸とな

る体制とし、効率的な予算執

行を行います。 

教員、事務職員の定員規模に

ついては、大学設置基準に基

づき配置するとともに、教員

○ 予算を編成するにあたっ

ては、限られた財政資源を有

効活用することを念頭に、重

点的に取り組むべき事項を定

め、具体的な課題に対し、大

学運営の優先順位に基づき、

戦略的に配分します。

（No.108）  

・平成 31年度当初予算編成方針において、次の 

とおり戦略的かつ重点的に取り組む事項及び第

２期中期計画を円滑に行うための重点実施事業

を定めて、予算化・事業化しました。 

１ 教育研究     

・本学独自のリベラルアーツとＳＤＧｓの理念

を踏まえた教育研究の推進 

・内部質保証に係る体制の強化と認証評価の審

査に向けた自己点検評価の実施 

  ・学生学修活動を的確に把握するポートフ

ォリオシステムの導入 

・語学力向上による国際社会で活躍できる人材

の育成 

・競争的研究資金や受託共同研究などの外部資

金の獲得に向けた支援の強化や特別研究費の使

途の拡充等による、教員の研究活動促進、若手

研究者の育成     

・快適な学習環境（ファシリティ）の整備 

・実験研究棟実験機器の計画的整備   

２ 就職活動支援 

・実質的かつ体系的なキャリア教育の実施とき

め細やかな指導 

3 
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人事制度、事務職員人事制度

及びＦＤ、ＳＤにより、質の

高い教職員を養成し、効率的

な運営が図られるスリムで合

理的な体制とします。  

・幅広い企業等との関係構築による就職先の確

保 

・就職支援センター等を活用した就職支援の充

実 

・同窓会組織との連携強化    

３ 国際交流 

・海外大学等との交流の充実及び交流拡大に向

けた取組みの実施 

・海外留学及び留学生受け入れ等に対するサポ

ートの充実 

・英語村の活動の充実 

４ 地域・産官学連携 

・産官学連携の強化 

・学生・教員の地域貢献活動への参加支援    

５ 学生生活支援 

・障害者差別解消法に基づく合理的配慮の提供 

・学生支援及び学生相談の機能充実 

・学生支援に関する手法の整理と教職員研修の

実 

 施 

・心身の健康や安全・衛生に配慮した快適な環

境整備やアメニティの向上 

６ 入試・広報 

・県内志願者数増加のための広報活動の強化 

・志願者確保に向け、現状分析を踏まえた入試 

広報の強化 

・ホームページのリニューアルの実施 

７ 組織・業務体制     

・教職員住宅の一部を利用した留学生等向け宿

舎への改修等大学施設・設備の有効活用及び保

全計画に基づいた修繕の実施 

・ＩＲを推進するための組織体制の整備 
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・多彩で有能な事務職員養成のための研修等の

充 

 実 

・内部質保証に係る体制の強化と認証評価の審

査に向けた自己点検評価の実施 

・創立 20周年記念事業の検討 

※上記は抜粋 
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○ 継続事業については事業

目的を再確認するとともに内

容を点検し、廃止の可能性や

実施の必要性を十分検討する

とともに、継続する場合に

は、トータルコストを考慮

し、より効果が見込めるよう

な見直しを行います。

（No.109） 

・継続事業については、平成 31 年度当初予算編

成の中で事業の見直しを行うとともに、併せて

年度計画策定時にも事業内容の検討を行いまし

た。具体的には前年度の費用対効果を確認する

とともに、人件費等目に見えない支出がある場

合はそれらも加えて勘案し、予算化するかを斟

酌しました。その結果、平成 31 年度当初予算は

平成 30 年度当初予算に比べ、人件費等を除いた

経常費用ベースで 4,741 千円の減額を達成しま

した。 

4 

    

○ 常にコスト意識をもった

予算管理を徹底するととも

に、複数年契約など契約内容

の見直しや、契約における競

争的環境を確保するなど、引

き続き経費削減に努めます。

（No.110）  

・複数者から参考見積を徴収し予定価格を決め

る 

等、コストを意識して入札・契約事務をおこな

うことで、費用低減に努めました。 

・4半期毎に期末執行見込を事務局各課から報告

してもらうことにより、予算執行状況を常に意

識してもらうことで、予算管理を徹底しまし

た。 

・契約事務取扱規程に基づき、契約金額が高額

になる案件を中心に複数年契約を積極的に導入

し、コスト削減に努めました。 

3 

    

○ 教育研究等を効率的、効

果的に行っていくための組織

づくりを引き続き進めます。

（No.111）  

・学部・センター事務室において研究費や教材

費の予算執行など教員の事務の支援に係る事務

を行っています。 

3 

    

○ 経営・教学の主要な役職

員をメンバーとした幹部会議

等により、経営上の課題等も

共有し、引き続き効率的な予

・当初予算、補正予算の編成にあたって、事前

に 

幹部会議で方針決定を行い、課題を共有すると

ともに、方向性を明確にした上で、審議会に諮

4 

    



103 

 

算執行を行います。

（No.112）  

 

りました。また、効率的な予算執行をおこなう

ため、各部局で予算管理の徹底に努め、結果と

して、当期総利益 104,348 千円を確保しまし

た。 

○ 教員人事評価制度、職員

人事評価制度及び FD・SD 研

修等により、引き続き質の高

い教職員を養成します。

（No.113）  

・SD 研修を次のとおり実施し、より良い職場環

境 

の構築に寄与しました。 

 H30.9.19…AED を使用した心肺蘇生法研修 

H30.9.21…メンタルヘルス研修 

H31.3.1…コンプライアンス研修（個人情報 保

護） 

H31.3.8…救命救急講習 

H31.3.19…人権研修 

・職員人事評価に関し、職員の面談において、

職 

員一人一人が自己の業務目標を明確にし、能力

を向上させるため、面談シートを用いる等、人

事評価の工夫を図っています。 

3 
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大項目 Ⅲ 安定的な経営確保・財務内容の改善 
   

小項目 １ 安定的な経営確保 
   

      

中期目標 （１）収入の拡大策を常に検討し、無駄な支出の抑制に努め、経営の安定化を実現する。 

（２）公立大学として、大学運営の財政的な健全性を確保するとともに、県民・市民に対する説明責任が果たせるよう、常

に運営状況を把握・分析し、適切な管理・運用を行う。 

 達成すべき数値目標等  

   ・黒字化 … 運営費交付金は地方交付税算入試算額以内とし、黒字化を維持する。 

・収入額 … 年間７億円以上を達成する。 

・自己財源比率 … 中四国公立大学平均以上を目指す。 

 ・経常的支出（※）に占める人件費の割合 … 中四国公立大学平均以内を目指す。 

  ※経常的支出：施設改修等による臨時的経費、政策的に県・市から委託又は補助される事 

業や外部からの受託研究等に要する経費を除いた額。  
      

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

１ 安定的な経営確保に関す

る目標達成のための計画 

平成３２年度入試から実施さ

れる入試改革や、受験者数が

大幅に減少していく２０１８

年度問題等、今後も多くの難

しい問題に直面しますが、理

事長（学長）のリーダーシッ

プの下、教職員一丸となった

大学経営・運営を行い、公立

鳥取環境大学の発展に繋げま

す。  

   

【数値指標の年次的目標等】 

・黒字化  

１ 安定的な経営確保に関す

る目標を達成するための措置 

○ 法人及び大学の運営全般

や重要事項について幹部会議

等で協議、情報共有し、適切

に大学の経営・運営を引き続

き行います。（No.114） 

  

・幹部会議を月２回定例開催し、予算、決算な

どの財務情報や大学運営に関係する重要な事案

について、協議、情報共有を行った。 

・今後の SDGs の取組に係る協議や入試改革、内

部質保証の検討など、大学の新たな取組を行っ

た。 

3 

    

○ 安定的経営を確保するた

めには、志願者の安定確保と

入学定員の充足が不可欠であ

り、志願者確保に向けた取組

を引き続き実施します。

（No.115）  

・平成 31年度入試は、志願倍率 6.0 倍、定員充

足率 108.3％となりました。 

4 
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運営費交付金は地方交付税算

入試算額以内とし、黒字化を

維持します 

・収入額 ： 年間７億円以上

を達成します 

・自己財源比率 ： 中四国公

立大学平均以上を目指します 

・経常的支出に占める人件費

の割合 ：中四国公立大学平

均以内を目指します 

○ 収入額７億円以上を達成

し、経常的支出に占める人件

費の割合は中四国公立大学平

均以内を目指します。

（No.116）  

・平成 30年度は次のとおり目標を達成しまし

た。 

  自己財源   903 百万円 

  人件費割合   59.3％（目標 64.4％以内）  
4 

    

○ 自己財源比率について

は、中四国公立大学平均以上

を目指します。（No.117）  

・平成 30年度は次のとおり目標を達成しまし

た。 自己財源比率  52.1％（目標 41.9％以

上） 

  
4 

    

○ 第２期中期計画の目標を

円滑に達成するための重点事

項を定め実施します。

（No.118） 

 

 

・平成 31年度当初予算編成方針において、次の 

とおり戦略的かつ重点的に取り組む事項及び第 2

期中期計画を円滑に行うための重点実施事業を

定めて、予算化・事業化しました。 

１ 教育研究     

・本学独自のリベラルアーツとＳＤＧｓの理念

を踏まえた教育研究の推進 

・内部質保証に係る体制の強化と認証評価の審

査に向けた自己点検評価の実施 

  ・学生学修活動を的確に把握するポートフ

ォリオシステムの導入 

・語学力向上による国際社会で活躍できる人材

の育成 

・競争的研究資金や受託共同研究などの外部資

金の獲得に向けた支援の強化や特別研究費の使

途の拡充等による、教員の研究活動促進、若手

研究者の育成     

・快適な学習環境（ファシリティ）の整備 

・実験研究棟実験機器の計画的整備   

3 
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２ 就職活動支援 

・実質的かつ体系的なキャリア教育の実施とき

め細やかな指導 

・幅広い企業等との関係構築による就職先の確

保 

・就職支援センター等を活用した就職支援の充

実 

・同窓会組織との連携強化    

３ 国際交流 

・海外大学等との交流の充実及び交流拡大に向

けた取組みの実施 

・海外留学及び留学生受け入れ等に対するサポ

ートの充実 

・英語村の活動の充実 

４ 地域・産官学連携 

・産官学連携の強化 

・学生・教員の地域貢献活動への参加支援    

５ 学生生活支援 

・障害者差別解消法に基づく合理的配慮の提供 

・学生支援及び学生相談の機能充実 

・学生支援に関する手法の整理と教職員研修の

実 

 施 

・心身の健康や安全・衛生に配慮した快適な環

境整備やアメニティの向上 

６ 入試・広報 

・県内志願者数増加のための広報活動の強化 

・志願者確保に向け、現状分析を踏まえた入試 

広報の強化 

・ホームページのリニューアルの実施 

７ 組織・業務体制     
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・教職員住宅の一部を利用した留学生等向け宿

舎への改修等大学施設・設備の有効活用及び保

全計画に基づいた修繕の実施 

・ＩＲを推進するための組織体制の整備 

・多彩で有能な事務職員養成のための研修等の

充 

 実 

・内部質保証に係る体制の強化と認証評価の審

査に向けた自己点検評価の実施 

・創立 20周年記念事業の検討 

※上記は抜粋 
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大項目 Ⅲ 安定的な経営確保・財務内容の改善 
   

小項目 ２ 志願者確保 
   

      

中期目標 アドミッション・ポリシーに基づき、学生募集及び入学者選抜の制度を整備し、体制を強化するとともに、学生の受入れの

適切性及び優れた学生の確保に向けた取組を常に点検・評価し、改善・向上に取り組み、入学定員充足率１００％の維持を

目指す。 

さらに、出前授業や英語村等の積極的な実施によって、本学への関心を高めるとともに、オープンキャンパスや高校訪問、

教員対象説明会及び高校生・保護者向け説明会等により、本学への理解の一層の促進、情報発信の強化を図り、学生から選

ばれる魅力ある大学づくりを推進する。 

また、公立大学としての県民の期待に応えるため、大学の質を一層向上させるとともに、県内出身の入学者を増やすため

に、常に志願状況や入試状況等を点検し、高校や地域のニーズも踏まえ、入学定員のあり方や、入学選抜制度のあり方につ

いて検討する。 

 達成すべき数値目標等  

・県内入学率 … 中期目標期間内に県内入学率２５％以上を目指す。 

 ・志願倍率 … 国公立大学平均値以上を目指す。 

 ・入学定員充足率 … １００％を達成する。 

  ・オープンキャンパス参加者数 … 毎年度１，０００人以上の参加を目指す。 

※対象者：高校生、保護者、教員等        

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

２ 志願者確保に関する目標

達成のための計画 

（１）志願者確保を達成する

ための具体的方策 

志願者を安定的に確保すると

ともに、入学定員が充足でき

るよう教職員一丸となって取

り組み、併せて組織体制の検

討を含め、学内体制を強化し

ます。 

２ 志願者確保に関する目標

を達成するための措置 

（１）志願者確保を達成する

ための具体的方策 

○ 入試の志願者データ及び

高校訪問結果に基づき、訪問

地域、高校等の検証を行い、

重点化などの対策を検討しな

がら、高校・予備校への訪

問、進学相談会を引き続き開

催します。（No.119） 

・前年入試結果及び高校訪問結果を検証したうえ 

で、実績が見込める高校に重点的に訪問しまし

た。また、県外での進学相談会、高校教員説明会

の機会を活用し、周辺地域の高校へ訪問し、本学

の PRや情報収集を行いました。（訪問校数延べ

542 校） 

・鳥取県内を除く地域で鳥取大学と共催で高校教

員説明会を開催し、教員に対し概要・入試説明を

することで本学の知見を深めてもらいました。

（全 36 会場で開催） 

4 

    



109 

 

具体的には、志願者データの

分析による実効性のある広報

を行うとともに、志願者状況

を踏まえ進路担当者等の高等

学校教員に対する説明会を開

催するなど、検証を重ねなが

らターゲットエリアを精査

し、重点化するなど志願者確

保のための対策を講じます。 

教員による出前授業、在学生

による母校訪問、各地で開催

する教員説明会や進学相談会

等において、本学教育の特色

をアピールするとともに、オ

ープンキャンパスの参加者に

本学の教育・研究を体感して

いただくことにより志願者数

の増加に繋げます。 

また、県内志願者確保のた

め、新たに県内入学者促進コ

ーディネーターの配置を検討

するとともに、県内高校対策

として、鳥取県教育委員会と

連携した県内高校への働きか

けと、定期的な高校訪問や教

員説明会、校長との意見交換

会の実施など、きめ細かい対

 ・進学相談会は、多くの来場者が見込める都市部

で開催される大規模相談会や、本学教員の模擬授

業が受講できる進学相談会を中心に参加しまし

た。（45 会場 350 名来場） 

○ 教員による出前授業、在

学生による母校訪問等におい

て、本学教育の特色を引き続

きアピールします。

（No.120） 

・出前授業は 11 件実施し、受講者数は 539 名

で、 

多くの高校生に本学の教育・研究を紹介し特色を

アピールすることができました。 

・在学生による母校訪問は、直接高校教員に学生

の様子を伝えることができるため効果的である。

本学の春期、夏期休業中に実施しており、休業前

に学内掲示等により学生へ PRし、促進を図っ

た。（のべ 41 名訪問） 

3 

    

○ オープンキャンパスの開

催に際し、高校訪問、高等学

校教員説明会、資料請求者へ

の DM、受験情報誌等で案内

するとともに遠隔地から無料

の送迎バスを運行し、引き続

き参加者の増加を図り、参加

者数１，０００人以上を目指

します。（No.121） 

 

・高校に対しては、ポスターチラシの送付ととも

に、高校訪問、教員説明会を通じて周知に努めま

した。 

・資料請求者には、受験情報誌・サイト・新聞広

告により広く周知するともに、オープンキャンパ

スの TVCM や JR の戸袋広告など公立化後初めて実

施するとともに、個々には DM送付や進学相談会

や高校ガイダンスにおいて周知するなど、参加者

拡大に努めました。 

・遠隔地からの無料送迎バスを運行しました。来

場者数は 1131 名で公立化後最高となり、そのう

ち 389 名（34.4％）が無料送迎バスを利用しての

来場でした。遠隔地からのバス運行が、多数の来

場者数につながりました。 

5 
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応を行います。その他、受験

媒体、新聞広告等を効果的に

活用するなど広報活動を戦略

的に展開します。 

 

○ 中期目標期間内に国公立

大学平均以上の志願者を確保

するとともに入学定員充足率

100％達成を目指します。

（No.122） 

国公立大学平均以上の志願倍率を確保するととも

に入学定員充足率も 108.3%となり目標を達成しま

した。 

本学志願倍率 6.0 倍(平成 30年度 6.1 倍) 

（募集人員 276 人 志願者数 1,643 人) 

入学定員充足率 108.3%（募集人員：276 人 入

学者：299 人） 

             

4 

  

○ 新たに県内入学者促進コ

ーディネーターを配置し、鳥

取県教育委員会と連携した県

内高校への働きかけと、定期

的な高校訪問や教員説明会、

校長との意見交換会等を実施

します。また県内の高校生に

対しては、高校内ガイダンス

や進学相談会を通じて、本学

の魅力を伝えるとともに、県

内高校に対して、「鳥取県内

出身学生生活支援制度」を周

知し、県内入学率 15％以上

の達成を目指します。

（No.123） 

・４月より県内入学者促進コーディネーターを配

置し、鳥取県教育委員会と連携した県内高校への

働きかけと、定期的な高校訪問や教員説明会、校

長との意見交換会、県教育委員会との意見交換会

等を実施しました。また県内の高校生に対して

は、高校内ガイダンスや進学相談会を通じて、本

学の魅力を伝えるとともに、県内高校に対して、

「鳥取県内出身学生生活支援制度」を周知しまし

た。 

 県内高校訪問 のべ 86回 

 県内高校ガイダンス 26 回 

 県内進学相談会 ２回 

・県内入学率 15.7%を達成しました。(入学者 299

人 鳥取県内者 47人) 

4 

  

（２）志願者動向の継続的な

把握と大学の魅力づくりの方

策 

今何が大学に求められている

のか、他大学の状況や志願者

動向の継続的な把握や社会の

動向を注視し、時代の要請に

対応した大学となることと、

併せて、時代を先取りするよ

○ 進学相談会、オープンキ

ャンパス等の直接受験生やそ

の保護者と接触する機会や、

新入生アンケート及び新入生

保護者アンケートにより、大

学選びの基準や教育内容に対

する期待や意見等を集め、そ

の結果を教職員全員が情報共

有し、引き続き学生募集活動

・県内高校には年３回訪問し、オープンキャンパ

スへの誘導、入試の周知及び情報収集を行いまし

た。また、６月に高校教員対象説明会を本学と米

子で開催し、昨年度の入試分析結果、平成 31 年

度入試の説明を行いました。(23 校、39名参加) 

・県内高等学校長との意見交換会を９月 14日

（木）に倉吉で開催しました。当日は 34 校の出

席をいただき、近況報告、意見交換を行いまし

た。 

3 
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うな大学となることを目指

し、大学の運営・教育の改善

に取り組みます。 

 

や教育内容等の充実に役立て

ます。（No.124） 

（３）入試のあり方等の検 

各学部のアドミッション・ポ

リシーに基づき、「学力の３

要素」（「知識・技能」「思考

力・判断力・表現力等」「主

体的に学修に取り組む態

度」）を多面的・総合的に評

価し、本学に強い関心と志望

動機のある学生又は基礎学力

の高い学生を、多様な入試に

より選抜します。 

 また、平成３２年度から実

施される大学入学共通テスト

や志願者の状況並びに入学者

の成績の追跡調査などを参考

にしながら、入試区分別の定

員や入試方法、入試科目等に

ついて検討を行います。   

【数値指標の年次的目標等】 

・志願倍率  

 H30: 15％ 

 H31: 17％ 

 H32: 19％ 

 H33: 21％ 

 H34: 23％ 

（３）入試のあり方等の検討 

○ アドミッション・ポリシ

ーに基づき、入学者の選抜に

あたっては、平成３０年度入

試と同様に一般入試と特別入

試（AO、推薦）を実施しま

す。推薦入試については、専

門高校枠・地域枠を設定しま

す。また、私費外国人留学生

入試、社会人特別入試も引き

続き実施します。（再掲 

No.18） 

  

・入学者受入方針（アドミッションポリシー）を

定め学生募集要項等に記載するとともにホームペ

ージで広く周知しています。 

・平成 31年度入試は前年と同様の入試方法でア

ドミッションポリシーに基づいた入学試験を実施

しました。 

・ＡＯ入試の志願倍率は 7.0 倍（+0.4 ポイント）

と増加し、推薦入試は 1.9 倍（昨年と同率）と倍

率を維持しました。一般入試は、経営学部の隔年

現象の影響はありましたが、環境学部の倍率が改

善し一般入試全体で 7.7 倍（-0.2 ポイント）と微

減でした。平成 31年度入試全体では 6.0 倍（-

0.2 ポイント）となりましたが、５倍以上の倍率

を維持しました。 

・地域枠について検討を行い、県内限定の共通テ

ストを利用する推薦入試を 2021 年度から実施す

ることとしました。 

・私費外国人留学生入試の志願者は 21名で、志

願者の数が安定してきました。 

・鳥取県内志願者は、両学部とも減少しました。

また、推薦入試の地域枠について、環境学部は志

願者数が少なかったため、合格基準に達する受験

生がおらず充足しませんでした。一方、経営学部

は県内志願者数が微減となったものの、合格者は

地域枠の定員を充足しました。  

4 
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 H35: 25％ 

・オープンキャンパス参加者

数（対象者は、高校生及びそ

の保護者、教員等受験関係

者） 

  毎年度、1,000 人以上を

目指します 

○ 平成 32 年度から始まる

新入試について、大学入学共

通テストや志願者の状況並び

に入学者の成績の追跡調査な

どを参考にしながら、入試区

分別の定員や入試方法、入試

科目等について検討を行いま

す。（再掲 No.19） 

 

 

・平成 32年度から始まる新入試については、志

願者動向、高校教員・保護者・地域等の要望等を

参考にしながら専門部会で検討し、地域枠につい

て、県内限定の共通テストを利用する推薦入試を

2021 年度から実施する概要をまとめ２月に公表し

ました。 

 詳細については引き続き検討し、決定次第公表

します。 

4 
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大項目 Ⅲ 安定的な経営確保・財務内容の改善 
   

小項目 ３ 自己財源の増加 
   

中期目標 （１）学生納付金は、公立大学としての役割を踏まえつつ、他大学の動向、社会情勢等を勘案し、適切な額を設定する。 

（２）活発な研究活動が十分に行えるよう、競争的外部資金の獲得などについて、明確な数値目標を掲げ、積極的な申請等

を推進する。 
      

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

３ 自己財源の増加に関する

目標達成のための計画 

（１）授業料等の設定 

授業料等学生納付金は、公立

大学が県内における高等教育

の機会均等に果たす役割等を

踏まえつつ適切な額を決定し

ます。  

３ 自己財源の増加に関する

目標を達成するための措置 

（１）授業料等の設定 

○ 授業料等学生納付金は、

他の公立大学の状況等を踏ま

え設定します。なお、県内入

学生については、入学金の減

額を行います。（No.125） 

 

・授業料等納付金は、国立大学の標準額を基本

に、他の公立大学を参考にして引き続き 535,800

円としました。 

・入学金については、県外出身者は 282,000

円、県内出身者 188,000 円と、引き続き県内出

身者に対して優遇措置を行いました。 

 平成 30年度入試 

 県内入学生 学部 46名  研究科０名 
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（２）競争的外部資金の獲 

競争的研究資金や共同研究、

受託研究などにより外部資金

の獲得を積極的に推進すると

ともに、外部研究資金獲得の

支援体制を整備します。 

外部研究資金の募集情報等を

収集し、教員に対し迅速に提

供するとともに、申請にあた

っては、内容説明を含め申請

書類作成等の支援を実施しま

す。 

 また、外部研究資金の獲得

者、応募者に対しては、学長

（２）競争的外部資金の獲得 

○ 学内競争的研究費助成制

度（特別研究費助成）による

研究支援や、各種研究費の募

集情報の迅速な提供などによ

り、若手研究者の育成及び研

究の活発化を図ります。 

（再掲 No.64） 

 

・学内競争的研究費助成制度（特別研究費助

成）については、平成 30年４月に「若手研究者

助成」「学外研究費獲得助成」「地域連携特別助

成」の３区分で学内公募を行い、応募のあった

課題から 22 課題を選定して研究費を配分しまし

た。各種研究費の募集情報は、年間を通じて学

内 Web やメール等で迅速に教員に情報提供しま

した。 

・競争的外部資金申請の増加を図るため、その

準備として学長裁量による特別研究費の予算を

前年より増額し、積極的な取組を進めた。 

4 
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配分研究費等のインセンティ

ブを与える制度を導入し、外

部資金の申請数と獲得数の増

を働きかけ、研究の活性化を

推進します。 

  

○ 競争的外部資金は同規模

（教員数）公立大学の平均新

規申請件数以上、近県公立大

学平均採択率以上を目指しま

す。 

（再掲 No. 66） 

 

・平成 30年度の競争的外部資金の申請件数は、

科学研究費、鳥取県環境学術研究等振興事業等

の合計で 34 件（新規 28件、継続６件）、そのう

ち採択件数は９件(新規５件、継続４件）でし

た。科学研究費の新規申請数は、23 件で、これ

は、中国地方の同規模（教員数）公立大学の平

均新規申請数（18.4 件）を上回る数です。新規

採択率は 17.4%となり、中国地方の公立大学の採

択率平均(18.6%)にほぼ並ぶ状況となりました。

今後も大学全体で外部資金の獲得に向けた対策

を継続していきます。 

4 
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大項目 Ⅲ 安定的な経営確保・財務内容の改善 
   

小項目 ４ 経費の抑制 
   

      

中期目標 （１）教育研究水準の維持向上、地域との連携、地方創生の推進に配慮しながら、予算の効率的・弾力的な執行により、職

員人件費を含めた管理的経費の抑制を図る。 

（２）運営経費について、年度計画を策定し、適正な予算執行を実施する。  
      

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

４ 経費の抑制に関する目標

達成のための計画 

環境に配慮した大学としての

経費削減とコスト意識の醸成

に繋がる省エネルギー、省資

源化の取組については、公立

鳥取環境大学環境方針に盛り

込むとともに、3年ごとに設

定する環境目標の中に、省エ

ネルギー、省資源化に関する

具体的な数値を設定し、環境

マネジメントシステム

（EMS）によりその達成を目

指します。 

経費削減については、契約の

見直し（合理化・集約化・複

数年化）、契約方法の競争的

環境の確保、物品購入の一元

化、外部委託、更には作業効

率を高めるための業務改善を

行うなど、経営上の課題を把

４ 経費の抑制に関する目標

を達成するための措置 

○ 予算を編成するにあたっ

ては、限られた財政資源を有

効活用することを念頭に、重

点的に取り組むべき事項を定

め、具体的な課題に対し、大

学運営の優先順位に基づき、

戦略的に配分します。 

（再掲 No.108）  

・平成 31年度当初予算編成方針において、次の 

とおり戦略的かつ重点的に取り組む事項及び第

２期中期計画を円滑に行うための重点実施事業

を定めて、予算化・事業化しました。 

１ 教育研究     

・本学独自のリベラルアーツとＳＤＧｓの理念

を踏まえた教育研究の推進 

・内部質保証に係る体制の強化と認証評価の審

査に向けた自己点検評価の実施 

  ・学生学修活動を的確に把握するポートフ

ォリオシステムの導入 

・語学力向上による国際社会で活躍できる人材

の育成 

・競争的研究資金や受託共同研究などの外部資

金の獲得に向けた支援の強化や特別研究費の使

途の拡充等による、教員の研究活動促進、若手

研究者の育成     

・快適な学習環境（ファシリティ）の整備 

・実験研究棟実験機器の計画的整備   

２ 就職活動支援 

・実質的かつ体系的なキャリア教育の実施とき

め細やかな指導 

3 
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握し、対策に常に取り組みま

す。 

定員管理において、教員は、

大学設置基準で定められてい

る教員数を確保し、その他教

育研究の向上のために、非常

勤教員を含めた教員配置を行

います。事務職員数は効率的

な業務運営を前提とした正職

員、嘱託職員及びパート職員

の配置を行い、大学の目的を

達成していくための適切な人

員体制を整えます。 

運営経費については、中期計

画を基本として、適正な予算

措置を行います。  

・幅広い企業等との関係構築による就職先の確

保 

・就職支援センター等を活用した就職支援の充

実 

・同窓会組織との連携強化    

３ 国際交流 

・海外大学等との交流の充実及び交流拡大に向

けた取組みの実施 

・海外留学及び留学生受け入れ等に対するサポ

ートの充実 

・英語村の活動の充実 

４ 地域・産官学連携 

・産官学連携の強化 

・学生・教員の地域貢献活動への参加支援    

５ 学生生活支援 

・障害者差別解消法に基づく合理的配慮の提供 

・学生支援及び学生相談の機能充実 

・学生支援に関する手法の整理と教職員研修の

実 

 施 

・心身の健康や安全・衛生に配慮した快適な環

境整備やアメニティの向上 

６ 入試・広報 

・県内志願者数増加のための広報活動の強化 

・志願者確保に向け、現状分析を踏まえた入試 

広報の強化 

・ホームページのリニューアルの実施 

７ 組織・業務体制     

・教職員住宅の一部を利用した留学生等向け宿

舎 

への改修等大学施設・設備の有効活用及び保全

計画に基づいた修繕の実施 
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・ＩＲを推進するための組織体制の整備 

・多彩で有能な事務職員養成のための研修等の

充 

 実 

・内部質保証に係る体制の強化と認証評価の審

査に向けた自己点検評価の実施 

・創立２０周年記念事業の検討 

※上記は抜粋 

○ 継続事業については事業

目的を再確認するとともに内

容を点検し、廃止の可能性や

実施の必要性を十分検討する

とともに、継続する場合に

は、トータルコストを考慮

し、より効果が見込めるよう

な見直しを行います。 

（再掲 No.109） 

・継続事業については、平成 31 年度当初予算編

成の中で事業の見直しを行うとともに、併せて

年度計画策定時にも事業内容の検討を行いまし

た。具体的には前年度の費用対効果を確認する

とともに、人件費等目に見えない支出がある場

合はそれらも加えて勘案し、予算化するかを斟

酌しました。その結果、平成 31 年度当初予算は

平成 30 年度当初予算に比べ、人件費等を除いた

経常費用ベースで 4,741 千円の減額を達成しま

した。 

4 
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○ 常にコスト意識をもった

予算管理を徹底するととも

に、複数年契約など契約内容

の見直しや、契約における競

争的環境を確保するなど、引

き続き経費削減に努めます。 

（再掲 No. 110）  

・複数者から参考見積を徴収し予定価格を決め

る 

等、コストを意識して入札・契約事務をおこな

うことで、費用低減に努めました。 

・４半期毎に期末執行見込を事務局各課から報

告してもらうことにより、予算執行状況を常に

意識してもらうことで、予算管理を徹底しまし

た。 

・契約事務取扱規程に基づき、契約金額が高額

になる案件を中心に複数年契約を積極的に導入

し、コスト削減に努めました。 

3 

    

○ 環境マネジメントシステ

ムにより、公立鳥取環境大学

環境方針に基づき策定した３

年ごとの実行目標の達成を目

指します。（No.126）  

・平成 30年７月１日に環境方針の見直しを行

い、新たな方針のもとで、鳥取県版環境管理シ

ステム（TEAS 第Ⅰ種）の規格に適応するよう本

学の環境マネジメントシステムを再構築しまし

た。 

・平成 30年度は、本学の著しい環境側面の上位

3項目（教育、研究、地域貢献）について、各実

行組織で３か年の新たな目標を設定し、達成に

向けて取り組んでいます。 

3 

    

○ 定員管理において、本学

の中期目標を達成するために

必要な非常勤教員を含めた教

員の配置を行います。事務職

員数は効率的な業務運営を前

提とし、引き続き適切な職員

の配置を行います。

（No.127） 

 

・教職員の配置については、定数内で配置して

います。平成 31 年３月１日現在の職員数は、専

任教員：61 名（特任教員含む。理事長兼学長、

役員兼務副学長除く）専任事務職員：34 名（県

２名・市１名派遣職員含む。事務局長（役員で

あるため）、再雇用は除く） 

3 
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○ 給与制度については、鳥

取県職員の制度に準じる制度

で運用するとともに、嘱託職

員を中期目標に沿って効率的

に配置・活用し、人件費抑制

措置を行います。（No.128）  

・給与制度は、鳥取県に準じた制度としていま

す。 

正職員の配置を定数内とするとともに、嘱託職

員を事務局内各部署へ効果的に配置し、人件費

抑制（人件費率 59.3％）に努めています。 
4 
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大項目 Ⅲ 安定的な経営確保・財務内容の改善 
   

小項目 ５ 資産の運用管理の改善 
   

      

中期目標 （１）教育・研究の質の向上を図る観点での適正な施設整備と活用に努め、適切な維持管理を図る。 

（２）教育・研究に支障のない範囲での施設の積極的な地域開放を行う。 
      

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

５ 資産の運用管理の改善に

関する目標達成のための計画 

（１）適正な施設整備とその

活用 

教育・研究用の実験室等や図

書館機能の充実など、新たな

魅力づくりために必要な施

設・設備について計画的に整

備します。また、建築後１７

年が経過し、耐用年数を超え

る機器の整備及び施設を長期

５ 資産の運用管理の改善に

関する目標を達成するための

措置 

（１）適正な施設整備とその

活用 

〇 本学の新たな魅力づくり

と学修環境を整備するため、

情報メディアセンター内にラ

ーニングコモンズを整備しま

す。（No.129） 

 

・学生と教職員から成るラーニングコモンズ整 

備検討ＷＧを立ち上げ、ラーニングコモンズ整

備について検討し、報告書を取りまとめ、計画

的な整備を進めることとした。 

・図書館内のラーニングコモンズの整備案 

・図書館以外の学生の自由な学習スペースの整

備案 

2019 年度：図書館内学習室のリニューアル 

2020 年度：グループ学習室の環境整備（計画） 

  

2 
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的に利用することを目的とし

て、平成２９年度に策定した

施設保全計画に基づき計画的

な修繕等を行います。 

 

○ 施設の長期利用を目指

し、施設保全計画に基づき、

計画的に修繕等を実施しま

す。（No.130） 

 

・施設保全計画に基づき、教育研究棟ガスヒー

トポンプエアコン更新工事及び屋上防水工事

（2/3 年目）並びに情報メディアセンター等の屋

上防水工事を行いました。 

4 

  

（２）施設の積極的地域開放 

地域に開かれた大学として、

図書館、グラウンド、教室

等、施設の積極的な地域開放

を行います。また、受益者負

担の観点から学外者の施設利

用料金等を適切に設定し、大

学施設の貸出しを行います。 

 

（２）施設の積極的地域開放 

○ 地域に開かれた大学とし

て、大学の教育・研究等に支

障のない範囲において、施設

の積極的な開放を引き続き行

います。（No.131） 

 

・休日を中心に、学外者に対して適切な利用料

金 

を設定し、貸し出しを行いました。特に、テニ

スコートやグラウンドなどは地区のサークルの

練習や地区行事に利用されました。 

＜学外者貸出件数：グラウンド 33件、テニス 

コート 149 件、講義室等 130 件、体育館 19件、

学生センター21 件、駐車場６件  

計 358 件（H29 年度計 241 件）＞ 

4 
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大項目 Ⅳ 点検・評価・情報公開 
   

小項目 １ チェック体制・設置者による評価 
   

      

中期目標 新生公立鳥取環境大学運営協議会を通じて設置者による指導、監督を受けるとともに、教育目標の達成の度合いや志願の状

況、健全経営実現のための取組状況など、大学運営全般について、毎年度公立大学法人公立鳥取環境大学評価委員会による

評価を受け、その結果を教育研究活動及び業務運営の改善・向上に活用する。  

      

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

１ チェック体制・設置者に

よる評価に関する目標達成の

ための計画 

設置者が設置する新生公立鳥

取環境大学運営協議会の決定

を踏まえて、大学経営や大学

運営を行います。また、教育

目標の達成度、志願状況、定

員状況及び健全経営実現のた

めの取組状況など大学運営全

般について、毎年度公立大学

法人公立鳥取環境大学評価委

員会による評価を受け、その

結果を教育研究活動及び業務

運営の改善に活用します。 

 

１ チェック体制・設置者に

よる評価に関する目標を達成

するための措置 

○ 大学運営全般について、

公立大学法人公立鳥取環境大

学評価委員会による評価を受

け、その結果を教育研究活動

及び業務運営の改善に活用し

ます。（No.132） 

 

・平成 30年７月の運営協議会はもとより、設置

者との連絡調整を図り、連携を密にするように

努めました。 

・平成 29年度の業務実績評価において、少子化

進展下における将来を見通した大学改革等につ

いて指摘があり、大学運営に反映させました。 

・夜間の通学における安全を確保するため通学

路の照明設置工事を着手しました。 

・ＩＲを推進するため組織体制を整備し、総合

戦略室を設置しました。                                               

3 
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大項目 Ⅳ 点検・評価・情報公開 
   

小項目 ２ 自己点検 
   

      

中期目標 大学機関別認証評価等の第三者評価を活用しながら、自己点検・評価を実施し、教育・研究活動等の改善に取り組む。 

内部質保証（ＰＤＣＡサイクル等を適切に機能させることによって、質の向上を図り、教育・学習等が適切な水準にあるこ

とを大学自らの責任で説明・証明していく学内の恒常的・継続的プロセスのこと）が機能するための全学内部質保証推進組

織（内部質保証のための全学的な方針と手続を定め、その推進に責任を負う全学的な体制）を構築する。 

また、その結果をもとに改善・向上に向けた取組を実施する。        

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

２ 自己点検に関する目標達

成のための計画 

平成３０年度中に内部質保証

を機能するための全学内部質

保証推進組織を構築します。

平成３１年度に自己点検評価

を実施し、改善が必要な事項

については、早期に改善を図

ります。平成３２年度には、

認証評価機関による機関別認

証評価（第三者評価）を受

け、その結果に基づき、全学

内部質保証推進組織で将来的

な改革策を含め検討し、計画

を策定の上実行します。 

２ 自己点検に関する目標を

達成するための措置 

○ 認証評価制度に関する省

令の改正（平成３０年４月改

正予定）に伴い、第三期認証

評価において大学における教

育研究活動等の見直しを継続

的に行う仕組み（内部質保証

の機能）に関して重視される

ことから、内部質保証を推進

していく責任体制及び組織体

制の構築に向けた検討を行い

ます。 

（再掲 No. 29） 

 

 

 

 

・内部質保証を推進するため、特命学長補佐を

任命するとともに、内部質保証推進会議を設置

しました。今後、全学的な内部質保証は、学長

の責任の下、内部質保証推進会議が主体となっ

て推進します。 また、内部質保証推進会議が

各部局の PDCA サイクルのマネジメントを行いま

す。 

なお、教育の質保証に関する専門的な事項に関

する調査、研究を行う組織として教育質保証推

進ユニットを併せて設置し、組織体制を構築し

ました。  

4 
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大項目 Ⅳ 点検・評価・情報公開 
   

小項目 ３ 中間評価 
   

      

中期目標 ３年ごとに、大学運営についての中間評価を実施するとともに、その時点における数値目標等を適正に見直し、設置者へ報

告し、公表する。 

また、中間評価において明らかとなった課題、問題点を速やかに改善する具体的なアクションプランを策定し、中期目標の

確実な実施を担保する。        

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

３ 中間評価に関する目標達

成のための計画 

平成３３年度に、設置者が実

施する中間評価で明らかにな

った課題、問題点等を速やか

に改善するために、具体的な

アクションプランを策定しま

す。 
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大項目 Ⅳ 点検・評価・情報公開 
   

小項目 ４ 情報公開と広報活動 
   

      

中期目標 （１）学生の確保、大学の知名度向上に向け広報体制を強化し、詳細な調査やデータ解析を行い、全国の高校や地域、社会

に向けて、各種メディア等を積極的に活用し、大学のブランド力を向上させる。 

また、県民へ大学の魅力を発信し、優れた学生に選ばれる大学となるため、生徒、保護者、教員に対して、きめ細やかで積

極的なＰＲを行う。 

 達成すべき数値目標等  

 ・マスコミへの掲載数 … 毎年度マスメディアに５０件以上の掲載を目指す。 

（２）公立大学としての社会に対する説明責任を果たし、大学運営の透明性確保のため、大学に係る基本的情報を明示し公

開することはもとより、教育情報、自己点検・評価結果、その他諸活動に関する積極的な情報提供を行い、社会、地域に必

要な大学として評価されるよう努める。 

 達成すべき数値目標等  

   ・公開項目の公開度 … 学校教育法に定める公開項目のホームページ上での公開度を向上する。        

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

４ 情報公開と広報活動に関

する目標達成のための計画 

（１）実効的な広報戦略の展  

 開 

教職員一人ひとりが広報マン

であるという自覚の下、全教

職員が一丸となってブランデ

ィングを行い、公立鳥取環境

大学というブランドイメージ

を確立します。 

また、志願動向の把握や年度

ごとのオープンキャンパスの

３ 情報公開と広報活動に関

する目標を達成するための措

置 

（１）実効的な広報戦略の展 

 開 

○ 全国高校生の志願動向を

把握し、資料請求者情報や志

願者情報の調査分析により、

学生に直接働きかけるもの、

高校教員や保護者に対するも

のなど様々な媒体を活用して

最も効果的な広報手段を検討

・資料請求者データや志願者データの分析や新

入生アンケートの結果を分析し、ターゲットエ

リア毎にメリハリをつけた戦略的な広報計画を

策定しました。 

 

・オープンキャンパス広報（新規） 

 テレビＣＭ 15 秒×3局×10 日間 

          （20 本、22 本、18 本） 

 ラジオＣＭ 10 日間 

20 秒×33本、30 秒×30本 

    

4 
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参加者状況、資料請求者情報

や志願者情報の調査分析に基

づき広報計画を策定し、様々

な広報手段を活用したターゲ

ットに応じた戦略的な広報を

展開します。 

教員・学生の活動情報をマス

メディアに積極的に提供する

ことにより、県内の生徒、保

護者、教員を始めとして大学

の評価に繋げていきます。 

【数値指標の年次的目標等】 

・マスコミへの掲載数   

毎年度、マスメディアに５０

件以上の掲載を目指します 

 

し、引き続き戦略的な広報を

展開します。（No.133） 

○ 引き続き教員・学生の活

動情報を積極的に提供し、マ

スメディアに５０件以上の掲

載を目指すことで、本学の評

価につなげていきます。

（No.134） 

 

・マスコミ資料提供件数 58 件、そのうち 29件

の掲載を含む延べ 147 件の新聞掲載がされまし

た。 

・毎月 1回全教職員に対して、情報提供を依頼

するメールを送信するなど、定期的に広報を意

識してもらえるよう努めました。 

・また、学生に対しては、新入生ガイダンスで

情報等を提供してもらうように周知しました。 
5 

    

（２）積極的な情報提供 

大学運営の透明性確保のた

め、ホームページ等を活用し

て学校教育法、地方独立行政

法人法等に基づいた各種情報

の公開度を高めるとともに、

教育研究活動に関する情報等

大学の活動状況を積極的に提

供・公開します。 

【数値指標の年次的目標等】 

 ・公開項目の公開度  

（２）積極的な情報提供 

○ 廃棄物問題など環境分野

における先進的な取組など、

大学の評価を高める特徴的な

教育研究活動に関する情報を

引き続き積極的に提供、広報

します。（No.135） 

 

・サスティナビリティ研究所では、特別企画シ

ンポジウム「持続可能な社会と地域づくりを考

える（平成 30年 10 月 15 日開催）」において、

参加者（175 名）に対し、最新の環境施策や地元

企業の再生エネルギーによる地方創生の取り組

み事例を情報提供するとともに、国連サミット

で採択された持続可能な開発目標（ＳＤＧs）の

理念を支持し、取り組みを推進する旨の宣言を

行いました。 

・同じくサスティナビリティ研究所では、オラ

ンダほか国内外の研究者を招聘した国際シンポ

ジウム「世界の廃棄物処理～プラスチックをめ

ぐる環境問題～（平成 30年 11 月 28 日）」にお

いて、参加者（232 人）に対し、国際的な問題と

なっているプラスチック処分問題について、Ｅ

3 
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Ｕ諸国の先進的な取組や国内の最新事情に関す

る情報を発信しました。 

・地域イノベーション研究センターでは、日本

財団事業「海と日本 PROJECT」に参画し、本学学

生が地域の小学生に鳥取の海について教える企

画事業を実施し、この取組は地元民放テレビ局

で放送されました。 

・全学的なホームページでの活動報告は、トッ

プページのＴＵＥＳレポートや SNS で積極的に

行うとともに、マスコミへの資料提供を 58件行

いました。 

・環境学部、経営学部とも新たに Facebook ペー

ジを立ち上げ、教育・研究活動に関する情報の

提供に努めました。 

○ ホームページ等を活用し

て学校教育法、地方独立行政

法人法等に基づいた教育活動

や業務運営に関する各種情報

の公開度を引き続き高めま

す。（No.136） 

 

・ホームページトップページに「教育情報」へ

のバナーを設置し、定款・業務方法書、中期目

標・計画等法令に基づいた情報がすぐに探せる

ように努めています。・法人評価についても、法

人には公表の義務がありませんが、情報の公開

度を高めるため、HP で公表しています。・今後も

逐次情報の公開度を高めます。 

3 
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大項目 Ⅴ その他業務運営 
   

小項目 １ コンプライアンス（法令遵守） 
   

      

中期目標 法令を遵守することはもとより、社会の規範やルールを守り、県民の信頼を損なわないよう、公立大学法人の教職員及び学

生の意識の向上を図り、コンプライアンス推進体制を構築する。  

      

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

１ コンプライアンス（法令

遵守）に関する目標達成のた

めの計画 

全教職員は公立大学の一員で

あることを自覚し、法令や会

計規則、就業規則等の法人規

程を遵守し、社会の規範やル

ールを守ります。県民、市民

の信頼を損なう行動をとらな

いようにするため、平成２６

年３月に策定したコンプライ

アンスに係る基本方針に基づ

き、コンプライアンスに反す

る事案が発生した場合の調査

及び再発防止策を策定する。

併せて、社会的信頼の維持及

び適法・適正な業務を推進す

るために公益通報・相談窓口

１ コンプライアンス（法令

遵守）に関する目標を達成す

るための措置 

○ コンプライアンスの推進

に関する基本方針の周知を図

るとともに、教職員、学生等

にコンプライアンスに関わる

啓発、研修等を実施します。

（No.137） 

・平成 26年３月に基本方針を策定しました。ま

た、公益通報のルートも明示し、権利保護等を

示しています。 

・基本方針については、web に掲載し、周知を図

っています。 

・研修については、安全、安心な職場環境を維

持するため、教職員の倫理教育としてコンプラ

イアンス研修のほか平成 31 年３月 19 日にハラ

スメント防止を目的とした人権研修を開催しま

した。 

3 

    

○ 公的研究費の管理・監査

についてガイドラインを遵守

し、コンプライアンス教育の

充実や内部監査等を引き続き

行います。（No.138）  

・研究活動における不正行為に対応する不正行

為防止対策委員会（委員長：副学長）と研究費

の不正使用を防止する不正使用防止計画推進委

員会（委員長：副理事長）が連携して、適切な

研究活動を引き続き進めています。 

・平成 30年度は９件（うち特別監査３件）の内

部監査を実施し、不適切な研究費の使用はあり

ません。  

3 
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を設置するとともに、毎年度

教職員を対象に研修等を開催

します。 

副理事長を委員長とする不正

使用防止計画推進委員会を設

置し、研究費の不正使用を防

止するとともに、副学長（研

究担当）を委員長とする不正

行為防止対策委員会を設置

し、研究活動の不正行為を防

止します。学長が任命した委

員からなる内部監査班は不正

使用防止計画推進委員会と連

携して内部監査を実施しま

す。 

なお、不正使用、不正行為の

通報又は発覚した際は、調査

委員会を立ち上げ不正を調査

します。  

○ 公益通報・相談窓口等を

通して、コンプライアンスに

反する事案が発生した場合に

引き続き対応します。

（No.139） 

  

・内部通報窓口（副理事長、副学長）、外部通報

窓口（鳥取県）、通報方法（電子メール、電話、

封書、面談など）と整理し、周知しています。 
3 

    

○ 職員倫理規程を整備し、

職員の倫理行動基準を示し、

徹底します。（No.140） 

・平成 30年 4月 1日付けで、職員の倫理行動規

準や禁止行為等を示す職員倫理規程を制定し、

周知徹底を図りました。 

3 
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大項目 Ⅴ その他業務運営 
   

小項目 ２ 人権 
   

      

中期目標 教職員と学生の人権意識向上のための研修等を行うとともに、ハラスメントなどの人権に関する相談体制の拡充等に積極的

に取り組む。  
      

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

２ 人権に関する目標達成の

ための計画 

人権侵害のない良好な就学・

就業環境を維持・向上するた

めに、制定したガイドライン

に基づき、人権侵害の防止・

解決に取り組み、併せて、人

権意識向上のため研修会・講

座の開催、ガイドブックの作

成配布など、全教職員学生の

人権に対する意識向上に取り

組みます。 

 また、アカデミックハラス

メント等の人権侵害の発生を

防止するため、学内にハラス

メント防止・人権委員会を組

織するとともに、相談窓口を

設置するなど、学生、教職員

など全ての構成員が安心して

大学生活が送られる人権保護

体制の充実に引き続き取り組

みます。  

(２)人権に関する目標を達成

するための措置 

○ ハラスメントに対する相

談窓口やその対応等につい

て、フレッシャーズセミナ

ー、ガイダンスでの説明及び

パンフレットの配布を通じて

学生などに周知・啓発しま

す。また、ハラスメントに対

する対応を適切に行うなど、

人権侵害のない良好な就学・

就業環境の維持・向上を図り

ます。（No.141）  

・学生、教職員等へハラスメント防止啓発パン

フレットを配布し、学内外の相談体制の周知を

図りました。 

また、ハラスメント防止に関するガイドライン

や相談窓口をひきつづき学内 Web へ掲載し、い

つでも確認できる環境を整備しています。 

・相談体制は、教員、事務職員の男女 3名ずつ

の相談員を配置し、メール、電話、ファック

ス、手紙による相談の受入体制を整備していま

す。相談事案が発生した場合は、弁護士、医師

等へ相談するなど適切に対応します。 

・学外の専門家を招き、教職員対象の研修を行

い、人権意識の向上を図りました。 

【平成 30年度相談件数】 

 前年度からの継続案件 ０件 

 新規の相談案件 ３件 

3 
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大項目 Ⅴ その他業務運営 
   

小項目 ３ 施設整備の整備活用等 
   

      

中期目標 施設設備の有効活用を図るため、長期的展望に立ち、エネルギー使用の効率化やユニバーサルデザインなど、環境や利用者

等への配慮と適切な財産保全の視点を踏まえた計画的、積極的な整備を行う。 

 達成すべき数値目標等  

 ・ＣＯ２排出量 … 年間１，０００トン以下を目指す。  

      

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

３ 施設整備に関する目標達

成のための計画 

基本理念に基づく環境方針を

定め、その方針に基づき３年

ごとの実行目標と実行計画を

策定します。目標には環境負

荷を軽減するキャンパスの実

現を盛り込み、資源の消費量

を減らすとともに、廃棄物の

削減に向けた計画を策定しま

す。実行計画は、環境マネジ

メントシステムに基づき策定

し、毎年内部の監査組織が履

行状況の点検を行い、見直

し・改善を行います。さら

に、毎年外部組織の監査を受

け、客観性と公正さを保ち、

監査結果は公開します。 

 また、財産保全のために施

設設備の点検・更新を定期的

に行うとともに、キャンパス

３ 施設整備に関する目標を

達成するための措置 

○ 環境マネジメントシステ

ムにより、公立鳥取環境大学

環境方針に基づき策定した３

年ごとの実行目標達成を引き

続き目指します。（再掲 

No.126）  

・なお、平成 30 年 7 月 1日に環境方針の見直し

を行い、新たな方針のもとで、鳥取県版環境管

理システム（TEAS 第Ⅰ種）の規格に適応するよ

う本学の環境マネジメントシステムを再構築し

ました。 

・本学の著しい環境側面の上位 3項目（教育、

研究、地域貢献）について、各実行組織で 3か

年の新たな目標を設定し、達成に向けて取り組

んでいくこととしています。 

3 

    

○ 施設設備について、長期

的な利用やユニバーサルデザ

イン化を考慮して、保全・改

修を計画的に行います。

（No.142）  

・施設保全計画に基づき、教育研究棟ガスヒー

トポンプエアコン更新工事及び屋上防水工事

（2/3 年目）並びに情報メディアセンター等の屋

上防水工事を行いました。 
4 
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のユニバーサルデザイン化を

目指し、環境や利用者に配慮

した施設設備の整備を計画的

に実施します。 

【数値指標の年次的目標等】 

・CO2 排出量  

年間 1,000 トン以下の達成を

目指します 
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大項目 Ⅴ その他業務運営 
   

小項目 ４ 安全管理 
   

      

中期目標 教育研究現場の安全確保を徹底するため、災害発生時の対応について備えた、環境・体制の整備を行う。また、情報セキュ

リティポリシーに基づいて体制を整え、具体的な規程類・手順書類等の整備を行い、学内への教育活動を行う。 
      

中期計画 年度の事業計画 計画の達成状況 法人 

評価 

委員会

評価 

委員会意見 

４ 安全管理に関する目標達

成のための計画 

災害発生時の教育研究現場の

安全確保のために環境整備を

行うとともに、災害発生時対

応マニュアルに基づき、災害

発生時に迅速かつ適切に対応

できる体制を構築します。 

また、「個人情報の保護に関

する法律（個人情報保護

法）」「鳥取県個人情報保護条

例」を遵守し、情報の種類

（電磁的媒体、光学的媒体、

紙媒体など）を問わず、個人

情報を安全かつ適正に管理・

運用する規程を定め、その周

知を図ります。 

 個人情報については、その

不正利用や紛失・滅失、改ざ

ん又は漏洩することのないよ

う厳重に管理するとともに、

個人情報を扱う教職員、その

他学内に常駐する（委託）事

業者等に対する教育・研修を

○ 災害発生時に対応するた

めに消防計画の見直しを行う

とともに、教職員及び学生に

対して効果的な訓練が出来る

体制を検討します。

（No.143） 

・平成 31年 3月 8日に消防訓練を行い、43名の

教職員が参加しました。引き続きより効果的な

訓練となるよう検討を進めます。 

・消防計画に定めた予防活動を行うために統括

防火・防災管理者に必要な講習を受講しまし

た。 

3 

  

○ 「個人情報の保護に関す

る法律（個人情報保護法）」

「鳥取県個人情報保護条例」

に基づき、個人情報の適正な

管理を引き続き行います。

（No.144）  

・実施機関として条例に基づき対応しました。

また、平成 31年３月８日に教職員を対象とした

個人情報保護や情報セキュリティに関する研修

を行いました。 

・開示請求に基づき入試や職員採用試験におい

て開示を行いました。 

 平成３０年度実績 

  入試     53 件 

  職員採用試験 31 件 

3 

    

○ 平成２７年度から施行し

た情報セキュリティポリシー

に基づいて学内の情報システ

ムを新たに整備するととも

に、教職員、その他学内に常

駐する業者等に対する研修等

を引き続き行います。

（No.145） 

・全学情報システム運用委員会において、情報

セ 

キュリティポリシーに基づく諸規程の整備及び

情報システムの整備を行っています。本年度

は、主に情報セキュリティを維持するための手

順等の検討、情報ネットワークシステム等の整

備を行いました。 

3 
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定期的に行います。平成 27

年度に施行した情報セキュリ

ティポリシーに基づき情報シ

ステムを整備するとともに、

教職員に対して研修等を実施

していきます。 

 

・3 月に教職員対象の情報セキュリティ意識向上

等を目的とした情報セキュリティに関する SD 研

修を実施しました。 

 

 

 


